
次長 課長 課長補佐 総括担当 合　　議 担当者

設　　計　　書

設計額 　一金 円也

工 事

概 要

設計　令和  8 年 9 月

調査　令和  8 年 9 月

窓ガラスフィルム貼り　一式

別　　紙　　内　　訳　　書　　の　　と　　お　　り

工 事 場 所 氷見市  加納  地内　

工 事 名 北部中学校体育館空調設備設置工事

空調設備設置　一式　、ガスバルク設置　１基　一式

工期：令和９年３月２６日まで



内　　訳　　書

備　　　　考

直接工事費

間接工事費

工事費計

消費税相当額

合      計

－　氷見市　－



符号 名　　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備　　考

　直接工事費

北部中学校体育館空調設備設置工事

Ⅰ 建築主体工事 1 式

Ⅱ 電気設備工事 1 式

Ⅲ 機械設備工事 1 式

小　計

氷見市 Ｐ－1



符号 名　　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備　　考

Ⅰ 建築主体工事内訳

1 直接仮設工事 1 式

2 金属工事 1 式

3 ガラス工事 1 式

4 内装工事 1 式

5 外構工事 1 式

6 撤去工事 1 式

小　計

氷 見 市 P-2



符号 名　　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備　　考

1 直接仮設工事

１階 　仮設事務所スペース床養生費 合板＋テープ 145.0 m2

２階 　ギャラリー下部床養生費 合板＋テープ 90.7 m2

ｷﾞｬﾗﾘｰ 　ギャラリー上部床　窓下養生費 合板＋テープ 147.0 m2

外部 　仮設鉄板敷き 乗入れ部 27.0 m2

　Ａ型バリケード 外部 8.0 台

足場 　外部枠組本足場
手すり先行方式　W=1200
　掛払い、修理費、運搬費共

191.0 架m2

　安全手摺 掛払い、修理費、運搬費共 43.2 ｍ

　メッシュシート張り　防炎Ⅰ類 掛払い、修理費、運搬費共 191.0 架m2

　内部枠組本足場
ギャラリー　昇降用　W=900
掛払い、修理費、運搬費共

16.9 架m2

　簡易型移動足場
ギャラリー下部、空調機取付用
掛払い、修理費、運搬費共

6.4 m2

　１階外部仮間仕切り B種　ＬＧＳ+片面コンパネ12張り 17.1 m2

　１階内部仮間仕切り B種　ＬＧＳ+片面コンパネ12張り 45.9 m2

小計

氷 見 市 P-3



符号 名　　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備　　考

2 金属工事

天井点検口
　既存廊下
　アルミ　450角

7.0 箇所

小計

氷 見 市 P-4



符号 名　　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備　　考

3 ガラス工事

　日射調整フィルム ３Ｍジャパン　Nａｎｏ　70　　内貼り　同等 123.0 m2

小計

氷 見 市 P-5



符号 名　　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備　　考

4 内装工事

天井　化粧石膏ボード ｔ＝9.5　　点検口仕上げ分 1.4 ｍ2

小計

氷 見 市 P-6



符号 名　　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備　　考

5 外構工事

バルク基礎 　コンクリート 　FC24-18-25 2.1 ｍ3

　コンクリート打設費 　人力、小型構造物 2.1 ｍ3

　天端　金鏝押え 7.2 m2

　打放し合板型枠 　小型構造物 3.2 ｍ2

　型枠運搬費 　4t車 3.2 ｍ2

　異形棒鋼　　　　ＳＤ295A 　D13　 0.17 ｔ

　鉄筋加工組立費 　小型構造物 0.17 ｔ

　鉄筋運搬費   4t車 0.17 ｔ

　周囲補修コンクリート 　FC24-18-25 0.3 ｍ3

　コンクリート打設費 　人力、小型構造物 0.3 ｍ3

　天端　金鏝押え 3.6 m2

　砕石下部地盤根切 　小規模土工 1.1 ｍ3

　フェンス 12.0 ｍ

　同上片開扉 W900　H1200　　南京錠付き 1.0 箇所

氷 見 市 P-7



符号 名　　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備　　考

屋外機基礎 　コンクリート 　FC24-18-25 3.0 ｍ3

　コンクリート打設費 　人力、小型構造物 3.0 ｍ3

　天端　金鏝押え 15.1 m2

　打放し合板型枠 　小型構造物 5.4 ｍ2

　型枠運搬費 　4t車 5.4 ｍ2

　異形棒鋼　　　　ＳＤ295A 　D13　 0.15 ｔ

　鉄筋加工組立費 　小型構造物 0.15 ｔ

　鉄筋運搬費   4t車 0.15 ｔ

　周囲補修コンクリート 　FC24-18-25 0.9 ｍ3

　コンクリート打設費 　人力、小型構造物 0.9 ｍ3

　天端　金鏝押え 8.9 m2

　砕石下部地盤根切 　小規模土工 1.2 ｍ3

設備配管 　ＡＳ舗装復旧 密粒度アスコンA-5-15　再生材 10.3 ｍ2

小計

氷 見 市 P-8



符号 名　　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備　　考

6 撤去工事

（既存舗装撤去）

バルク基礎 既存ＡＳ舗装カッター 13.2 ｍ

既存ＡＳ舗装撤去 0.5 ｍ3

既存砕石撤去 1.3 ｍ3

屋外機基礎 既存ＡＳ舗装カッター 32.0 ｍ

既存ＡＳ舗装撤去 1.2 ｍ3

既存砕石撤去 2.8 ｍ3

設備配管 既存ＡＳ舗装カッター 42.2 ｍ

既存ＡＳ舗装撤去 0.5 ｍ3

内部 既存天井（アスベスト含有） 点検口開口の撤去 1.4 ｍ2

同上ＬＧＳ下地 点検口開口の撤去 0.4 ｍ2

同上木造下地 点検口開口の撤去 1.0 ｍ2

氷 見 市 P-9



符号 名　　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備　　考

（積込）

　発生材積込 ＡＳ舗装 2.2 m3

　発生材積込 砕石 4.1 m2

　発生材積込 砕石下部土 2.3 m3

　発生材積込 天井石膏ボード（アスベスト含有） 0.1 m3

　発生材積込 天井ＬＧＳ下地 0.1 m3

　発生材積込 天井木造下地 0.1 m3

（運搬）

　発生材運搬 ＡＳ舗装 2.2 m3

　発生材運搬 砕石 4.1 m2

　発生材運搬 砕石下部土 2.3 m3

　発生材運搬 天井石膏ボード（アスベスト含有） 0.1 m3

　発生材運搬 天井ＬＧＳ下地 0.1 m3

　発生材運搬 天井木造下地 0.1 m3

氷 見 市 P-10



符号 名　　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備　　考

（処分）

　発生材処分 ＡＳ舗装 2.2 m3

　発生材処分 砕石 4.1 m3

　発生材処分 砕石下部土 2.3 m3

　発生材処分 天井石膏ボード（アスベスト含有） 0.1 m3

　発生材処分 天井ＬＧＳ下地 0.1 m3

　発生材処分 天井木造下地 0.1 m3

小計

氷 見 市 P-11



符号 名　　　称 摘　要 数量 単位 単　価 金　額 備　考

氷見市立北部中学校体育館空調設備設置工事

Ⅱ 電気設備

Ⅱ-1 幹線設備 1 式

Ⅱ-2 動力・空調設備 1 式

Ⅱ-3 自立運転設備 1 式

Ⅱ-4 集中制御設備 1 式

Ⅱ-5 LAN設備 1 式

小　計

氷　見　市 P-12



符号 名　　　称 摘　要 数量 単位 単　価 金　額 備　考

Ⅱ-1 幹線設備

電線管 露出 E39 14 ｍ

電線管 露出 E51 14 ｍ

ケーブル コロガシ EM-CET14 57 ｍ

ケーブル コロガシ EM-CET22 57 ｍ

ケーブル 管入 EM-CET14 14 ｍ

ケーブル 管入 EM-CET22 14 ｍ

電線 管入 EM-IE5.5 57 ｍ

電線 管入 EM-IE14 57 ｍ

電灯・動力制御盤 LP-1B 1 面

プルボックス SS350×350×300 1 個

プルボックス SS350×350×300 SUS WP 1 個

壁貫通補修 φ75 100～150mm 1 箇所

既設調査費 1 式

小計

氷　見　市 P-13



符号 名　　　称 摘　要 数量 単位 単　価 金　額 備　考

Ⅱ-2 動力・空調設備

電線管 露出 ZGP28 50 ｍ

電線管 露出 ZGP54 9 ｍ

ケーブル 管入 EM-CE5.5-4C 83 ｍ

ケーブル ラック EM-CE5.5-4C 56 ｍ

ケーブルラック ZA-300A-WP 30 ｍ

電動機結線費 直入始動方式 4 式

プルボックス SS350×350×300 1 個

プルボックス SS350×350×300 SUS WP 1 個

プルボックス SS250×250×200 SUS WP 4 個

壁貫通補修 φ75 100～150mm 1 箇所

小計

氷　見　市 P-14



符号 名　　　称 摘　要 数量 単位 単　価 金　額 備　考

Ⅱ-3 自立運転設備

電線管 露出 ZGP22 33 ｍ

電線管 露出 ZGP28 42 ｍ

電線管 露出 ZGP36 32 ｍ

電線管 露出 ZGP54 22 ｍ

ケーブル 管入 EM-CE8-2C 10 ｍ

ケーブル 管入 EM-CE8-3C 32 ｍ

ケーブル 管入 EM-CET14 22 ｍ

ケーブル 管入 EM-EEF2.0-3C 98 ｍ

ケーブル 管入 EM-CEE-S1.25-2C 32 ｍ

ケーブル 管入 EM-CEE-S1.25-4C 32 ｍ

ケーブル 管入 EM-CEE-S2-2C 105 ｍ

ケーブル ラック EM-CE8-3C 31 ｍ

ケーブル コロガシ EM-EEF2.0-3C 204 ｍ

ケーブル コロガシ EM-CEE-S1.25-2C 100 ｍ

ケーブル コロガシ EM-CEE-S1.25-4C 100 ｍ

ケーブル コロガシ EM-CEE-S2-2C 114 ｍ

１種金属製線ぴ Ａ型 13 ｍ

氷　見　市 P-15



符号 名　　　称 摘　要 数量 単位 単　価 金　額 備　考

１種金属製線ぴ Ｂ型 20 ｍ

プルボックス SS250×250×200 6 個

プルボックス SS200×200×200 SUS WP 2 個

プルボックス SS250×250×200 SUS WP 6 個

プルボックス SS400×400×300 SUS WP 6 個

コーナーボックス Ａ型 2 個

コーナーボックス Ｂ型 6 個

小計

氷　見　市 P-16



符号 名　　　称 摘　要 数量 単位 単　価 金　額 備　考

Ⅱ-4 集中制御設備

電線管 露出 E19 8 ｍ

電線管 露出 E25 8 ｍ

電線管 露出 ZGP16 15 ｍ

電線管 露出 ZGP22 33 ｍ

ケーブル コロガシ EM-EEF2.0-3C 6 ｍ

ケーブル ラック EM-MEE-S0.75-2C 30 ｍ

ケーブル コロガシ EM-MEE-S0.75-2C 462 ｍ

ケーブル 管入 EM-MEE-S0.75-2C 106 ｍ

１種金属製線ぴ Ａ型 11 ｍ

１種金属製線ぴ Ｂ型 33 ｍ

プルボックス SS200×200×200 2 個

プルボックス SS200×200×200 SUS WP 8 個

エアコンリモコン 設備工事支給品配線接続 4 組

アウトレットボックス 四角中深型 カバー付 1 個

コーナーボックス Ａ型 2 個

コーナーボックス Ｂ型 4 個

１種金属製線ぴｽｲｯﾁﾎﾞｯｸｽ 2個用 Ａ型 4 個

氷　見　市 P-17



符号 名　　　称 摘　要 数量 単位 単　価 金　額 備　考

防火区画貫通処理 (25) 1 箇所

壁貫通補修 φ50 100～150mm 5 箇所

小計

氷　見　市 P-18



符号 名　　　称 摘　要 数量 単位 単　価 金　額 備　考

Ⅱ-5 LAN設備

電線管 インペイ PF-S28 5 ｍ

避難所用光回線設備盤(再取付) 1 面

金属製線ぴ再接続費 EEF2.0-3C切断・再接続共 1 式

小計

氷　見　市 P-19



符号 名　　　称 摘　要 数量 単位 単　価 金　額 備　考

Ⅲ 機械設備

Ⅲ-1 空気調和設備

1 機器設備 1 式

2 配管設備 1 式

Ⅲ-2 ガス設備 1 式

小　計

氷 見 市 P-20



符号 名　　　称 摘　要 数量 単位 単　価 金　額 備　考

Ⅲ-1 空気調和設備

1 機器設備

ガスヒートポンプマルチエアコン

屋外機(親機)　GHP-560-1 冷房能力56.0kW　暖房能力63.0kW 2 台

屋外機(子機)　GHP-560-2 冷房能力56.0kW　暖房能力63.0kW 2 台

屋内機　GHP-80CR 冷房能力8.0kW　暖房能力9.0kW 2 台

屋内機　GHP-160CR 冷房能力16.0kW　暖房能力18.0kW 12 台

集中コントローラー 1 台

ＧＨＰ用電源切替盤 2 台

ＧＨＰ用自立運転スイッチ盤 2 台

屋内機用上部カバー （ｱﾝｸﾞﾙﾌﾗﾝｼﾞ工法ﾀﾞｸﾄ1.0t) 14 ㎡

同上塗装工事 14 ㎡

消火器 ABC10型消火器 2 本

消火器格納箱 SUS製 2 個

搬入費　屋外機 2.03×0.88×2.23×870kg…218kg/㎥ 1.74 ｔ

搬入費　屋外機 2.03×0.88×2.23×820kg…206kg/㎥ 1.64 ｔ

小計

氷 見 市 P-21



符号 名　　　称 摘　要 数量 単位 単　価 金　額 備　考

2 配管設備

冷媒用断熱材被覆銅管 φ15.9　ガス管 38 ｍ

冷媒用断熱材被覆銅管 φ25.4　ガス管 24 ｍ

冷媒用断熱材被覆銅管 φ28.6　ガス管 94 ｍ

冷媒用断熱材被覆銅管 φ9.5　液管 38 ｍ

冷媒用断熱材被覆銅管 φ12.7　液管 24 ｍ

冷媒用断熱材被覆銅管 φ15.9　液管 94 ｍ

排水･硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管(VP) 屋内一般　25A 42 ｍ

排水･硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管(VP) 屋内一般　30A 27 ｍ

排水･硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管(VP) 屋内一般　40A 1 ｍ

排水・配管用炭素鋼鋼管(白) ねじ接合　屋外架空・暗渠　32Ａ　 16 ｍ

排水・配管用炭素鋼鋼管(白) ねじ接合　屋外架空・暗渠　40Ａ　 12 ｍ

排水・配管用炭素鋼鋼管(白) ねじ接合　屋外架空・暗渠　50Ａ　 9 ｍ

冷媒配管外装材ダクト形保温化粧ケース 高耐食溶融亜鉛メッキ処理鋼板 1 式

冷媒用断熱材被覆銅管用保温外装 （屋内露出部） 38 ｍ

冷水管保温 ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝ　屋外露出　ｽﾚﾝﾚｽ鋼鈑　150A 24 ｍ

配管用炭素鋼鋼管(白管)塗装 32Ａ 16 ｍ

氷 見 市 P-22



符号 名　　　称 摘　要 数量 単位 単　価 金　額 備　考

配管用炭素鋼鋼管(白管)塗装 40Ａ 12 ｍ

配管用炭素鋼鋼管(白管)塗装 50Ａ 9 ｍ

機械はつり
(ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｶｯﾀｰによる配管用貫通口)

100～150㎜ 100㎜        4 か所

機械はつり
(ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｶｯﾀｰによる配管用貫通口)

100～150㎜ 150㎜        4 か所

小計

氷 見 市 P-23



符号 名　　　称 摘　要 数量 単位 単　価 金　額 備　考

Ⅲ-2 ガス設備

ガス用バルクタンク 980kg縦型 1 式

同上据付費 1 式

ガス配管工事 配管、土工事含 1 式

小計

氷 見 市 P-24



本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当 設計番号

図面番号

株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 260032026.08.17
一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代表紙、図面リスト

北部中学校体育館空調設備設置工事

図面番号

特記仕様書１

表紙、図面リストＡ-01

Ａ-02

Ａ-03

Ａ-04

Ａ-05

Ａ-06

Ａ-07

Ａ-08

Ａ-09

Ａ-10

Ａ-11

Ａ-12

Ａ-13

Ａ-14

付近見取図、配置図、仮設計画図

体育館１階平面図

体育館２階平面図

体育館ギャラリー階平面図

特記仕様書２

特記仕様書３

Ａ-15

図面名称 図面番号 図面名称

Ａ-01

Ｅ-07 ２階　集中制御配線図

１階　集中制御配線図Ｅ-06

Ｅ-05 １・２階　自立運転システム配線図

１階　幹線・動力設備配線図Ｅ-04

Ｅ-03 電灯盤結線図・動力制御盤結線図・動力制御回路図

Ｅ-02 特記仕様書（２）

特記仕様書（１）Ｅ-01

表紙共 28 枚

体育館立面図１

体育館立面図２

体育館矩計図１

校舎棟天井伏図（Ｃ棟１階、Ｂ棟２階）

仮設計画立面図１

仮設計画立面図２

Ｍ-01

Ｍ-06

Ｍ-05

Ｍ-04

Ｍ-03

Ｍ-02

機器表・系統図

体育館１階平面図（空調設備図）

体育館２階平面図（空調設備図）

LPGバルクタンク参考図

特記仕様書（共通事項）

特記仕様書（電気・機械設備）

機械基礎詳細図



　(4) 昼休みや午後５時以降の打合わせをしない

基礎形式　独立基礎

適用する　（「工事カルテ受領書」の写しを提出）　

地盤の設計長期許容支持力度              KN/m2

最高軒高さ  　11.35ｍ

　  社会性等の実施

　監理技術者」という。）の配置を行う場合は、以下の(1)から(9)の要件を全て満たさなければな

項　　目章
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般
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特　　記　　事　　項

1-1

項

１

※発生材は構外搬出処分とし、その費用も含め元請業者自らの責任において適正に処理するものと

　する。

低振動型建設機械を使用するものとする。

　次のいずれかに該当し、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合には、工事現場に

おける常駐を要しない期間として取り扱う。

(2)　工事の全部の施工を一時中止している期間

(3)　上記に掲げる期間のほか、工事現場において作業等がおこなわれていない期間

・再資源利用計画書等作成及び提出

※マニフェスト管理一覧表の提出

・マニフェスト（A票、B2票、D票、E票）の写しの提出

・引渡しを要するもの（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・再利用を図るもの（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・特別管理産業廃棄物の種類（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・同上処理方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※適用する

(1)　契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間

※運搬、処分委託契約書の写しの提出

・再資源化施設の場所：　　　　　

　労働安全衛生法等に基づき行う日々の安全教育のほか、すべての作業員を対象に、工事現場に即し

た安全教育・訓練等を、月当たり半日以上の頻度で実施するものとする。

「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-29　工事中の安全確保

・現場説明書による

※舗装切断作業に伴い、切断機械から発生する排水については、排水吸引機能を有する切断機械等

　により回収し、適正に処理する。

以下の示す書類を電子納品する。

※工事写真　　・施工計画書　　・完成図(CADデータ)　  ・参考図(ラスターデーター)

・設ける（規模：　　　m2程度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

・　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

構内既存の施設　※利用できない　・利用できる（※有償　・無償）

構内既存の施設　※利用できない　・利用できる（※有償　・無償）

構内設置　・できる　・できない

　らない。

　　 者補佐」という。）を専任で配置すること。

　　 歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること。なお、監理技術者補佐の建設業

　　 法第27条の規定に基づく技術検定種目は、特例監理技術者に求める技術検定種目と同じである

　　 こと。

　(3)　監理技術者補佐は、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。

　(4)　同一の特例監理技術者を配置できる工事は、同時に２件までとする。ただし、同一あるいは

　 　別々の発注者が、同一の建設業者と締結する契約工期の重複する複数の請負契約に係る工事で

　 　あって、かつ、それぞれの工事の対象となる工作物等に一体性が認められるもの（当初の請負

　 　契約以外の請負契約が随意契約により締結される場合に限る。）については、これら複数の工

　 　事を一つの工事とみなす。

　(6)　特例監理技術者が兼務できる工事は、24時間体制での応急処理工や緊急巡回等が必要な工事

　　 以外の工事でなければならない。

　 　の職務を適正に遂行しなければならない。

　(7)　特例監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工程の立会等

　(8)　特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。

　(9)　監理技術者補佐が担う業務について、明らかにすること。

　について確認できる書類を提出すること。

　った場合は適切にコリンズ(CORINS)への登録を行うこと。

　　 範囲については、工事現場が同一の土木センター、事務所管内にあること。

　(5)　兼務する工事が特例監理技術者としての職務を適正に遂行できる範囲内にあること。なお、

　次のいずれかに該当し、かつ、その期間が書面により明確となっている場合については、専任を

要しない。

(1)　請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間

(3)　工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務手続、

   　後片付け等のみが残っている期間

(4)　(1)又は(2)に類した理由で、工事が不稼働である期間

(5)　橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作のみが行

   　われている期間

(2)　自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事を全面的に一時中止している期間

仕 様 書

２．工事場所

３．建物概要

Ⅰ 工事概要

Ⅱ 建築工事仕様

　　　・印と※印の付いた場合は、共に適用する。

　　　・印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。

（２）特記事項は、・印の付いたものを適用する。

（１）項目は、番号に○印の付いたものを適用する。

２．特記仕様

　　　適用する。

（２）電気設備工事及び機械設備工事を本工事に含む場合は、電気設備工事及び機械設備工事はそれぞれの工事仕様書を

      （以下「改修標仕」という。）による。

１．共通仕様

都市計画区域　　・内（・市街化区域　・市街化調整区域　・その他）　・外

耐火建築物等の別　　・耐火建築物　・準耐火建築物（・イ　・ロ－１　・ロ－２）　・その他

垂直積雪量　　　　　　ｍ

耐震安全性の分類

（官庁施設の総合耐震・対津波計画基準）

 構造体　　・Ⅰ類　・Ⅱ類　・Ⅲ類　　（重要度係数　・1.5　・1.25　・1.0）

 建築非構造部材　　・Ａ類（出入口扉除く）　・Ｂ類　

 建築設備    ・甲類　・乙類

４．工事範囲

　 の①から④を満たすものとする。

　 ①　合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクル

　 有するものとする。

※ 地場産品の優先使用

 3

  期間

「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-33環境対策に記載の排出ガス対策型建設機械及び低騒音型・　

（１）図面及び特記仕様に記載されていない事項は、全て国土交通省大臣官房官庁営繕部制定「公共建築工事標準仕様書

25　特例監理技術者及び

 　 監理技術者補佐の配置

施工図等の著作権に係わる当該建築物に限る使用権は、発注者に移譲するものとする。

※電子納品対象工事　　　　　　

26　完成図等

27　工事写真

28　施工図等の取扱い

29　電子納品

　(1)　建設業法第26条第３項ただし書きによる監理技術者の職務を補佐する者（以下、「監理技術

　(2)　監理技術者補佐は、１級建築施工管理技士補及び１級建築施工管理技士等の国家資格者、学

　　本工事の監理技術者が特例監理技術者として兼務することとなる場合、上記(1)から(9)の事項

　　本工事において、特例監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合又は配置を要さなくな

　　本工事において、建設業法第26条第３項ただし書きの適用を受ける監理技術者（以下、「特例

・保全に関する資料

・施工図　

備考撮影箇所数

適正数

適正数

適正数

 (3枚/頁)

　－

提出規格

L版程度着工前写真

完成写真

デジタルカメラは

130万～300万画素

写真種別 拡張子

PDF

　JPEG

　　　　　　構　　成

※着工前と完成を対比したもの

・完成写真のみ（新築の場合）

　－施行中写真

１　工事に係る入札の結果、調査基準価格に満たない価格をもって入札をした者が受注者となった場

(1)　建設業法の規定により技術者の専任配置が義務付けられる工事の場合

　受注者は、工事施工において、施工条件等への対応や自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する

項目、または地域社会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工事完成時までに「富

山県請負工事成績評定要領第4第7項に定める様式により提出することができる。

　受注者は、本工事を施工するに当たり、暴力団関係者から不当な介入を受けた場合は、断固として

これを拒否し、不当な介入があった時点で速やかにその旨を監督職員に報告するとともに、警察に届

け出なければならない。また、下請業者に対しては、暴力団関係者から不当な介入を受けた場合には

速やかにその旨を報告するよう指導し、下請業者から報告を受けた受注者は、速やかにその旨を監督

職員に報告するとともに、警察に届け出なければならない。

　合における技術者の配置については、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めることによ

　る。

　　 専任配置が義務付けられている技術者とは別に、同法の規定により監理技術者の配置が義務付

　 けられる工事にあっては監理技術者の資格を有する者を、それ以外の工事にあっては主任技術者

　 になり得る資格を有する者を１人、専任にて配置するものとする。この場合において、これらの

　 工事に配置する技術者は、受注者と３ヶ月以上の雇用関係がある者に限る。

　　 同法の規定により配置が義務付けられている技術者を、専任にて配置するものとする。

２　１の(1)により別に配置される技術者は、監理技術者等を補助し、監理技術者等と同様の職務を

　行うものとする。

３　工事に係る入札の結果、調査基準価格に満たない価格をもって入札した者が受注者となった場合

　　下記試験項目の試験頻度を２倍とする。

(2)　建設業法の規定による技術者の専任配置が義務づけられていない工事の場合

試験項目（「標仕」項目）

地業工事

工　　事

鉄筋工事

ｺﾝｸﾘｰﾄ工事

鉄骨工事

石工事

金属工事

ﾕﾆｯﾄ及びその他工事

舗装工事

23　間接工事費等の調整に

　  ついて

　本工事は、富山県が先行発注した下の工事（以下、「現工事」という。）と当該追加工事の設計額

の合計額より定まる率によって算定した諸経費等から、現工事にかかる諸経費等を控除した額で調整

した金額とする。

　工事番号：　　　　　　　　工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事

24　総合評価方式 ※　受注者は、実際の施工に際しては、事前に提出し適正とされた技術資料（技術提案書又は簡易な

　施工計画）の内容を履行すること。

※　受注者は、事前に提出した総合評価方式に係る技術資料に記載した配置予定技術者を配置しなけ

　ればならない。

※　上記２項目を履行できない場合及び受注者が事前に提出した総合評価方式に係る技術資料に記載

　した内容に虚偽の報告があった場合においては、富山県公共工事総合評価方式施行要領に基づき工

　事成績の減点（標準型においては、工事成績の減点及び違約金の徴収）をすることがある。

　録基幹技能者を配置する場合は、あらかじめ施工計画書により、登録者情報や配置予定期間、作業

　内容等を発注者に報告することとし、配置予定期間及び完成検査時において、発注者による履行の

　確認を行うこととする。なお、履行が確認できない場合、富山県公共工事総合評価方式試行要領に

　基づき工事成績の減点をすることがある。

　　対象工種　　　・○○工　・□□工　　　・△△工　

　及び完成検査時において、発注者による履行の確認を行うこととする。なお、受注者の責に帰すべ

　き理由により、入札時の申請に反して、施工時に県内企業の活用ができなかった場合には、工事成

　績評定点を３点減点する。

・ｽﾗﾝﾌﾟ、空気量、塩化物量、強度試験（4.5.3）

・ｾﾒﾝﾄﾐﾙｸの根固め液及び杭周囲固定液の管理試験（4.3.4）

・引抜き耐力の確認試験（10.2.2）

・引抜き耐力の確認試験（14.1.3）

・引抜き耐力の確認試験（20.2.4）

・CBR、締固め度、厚さ、切取り、抽出試験（22.2.5）（22.3.5）（22.4.6）

 （22.5.6）（22.6.6）（22.7.6）

・圧接完了後の試験（5.4.10）

・ｽﾗﾝﾌﾟ、空気量、塩化物量、強度試験（6.9.2）（6.9.3）（6.9.4）（6.9.5）

・溶接部の試験（7.6.12）

・ｽﾀｯﾄﾞ溶接後の試験（7.7.6）

ﾀｲﾙ工事 ・接着力試験（11.1.7）

・本工事は「登録基幹技能者の配置」を活用した試行工事であり、受注者は、下記工種において登

・この工事は「下請負契約における県内企業の活用」を評価の対象とした試行工事である。施工時

※公共工事労務費調査等の対象工事となった場合は、監督職員の指示により必要な協力をしなけれ

　ばならない。(富山県土木工事共通仕様書 1-1-1-13)

・本工事は、工事費積算のより一層の適正化を図ることを目的とした「共通費実態調査」の対象工

　事である。作成した調査票は監督職員に提出すること。

防火地域　　　指定なし

・再資源化を図るもの（　コンクリート、金属　　　　　　　　　　　　　　）

・分別を図るもの（　コンクリート、金属、　　　　　　　　　　　　　　　）

・特定建設資材廃棄物の種類：コンクリート、金属、アスファルト

本工事を下請けに付す場合は､「建設工事の下請関係の適正化に関する留意事項」を遵守すること。

受注者は、請負代金内訳書を作成し、工事請負契約締結後７日以内に発注者に提出すること。

「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-47個人情報取扱特記事項による。

(1)　建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、次

 1　工事実績情報の登録

 2　下請関係の適正化

 4　個人情報の取扱い

 5　環境への配慮

請負代金内訳書の提出

 　④　①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルムアルデヒド、ア

 　　　セトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

(2)　設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制対象外」とは次の

　 ①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③又は④に該当する材料を指す。

　 ①　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド発

　　　 散建築材料以外の材料

　 ②　建築基準法施行令第20条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

　 ③　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

　 ④　建築基準法施行令第20条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

(1)　本工事に使用する材料は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質及び性能を

 　　　ボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、

　　　 仕上げ塗材は、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、

　　　 設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

　 ②　接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。

　 ③　接着剤は可塑性（フタル酸ジ-ｎ-ブチル及びフタル酸ジ-２-エチルヘキシル等を含有しない

 　　　難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

(2)　商品名が記載された材料は、当該商品又は同等品を使用するものとし、同等品を使用する場合

　 は監督員の承諾を受ける。

(3)　標仕に記載されていない特別な材料の工法については、材料製造所の指定する工法とする。

(4)　本工事に使用する材料のうち、(5)に指定する材料の製造業者等は、次の①から⑥すべての事項

　 を満たすものとし、この証明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されてこと

　 を示す書面を提出して監督員の承諾を受ける。ただし、製造業者等が記載されているものは、証明

　 となる資料等の提出を省略することができる。

　 ①　品質及び性能に関する試験データを整備していること。

　 ②　生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。

　 ③　安定的な供給が可能であること。

　 ④　法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

　 ⑤　製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

　 ⑥　販売、保守等の営業体制を整えていること。

(5)　製造業者等に関する資料の提出を求める材料

　　 無収縮グラウト材、乾燥式保護材、既製調合モルタル、既製調合目地材、錠前類、クローザ類、

　 自動扉機構、自閉式上吊り引戸機構、防水剤、現場発泡断熱材、フリーアクセスフロア、

　 移動間仕切、トイレブース、煙突用成形ライニング材、天井点検口、床点検口、グレーチング、

　 屋上緑化システム、エポキシ樹脂、ポリマーセメントモルタル

　 床型枠用鋼製デッキプレート、鉄骨柱下無収縮モルタル、ルーフドレン、吸水調整材、

   重量シャッター、軽量シャッター、オーバーヘッドドア、可動間仕切、トップライト、鋳鉄製ふた

には県内地場産品（建設資材又は製品等で、県内で最終製造工程が施されたもの又は県内に本社

本店を置く取扱業者から調達したものをいう。）を優先使用するものとする。

※ 県内企業の優先選定等

  受注者は、工事に係る下請契約又は資材等納入契約を締結する場合には、当該契約の相手方は富

山県内に本社・本店を置くものの中から選定するよう努めなければならない。

　受注者は、工事に使用する資材等について、品質が水準以上であり、かつ価格が適正である場合

 7　地場産品の優先

    使用等

 6　材料の品質等

18　安全教育・訓練の実施

19　調査・試験に対する

 　 協力

20　工事特性・創意工夫

21　暴力団関係者から不当

　  な介入を受けた場合の

　  措置

22　低入札となった場合に

    おける技術者の増員等

11　監督職員事務所

10　電気保安技術者

 9　解体工事等

12　工事用水

13　工事用電力

14　工事用仮設物

15　施工機械

16　現場代理人の工事現場

  における常駐を要しない

17　主任技術者又は監理技

　  術者の専任を要しない

　  期間

 8　発生材の処理等

居室床高さ　　20cm

・建設リサイクル法対象工事

敷地面積　　　　―　　　m2地名　　　　　富山県氷見市加納 地内

用途地域　　　指定なし

建築面積　　　　 ―　　m2

      （建築工事編）令和７年版」（以下「標仕」という。）及び「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）令和７年版」

建築物の用途（建築基準法）　　体育館

構造　　　　　ＲＣ造一部Ｓ造 階数      2階建

　　　　　　　　　　　　　　 　m2

外壁仕上　　モルタル刷毛引き　複層塗材ＲＥ吹付

最高高さ　　　16.08ｍ

屋根仕上　　長尺カラー鉄板瓦棒葺き＋ハゼ式折板葺き（カバー工法）

 　 設置工事

　本工事は、建設現場をより働きやすい環境に改善するため、受注者が希望すれば、快適に使用で

きる仮設トイレ（洋式ﾄｲﾚ・快適ﾄｲﾚ）を設置することができる工事である。

　快適な仮設ﾄｲﾚの設置工事の実施にあたっては、『「快適な仮設ﾄｲﾚの設置工事」についてのお知

らせ』によるものとする。このお知らせは、下記富山県のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから入手できる。

（https://www.pref.toyama.jp/1510/sangyou/nyuusatsu/koukyoukouji/kj00017588.html）

30　快適な仮設トイレの

・フレックス方式対象工事

　(1)　本工事は、円滑な工事施工体制の確保を図るため、全体工期の範囲内で受注者が工事の始期

　　 及び終期を設定することができる工事であり、富山県土木部所管建設工事に係る余裕期間制度

　　（ﾌﾚｯｸｽ方式）試行要領に基づき実施するものとする。

　(2)　工事の始期は、契約締結日の翌日から〇年〇月〇日まで、工事の終期は、〇年〇月〇日まで

　　 とする。

　(3)　受注者は、工事の始期後14日以内に施工計画書を発注者に提出するものとする。

　(5)　受注者は、工事の始期後に速やかに、退職金制度届出書を発注者に提出するものとする。

　(6)　余裕期間内に行う資機材の準備及び、技能労働者の手配などの準備等に必要な現地への立入

　　 り（工事着手以外の行為とする）については、発注者に了解を得るとともに関係法令等に基づ

　　 く必要な手続きを行うものとする。

　(4)　受注者は、受注時のｺﾘﾝｽﾞ(COMRINS)への登録については、工事の始期後10日（休日を除く。

　　 ）以内に登録するものとする。

　(7)　その他この特記仕様書に記載のないことについては、富山県土木部所管建設工事に係る余裕

　　 期間制度（ﾌﾚｯｸｽ方式）実施要領によるものとする。

・発注者指定方式対象工事

　(1)　本工事は、出水期や厳冬期などにより工事期間や工事の始期が限定されるという施工条件の

　　 もとで、円滑な工事施工体制の確保し、発注業務の計画的な履行と平準化を図るため、全体工

　　 期内で発注者が余裕期間と実工期を指定する富山県土木部所管建設工事に係る余裕期間制度（

　　 発注者指定方式）試行要領に基づき実施するものとする。

　(2)　工事の始期は、〇年〇月〇日とする。

　(3)　受注者は、工事の始期後14日以内に施工計画書を発注者に提出するものとする。

　(4)　受注者は、受注時のｺﾘﾝｽﾞ(COMRINS)への登録については、工事の始期後10日（休日を除く。

　　  ）以内に登録するものとする。

 32　余裕期間制度

31　週休2日工事

富山県土木部）に基づくものとする。この試行要領は、下記富山県のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから入手できる。

(https://www.pref.toyama.jp/1508/kendodukuri/toshikeikaku/kenchiku/kj00021742.html)

※週休２日工事【発注者指定型】

・週休２日工事【受注者希望型】

　本工事は、発注者が月単位の週休２日の実施を受注の条件とするものである。

  本工事は、受注者が工事着手日前に、発注者に対して、工事打合せ簿にて月単位の週休２日に

取り組む旨を協議したうえで取り組むものである。

・週休２日工事ではない

  ただし、受注者から希望があり、発注者と協議が整った場合は、週休２日工事【受注者希望型】

　週休２日工事の実施にあたっては、「週休２日工事（営繕工事）試行要領」（令和６年５月

と同様の取扱いができる。

33　ウィークリースタンス

34　建設キャリアアップ

　　システムの活用

　(1) 月曜日を依頼の期限日としない（マンデー・ノーピリオド）

　(2) 水曜日は定時に帰宅できるよう必要な対応を心掛ける（ウェンズデー・ホーム）

　(3) 金曜日に依頼しない（フライデー・ノーリクエスト）

　(5) 定時間際、定時後の依頼をしない（イブニング・ノーリクエスト）

　企業の方針等により曜日の変更等を行うことができるものとする。

２　この取り組みは、受発注者間の業務を進める上での姿勢を示したものであり、現場条件や

３　災害発生時などの緊急対応については、上記の限りではなく、受発注者が協力して臨機の対応

　を行うものとする。

１　受注者が建設キャリアアップシステム（以下「ＣＣＵＳ」という。）を活用する場合、ＣＣＵ

　Ｓ活用に必要な現場経費の一部を設計計上する。

２　設計計上にあたっては、『「建設キャリアアップシステムを活用する工事における現場経費の

　設計計上について」のお知らせ』によるものとする。このお知らせは、富山県土木部建設技術企

　画課のホームページから入手できる。（ https://www.pref.toyama.jp/1510/kendodukuri/toshi

　keikaku/kenchiku/kj00040412.html）

１　建設関係企業の担い手確保や生産性向上のため、この工事は受発注者間の仕事の進め方と

　して、下記のとおり、ウィークリースタンスの取り組みに努めることとする。

（ランチタイム・オーバーファイブ・ノーミーティング）

　　関する試行工事

　本工事は、受発注者の移動時間の削減のため、「建設現場の遠隔臨場に関する試行要領（令和５年

４月富山県土木部）」の内容に従い、実施することができる。

1-2

一

般

共

通

事

項

２

 1　適用基準等 ※建築工事標準詳細図(国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修　令和４年版)

※国土交通大臣官房官庁営繕部「営繕工事写真撮影要領（令和５年度版）による工事写真撮影

　ガイドブック建築工事編及び解体工事編　令和５年版」

※富山県電子納品運用ガイドライン（案）［建築工事編］（令和７年４月）

　　　　規格

 4　建築材料等

 3　施工条件

 2　適用区分

　・地表面粗度区分　　　・Ⅰ　　・Ⅱ　　※Ⅲ　　・Ⅳ  

　※積雪荷重　　　　　　※多雪区域

※本工事に使用する建築材料等は、設計図書に規定するもの又はこれらと同等以上のものとする。

　使用する建築材料等に「富山県グリーン購入調達方針」で定めるものがある場合には、それに

  適合するものとする。

・本工事で使用する下記の品目については、公共工事における富山県認定リサイクル製品利用方針

　において優先利用グループに区分されている製品を利用する。

　ただし、その製品の入手が困難な場合は、監督職員と協議し、通常製品（新材で製造された

　製品）へ変更できるものとする。

　ただし、同等以上とする場合は、監督職員の承諾を受ける。

・「公共工事における富山県認定リサイクル製品利用方針」に基づき、パイロット工事として

　 下記の製品を利用する。

　施工時間、工程、安全対策、工事用道路、仮設設備等は監督職員と協議する。

　・地区の区分に応じた風速（Vo(m/sec)） 　 ※３０　・３２

技能検定の職種  　適用工事種別  5　技能士

仮設工事

土・地業工事

鉄筋工事 

コンクリート工事 

鉄骨工事 

押出成形ｾﾒﾝﾄ板工事

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ・ALCﾊﾟﾈﾙ

・とび作業

・ウェルポイント工事作業

・鉄筋施工( ・鉄筋施工図作成作業  ・鉄筋組立て作業) 

・型枠工事作業　　・コンクリート圧送工事作業

・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ工事作業

・ｴｰｴﾙｼｰﾊﾟﾈﾙ工事作業

・塗膜防水工事作業（ ・ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ系 ・ｱｸﾘﾙｺﾞﾑ系）

屋根及びとい工事 

金属工事 

左官工事

建具工事 

カーテンウォール工事 

塗装工事 

内装工事

・金属製ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ工事作業　　・ｶﾞﾗｽ工事作業

・建築塗装作業

・鋼製下地工事作業　　・ﾎﾞｰﾄﾞ仕上げ工事作業

・表装作業　　・壁装作業　　・吹付け硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ断熱工事作業

ユニット及びその他工事

・建築配管作業

・溶融ﾍﾟｲﾝﾄﾊﾝﾄﾞﾏｰｶｰ工事作業　　・加熱ﾍﾟｲﾝﾄﾏｼﾝﾏｰｶｰ工事作業

・造園工事作業

・解体工事施工技士 

・左官作業　　・樹脂接着剤注入工事作業

・鋼製下地工事作業

・内外装板金作業　　・ﾀﾞｸﾄ板金作業　　・かわらぶき作業

排水工事

舗装工事

植栽及び屋上緑化工事

解体工事

・ｼｰﾄ防水工事作業 （ ・合成ｺﾞﾑ系 ・塩化ﾋﾞﾆﾙ系）

・ｼｰﾘﾝｸﾞ防水工事作業  ・ｾﾒﾝﾄ系防水工事作業  ・FRP防水工事作業

石工事 

タイル工事 

木工事 

・石材施工(石張り施工) 

・タイル張り作業

・大工工事作業

防水工事 

・ｶｰﾃﾝ工事作業

 6　技術検査

 7　室内空気中の化学物質

　　の濃度測定

　施工完了時に室内空気中の揮発性有機化合物等の室内濃度を測定し、厚生労働省が定める指針値以

下であることを確認し、報告書を提出する。

設備機器の位置、取合い等の検討できる施工図を提出し、監督職員の承諾を受ける。

※図示  　・ 設計ＧＬ＝現状ＧＬ

 8　設備工事との取合い

 9　設計ＧＬ

製品名

　　　　工種 　　　品目

　　　　工種 　　　品目 　　　　規格

　土木部建築工事監督要領による。

　　　　　　　　　　　　・パラジクロロベンゼン（学校施設の場合）

　測定方法

採取

分析

ジニトロフェニルヒドラジン

誘導体固相吸着/溶媒抽出法

その他の揮発性有機化合物

固相吸着/溶媒抽出法

ガスクロマトグラフ法高速液体クロマトグラフ（ＨＰＬＣ）

　測定箇所：※監督職員の指示による。　　　・図示

　室内濃度測定対象物質：※ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、スチレン

　採取法：パッシブ型採取機器により行う。

ホルムアルデヒド

　測定する箇所数：　36　箇所

・ｱｽﾌｧﾙﾄ防水工事作業　　・改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄﾄｰﾁ工法防水工事作業

　建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

・建築物解体工事共通仕様書　　国土交通大臣官房官庁営繕部監修（令和４年版）

・建築物解体工事共通解説　　　国土交通大臣官房官庁営繕部監修（令和５年版）

本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当 設計番号

図面番号

株式会社 中川建築設計事務所

―

北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17 26003

特記仕様書　１

※着工時製本　　　　　　（・原図版　１部　　・縮小版　A3版　５部　）

※完成図製本（黒表紙）　（・原図版　０部　　・縮小版　A3版　２部　）

※完成図ＣＡＤデータ　　（※ＣＤ－Ｒ等　２　部　）

35　建設現場の遠隔臨場に

設

仮

2

工

事

既存ブラインド、カーテン等の養生方法及び保管場所　　・行う（図示）　　

 1　足場その他 

外部足場　種別　※枠組足場　・くさび緊結式足場　・単管本足場　・（　　　　　　）

　　外部足場の設置に当たっては、「「手すり先行工法に関するガイドライン」について」（厚生

　労働省　基発第0424001号平成21年4月24日）」の「手すり先行工法等に関するガイドライン」の

　別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における2の(2)手すり据置方式又

　は(3)手すり先行専用足場方式により行う。

     　　　　　　　　　なお、出入口等の上部は必要に応じて防護棚を設ける。

    　　　　　 　　　・設置しない

材料、撤去材等の運搬　・Ａ種　※Ｂ種　・Ｃ種　・Ｄ種　・Ｅ種

固定された備品、机・ロッカー等の移動　　・行う（図示）

仮設間仕切り等の種別

 2　既存部分の養生

  （改修工事の場合）

 3　仮設間仕切り

  （改修工事の場合） 種　別

・Ａ種

※Ｂ種

・Ｃ種

仮設扉

下　地

※軽量鉄骨

・木造　　

　単管　

※木製扉　

仕上げ材（厚さmm）

※せっこうﾎﾞｰﾄﾞ（※9.5　・　）

・合板（※９　・　　）　　　　 

・防炎シート

・合板張り程度

充填材（mm）

厚さ（　　）

塗　装

※無し

・片面

※無し

・片面

・行う

 (厚さ　    ) 

既存部分の養生方法　　※ﾋﾞﾆｰﾙｼｰﾄ等　　・　

既存家具等の養生方法　※ﾋﾞﾆｰﾙｼｰﾄ等　　・　

・鋼製扉

防護ｼｰﾄ等による養生　※設置する（・養生ｼｰﾄ　・ﾈｯﾄ状養生ｼｰﾄ　・防音ｼｰﾄ　・防音ﾊﾟﾈﾙ　・　　）

内部足場  種別　・脚立、足場板等　・移動足場　・昇降足場

Ａ-02

一級建築士　登録第353551号

　　　扇谷　幸代

北部中学校体育館空調設備設置工事

空調改修工事に伴う電気設備工事　一式　別図参照

窓フィルム貼り改修工事　一式

空調改修に伴う建築工事　一式

空調改修工事に伴う機械設備工事　一式　別図参照

・床仕上げ工事作業（ ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ系 ・ｶｰﾍﾟｯﾄ系 ・木質系）

・とび作業　　・鉄工（・構造物鉄工作業　・構造物原図作業）

・ﾋﾞﾙ用ｻｯｼ施工作業　　・自動ﾄﾞｱ施工作業　　・ｶﾞﾗｽ工事作業



・排水性舗装用アスファルト混合物

　　　　　　　・　

山留めの存置  ・行う（存置範囲  ※図示　・　　　　　　　　　）

鋼矢板等の抜き跡の処理　※ 直ちに砂で充填する　　・　　

3

土

工

事

　　及び工法等

 2　建設発生土の処理 ・ 現場内で処理

・ 構内指示の場所に堆積

・ 場外に搬出し、関係法令に従い適切に処理する。

　なお、処理にあたっては「建設発生土情報交換システム」を活用する。

　　　　　搬出調書を監督職員に提出する

　構外指定場所に搬出後   ※堆積　・敷き均し

六価クロム溶出試験　　・行う　　・行わない

 1　埋戻し及び盛土の材料 種別　　・A種　　※B種　　・C種　　・D種　　・建設汚泥から再生した処理土

 1　支持地盤の確認

仕様書及び構造図による。

4

地

杭の支持力、支持地盤の位置及び種類、及びこれらの確認のための試験の方法は、構造特記

業

工

事

 2　既製コンクリート杭

　　地業

施工法　　　　　・セメントミルク工法

　　　　　・特定埋込杭工法

杭の種類　　　　　・遠心力高強度プレストレストコンクリート杭（ＰＨＣ杭）

以下の事項は、構造特記仕様書及び構造図による。

　1)杭の寸法、継手の箇所数と工法、杭先端部の形状、杭頭の処理等

　2)打込み工法における杭の設計支持力及び推定支持力の算定方法

　3)打込み工法におけるプレボーリングの掘削深さ及び径

　4)セメントミルク工法におけるアースオーガーの掘削深さ及び杭の根入深さ

　　　　　・外殻鋼管付きコンクリート杭（ＳＣ杭）（鋼管材料　・ＳＫＫ400　・ＳＫＫ490）

　　　　　・プレストレスト鉄筋コンクリート杭（ＰＲＣ杭）

　5)杭の水平方向の位置ずれ及び傾斜の精度

 3　鋼杭地業 杭の種類

以下の事項は、構造特記仕様書及び構造図による。

　1)杭の寸法、継手の箇所数と工法、杭先端部の形状、杭頭の処理等

　2)打込み工法における杭の設計支持力及び推定支持力の算定方法

　3)打込み工法におけるプレボーリングの掘削深さ及び径

　・鋼管ぐい　　　　（・ＳＫＫ400　・ＳＫＫ490）

　・Ｈ形鋼ぐい　　　（・ＳＨＫ400　・ＳＨＫ490Ｍ）

　4)杭の水平方向の位置ずれ及び傾斜の精度

堀削工法 　・アースドリル工法（安定液　・使用する　・使用しない）

　・リバース工法

　・オールケーシング工法

　・場所打ち鋼管コンクリート杭工法

　・拡底杭工法（※安定液使用　・　　　　　）

　（・揺動式　・全周回転式）（孔内水張　・行う　・行わない）

以下の事項は、構造特記仕様書及び構造図による。

　1)鉄筋の種類及び加工組立

　2)コンクリートの種別、設計基準強度(Fc)及び構造体強度補正値(S)の値

　3)支持地盤の位置及び種類

　5)孔壁測定の有無及び測定方法

 4　場所打ちコンクリート

　　杭地業

　4)杭の水平方向の位置ずれ及び傾斜の精度

呼び名19mm以上の柱、梁の主筋　　※ガス圧接継手　　・機械式継手　　・重ね継手

※再生クラッシャラン　        ・ 切込砂利及び切込砕石

施工範囲　　※建物内の土間スラブ及び土間コンクリート下（ピット下を除く）

防湿工法　　※ポリエチレンフィルム厚さ0.15mm以上　・　

 5　砂利地業に使用する

　　砂利

 6　床下防湿層

 1　鉄筋の種類

・ＳＤ２９５Ａ

・ＳＤ３４５

種類の記号 呼び径（mm）

 ※Ｄ１６以下　　

 ※Ｄ１９以上　　

 2　溶接金網 種類の記号、網目の形状、寸法及び鉄線の径は、構造特記仕様書及び図示による。

 3　鉄筋の継手

 4　鉄筋の最小かぶり厚さ 最小かぶり厚さは目地底から算定する。

・耐久性上不利な箇所の鉄筋の最小かぶり厚さは下表による。

施工箇所 標仕表5.3.6の値に加える寸法（mm）

※１０　　柱、梁、壁及び庇などの外気に接する打放し面

 5　機械式継手 適用箇所、性能、種類、工法、品質の確認方法及び不良となった継手の修正方法等は図示による。

 6　各部配筋 ※構造特記仕様書及び構造図による。　　・各部配筋参考図による。

 1　コンクリートの種類 コンクリートの使用骨材による種類

　※普通コンクリート　　・軽量コンクリート

 2　コンクリートの使用材

　　料、施工条件、要求性

　　能等による種類

コンクリートの使用材料、施工条件、要求性能等による種類

適用 種　類 適用箇所 特記事項

寒中コンクリート

暑中コンクリート

マスコンクリート

無筋コンクリート

流動化コンクリート

適用期間（　　　　　　　　）

構造体強度補正値(S)の値　※6N/mm2　・　

セメントの種類（　　　　　　　）

混和材料（　　　　　　　　　）

スランプ（　　　）

スランプ（　　　）

 3　コンクリートの

　　設計基準強度

コンクリートの設計基準強度は、構造特記仕様書及び構造図による。

 4　コンクリートの類別 ※Ⅰ類　　・Ⅱ類

 5　気乾単位容積質量 ※2.3t/m3程度　　・　

5

鉄

筋

工

事

6

コ

ン

ク

リ

│

ト

工

事

 7　セメントの種類 ※普通ポルトランドセメント又は混合セメントのＡ種

アルカリシリカ反応性による区分

　・Ａ

　・Ｂ（※コンクリート中のアルカリ総量Ｒt＝3.0㎏/ｍ3 以下）

　※監督職員との協議による。

　352J/g以下、かつ28日目で402J/g以下のものとする。ただし、無筋コンクリートに用いる場合

　を除く。

 8　骨材の種類

　普通ポルトランドセメントの品質は、JIS R5210に示された規定の他、水和熱が７日目で

・シリカセメント

・高炉セメントＢ種

・フライアッシュセメントＢ種

・普通エコセメント

 10　構造体強度補正値

 11　養生期間

以下の事項は、図示による。

　1) 外部に面するコンクリート打放し仕上げの打増し厚さ

　2) ひび割れ誘発目地の位置、形状及び寸法

せき板の材料は、次による。

　※合板（※12mm　・　　mm） ・床型枠用鋼製デッキプレート　・メッシュ型枠

　・断熱材兼用型枠（適用個所及び品質等は標仕19章９節断熱・防露による）

せき板、支柱の存置期間は、標仕表(6.8.2)、標仕表(6.8.3)による。

なお、セメントの種類が普通エコセメントの場合は、次による。

存置期間中
の平均気温

せき板の存置期間

基礎、梁側、柱、壁

施　工　箇　所

支柱の存置期間

スラブ下 梁下

ｺﾝｸﾘｰﾄの材齢
による場合(日)

ｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮
強度による場合 以上となるまで

15℃以上

5℃以上

0℃以上

・（　　　）以上

・（　　　）以上

・（　　　）以上 ・（　　　）以上

・（　　　）以上

・（　　　）以上

　・ＭＣＲ工法用シートの使用（打増し厚さ　・20㎜　　打増し範囲　・図示による）

※セメントの種類が普通エコセメントの場合は、次による。　・（　　　　）日以上　

 12　型枠

 構造体強度補正値(S)　※標仕表(6.3.2）による。

ただし、普通ポルトランドセメントを用いるコンクリートでは、以下の補正値適用期間を使用する

ことができる。

打設日

6N/mm2補正値 3N/mm2 6N/mm2

混和剤及び混和材の種類は、構造特記仕様書及び構造図による。 9　混和材料

打放し仕上げ　　　　　種別　　　・A種　※B種　・C種 6　コンクリートの仕上り

仕上りの平たんさ　　　種別　　　・a種　※b種　・c種

 3　山留めの撤去

７月14日～９月２日 ３月10日～７月13日
９月３日～11月19日

11月20日～３月９日

・（　　　）以上

・（　　　）以上

・（　　　）以上

圧縮強度が設計基準強度(Fc)

の85％以上又は12N/mm 以上

であり、かつ、施工中の荷重

及び外力について、構造計算

により安全であることが確認

されるまで

とが確認されるまで

造計算により安全であるこ

荷重及び外力について、構

上であり、かつ、施工中の

圧縮強度が設計基準強度以

捨てコンクリート 18

　　　　　受入場所：㈲となみリサイクル　南砺市岩武新364

　　　　　受入時間帯：　8時　00分～　17時　00分

　　　　　仮置き等：搬出なし

・ 構内指示の場所に敷き均し

圧縮強度が5N/mm2
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屋

根

及

び

と

い

工

事

・塗装溶融亜鉛合金めっき鋼板及び鋼帯

 1　長尺金属板葺

 2　折板葺

下葺材料　（　・　ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ940　　・　改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ下葺材　）

建築基準法に基づき定まる風圧力の（　・　１　・　1.15　・　1.3　）倍の風圧力に対応した工法

・心木なし瓦棒葺　・立平葺

・蟻掛葺　・横葺　・　

屋根葺形式 長尺金属板の種類 板厚（mm）

※0.4　

形状（mm）

形　式

材　料

（規格等）

軒先面戸板

断　熱　材

建築基準法に基づき定まる風圧力の（　・　１　・　1.15　・　1.3　）倍の風圧力に対応した工法

耐火性能

・重ね形　　※はぜ締め形　　・かん合形

※塗装溶融55％ｱﾙﾐﾆｳﾑ-亜鉛合金めっき鋼板及び鋼帯

※有り　　・無し

※有り（種別：　　　　　　　　　　　　　　厚さ：　　　㎜）　・無し

※30分耐火　　・無し

※塗装ステンレス鋼板　　・　

 3　粘土瓦葺

建築基準法に基づき定まる風圧力の（　・　１　・　1.15　・　1.3　）倍の風圧力に対応した工法

※J形

・S形

・F形

形状による区分 寸法による区分 製法による区分 備　考

※53A

・49A  ・49B

・40

・ゆう薬がわら

・いぶしがわら

・無ゆうがわら

色調（　　　　）

役物瓦（図示）

JIS　5208に基づく凍害試験等棟   ・行う　　　・行わない

 4　とい ・配管用鋼管　　※硬質着色塩化ビニル管（・VP　・RF-VP　　）

 5　金属成形板張り（天井）

 6　軽量鉄骨壁下地

※アルミニウム製　　　・　

・ｽﾊﾟﾝﾄﾞﾚﾙ形

・パネル形

・押出し

・ロール

※プレス

形　状 製　法 板幅(mm) 寸法（mm） 厚さ（mm） 表面処理

・ﾌﾞﾛﾝｽﾞ ・ﾌﾞﾗｯｸ系

・ｽﾃﾝｶﾗｰ)

・ﾌﾞﾛﾝｽﾞ ・ﾌﾞﾗｯｸ系

・ｽﾃﾝｶﾗｰ)

取付用下地　　　※標準仕様書による　　・設ける（施工箇所は図示）

伸縮調整継手　　※設けない　　　　　　・設ける（施工箇所は図示）

種類　　　　　　・50型　　・65型　　・90型　　・100型

　　アルミニウム合金の

　　表面処理

 3　鉄鋼の亜鉛めっき

 4　軽量鉄骨天井下地

14

金

属

工

事

 1　あと施工アンカー

 2　アルミニウム及び

引抜き耐力試験　　　※適用する　　　・適用しない

色　合　い 施　工　箇　所種　別

　無着色

・ブラウン系

・ブラック

・ステンカラー

施　工　箇　所種　別表面処理方法

溶融亜鉛めっき

電気亜鉛めっき

・Ａ種

・Ｂ種

・Ｃ種

・Ｅ種

・Ｄ種

・Ｆ種

屋外の場合の形式及び寸法　　  ※下表以外は、標仕14.4.3及び標仕表14.4.2による

野　縁

下地材の間隔（mm）

野縁受、吊りﾎﾞﾙﾄ、ｲﾝｻｰﾄ

周辺部中央部

施　工　箇　所

建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の（・１　・1.15　・1.3）倍の風圧力及び積雪荷重

に対応した工法

天井下地材における耐震性・耐風圧を考慮した補強　　・行う（補強箇所　※図示）

天井のふところが３ｍを超える場合の補強　　　　　　※図示

・AB－１種

・AB－２種  

・BB-1種

・BB-2種（・ｱﾝﾊﾞｰ

・C種

・AC-1種

・AC-2種（・ｱﾝﾊﾞｰ

スタットの高さが５ｍを超える場合　　　　※図示　　　・　

 7　アルミニウム製笠木

・250形

・300形

・350形

オープン形式アルミニウム製笠木の種類

・100形 1.5以上

1.6以上

1.8以上

2.0以上

種別（　　　　）種 建築基準法に基づき定まる風圧力及

び積雪荷重の(・１　・1.15　・1.3)

倍の風圧力及び積雪荷重に対応した

工法

種　類 呼称肉厚（mm） 表面処理及び色合い 固定間隔 ･ 方法

着色・ｱﾝﾊﾞｰ
　　・ﾌﾞﾛﾝｽﾞ　　・ﾌﾞﾗｯｸ系

　　・ｽﾃﾝｶﾗｰ

隅角部及び突当り部等の役物は笠木本体製造所の仕様による。

天井のふところが1.5ｍ以上3.0ｍ以下の場合の補強　　※標仕14.4.4(8)(ｱ)及び(ｲ)による　・図示

・0.5

　山高（　　　　　　）　山ピッチ（　　　　　　）　板厚※0.6　・0.8　・1.0

 8　手すり及びタラップ 種　類 材料の種別 表　面　処　理

手すり

タラップ

※ステンレスSUS304

・鋼製

※ステンレスSUS304

・鋼製 亜鉛めっき　内外部　※Ｃ種

※ＨＬ程度　・鏡面程度　　

※研磨無し

19

内

装

工

事

・化粧せっこうボード

軽量鉄骨下地ボード遮音壁の遮音シール材    　※適用する　　・適用しない

　　のボード張り

種　類 JISの記号 厚さ（mm）、規格等

・硬質木毛セメント板

・普通木毛セメント板

・ﾐﾃﾞｨｱﾑﾃﾞﾝｼﾃｨﾌｧｲﾊﾞｰﾎﾞｰﾄﾞ

・パーティクルボード

・けい酸カルシウム板

・ロックウール化粧吸音板

HW

NW

MDF

0.8FK

1.0FK

DR

・15　・20　・25

・15　・20　・25

タイプ２（無石綿）

※フラットタイプ（※9　・12　・　　　）

・凹凸タイプ（※12　・15　・　　）

　　　　　 　　化粧有（トラバーチン模様）

せっこうボードの目地工法等

　エッジの種類　　・テーパーエッジ　・ベベルエッジ　・スクェアエッジ

・せっこうボード

・不燃積層せっこうボード

・シージングせっこうボード

・強化せっこうボード

・メラミン樹脂化粧板

・難燃合板

・ 

・ 

　目地工法の種類　・継目処理工法　　・突付け工法　　・目透し工法

GB-R

GB-NC

GB-S

GB-F

GB-D

･9.5　･12.5(不燃)　・15.0(不燃)

･9.5(不燃) 　　化粧無（下地張り用） 

･9.5　　･12.5（（個）不燃）

※12.5（不燃）・15.0（不燃）

･9.5　　･12.5（不燃）　幅440mm程度、専用下地付

模様　※トラバーチン　　・木柾目　・木板目　

JIS K6903による　厚さ1.2

事

工

他

の

そ

び

及

ト

ッ

ニ

ユ

20

・天井仕上げ材がＤＲの範囲

※図示　目地タイプ ・　600×600

・　450×450下記以外全て　額縁タイプ

寸法（ｍｍ）適用箇所目地形状

 1　せっこうボードその他

 1　天井点検口

・耐雪型　　・一般型

・ビニル被覆エキスパンドフェンス　　・樹脂塗装メッシュフェンス　　・鋼管フェンス

・アルミフェンス

 2　フェンス

・　

※図示

・建設汚泥から再生した処理土

・Ａ種　　※Ｂ種　　・Ｃ種　　・Ｄ種・盛土

厚さ(mm)形　式種別

路床の材料

事

工

装

舗

22  1　路床

　　　　　・高炉セメントB種　　　・生石灰（　　　　　　　）　・消石灰（　　　　　　　　）

　種類　　・普通ポルトランドセメント　　・フライアッシュセメントB種

・　

※図示

・　

・川砂、海砂又は良質な山砂(75μmふるい通過量6%以下）・フィルター層

・　

※図示・再生クラッシャラン　　・クラッシャラン　　・切込砂利

・　

・凍上抑制層

　　透水計数　　　　・1.5x10^ -1  ㎝/sec以上　　　・　

　　引張り強さ　　　・98N/5㎝（10㎏f/5㎝）以上　　・　

　　厚さ（mm）　　　・0.5～1.0　　　・　

　　単位面積質量　　・60g/m2以上　　・　

　ジオテキスタイルの品質

・ジオテキスタイルによる安定処理　・行う　・行わない

　　　　　・固化材（・セメント系　　・石灰系　）

　添加量　　　　㎏/ｍ3 （目標CBR　※3以上　　・　　　　）

 2　路床試験 ・路床土の支持力比試験　　　※行う（※乱した土　・乱さない土）　・行わない

・路床締固め度の試験　　　　※行う　　　　　　　　　　　　　　　・行わない

・砂の粒度試験　　　　　　　※行う　　　　　　　　　　　　　　　・行わない

・六価クロム溶出試験　　　　・行う　　　　　　　　　　　　　　　・行わない

・現場ＣＢＲ試験　　　　　　・行う　　　　　　　　　　　　　　　・行わない

・安定処理土のＣＢＲ試験　　・行う　　　　　　　　　　　　　　　・行わない

 3　路盤

　　　・クラッシャラン鉄鋼スラグ

　　　・再生材（・クラッシャラン　　・粒度調整砕石）

材料　・砕石　（・クラッシャラン　　・粒度調整砕石）

　　　・粒度調整鉄鋼スラグ

　　　・水硬性粒度調整鉄鋼スラグ

路盤の締め固め度試験　※行う　　　・行わない

厚さ　※図示による

路床安定処理の適用　※なし　　・あり（※添加材による安定処理　　・　　　　　）

※無し　・有り

※無し　・有り

・歩道部

・車道部

・　

・石油樹脂系混合物

・アスファルト混合物

・常温系

※加熱系

車道部の基層部　位舗装の種類

コンクリート版厚さの試験　※行わない　　  ・行う　

・カラー舗装（表層及び基層の厚さは図示による）

　　　　注入目地材料　　　※低弾性タイプ　・高弾性タイプ　

　　　　早強セメント　　　※使用しない　　・使用する　

舗装の構成及び厚さ　　　　※図示　　　　　・　

アスファルト混合物の抽出試験　　※行わない　　 ・行う　

シールコート　　※行わない　　　・行う（施工範囲：　　　　　　　　　　）　

・粗粒度アスファルト混合物（20）

・細粒度ギャップアスファルト混合物（13F）

※密粒度アスファルト混合物（13F）

・細粒度アスファルト混合物（13）

※密粒度アスファルト混合物（13）

※一般地域　　・寒冷地域基層

・寒冷地域

※一般地域表層

種　類地　域区分

配合（加熱アスファルト混合物の種類）

　　　　骨材　　　　　　※道路用砕石　　　・アスファルトコンクリート再生骨材

材料　　アスファルト　　※再生アスファルト　　　・ストレートアスファルト

・アスファルト舗装（表層及び基層の厚さは図示による）

　　　　　樹脂系混合物、ニート工法及び塗布工法の配合等　・　　

配合　　　結合材に石油樹脂を使用する場合の顔料添加量　　・　　

常温系カラー舗装の着色部の下部　　・アスファルト舗装　　・コンクリート舗装

材料　　　加熱系混合物に添加する材料　　・着色骨材（　　　　）　　・自然石（　　　　）

材料　　コンクリート　　　※標仕表22.5.1による　　・　

 5　コンクリート舗装

 6　カラー舗装

 4　アスファルト舗装

アスファルト混合物等の抽出試験　　・行う　　　　・行わない

舗装の平坦性　　※著しい不陸がないもの

・ストレートアスファルト

・再生アスファルト

・　

・ﾎﾟﾘﾏｰ改質ｱｽﾌｧﾙﾄⅡ型

・加熱アスファルト混合物等（密粒アスファルト混合物)基層

表層

材　料種　類区分

・排水性アスファルト舗装（表層及び基層の厚さは図示による）

・透水性アスファルト舗装（表層及び基層の厚さは図示による） 7 　透水性及び排水性

 　　アスファルト舗装

・洗い出し

・研ぎ出し

・モルタル

※砂　　※60※300角

・透水平板（P）

※普通平板（Ｎ）

表面加工目地材厚さ（mm）寸法（mm）種　類

・コンクリート平板舗装

・透水性タイプ

・誘導、注意喚起用タイプ

※普通タイプ

種　類

・インターロッキングブロック舗装

・保水性タイプ

・30　ｸｯｼｮﾝ材　　　・砂　・空練りモルタル

仕上り面の平坦性　　※歩行に支障となる段差がないものとし、ｺﾝｸﾘｰﾄ平板間の段差は3mm以内

 8　ブロック系舗装

黄色とする

誘導、注意喚起用は

・表面化粧タイプ

※標準タイプ

表面加工及び色彩等横断面勾配

２％

1.5～２％

厚さ(mm)

80

60

・100

・植生タイプ

曲げ強度

5N/mm2以上

3N/mm2以上

※車道部　

※歩道部　

施工箇所

フィルター層

目地材　　※砂

砂・車路、駐車場

・歩行者用通路

川砂、海砂又は良質な山砂

（75μmふるい通過量6％以下）

100

種　類厚さ㎜部位区　分

・ジオテキスタイルの敷設位置

　　透水計数　　　　・1.5x10^ -1  ㎝/sec以上　　　・　

　　引張り強さ　　　・98N/5㎝（10㎏f/5㎝）以上　　・　

　　厚さ（mm）　　　・0.5～1.0　　　・　

　　単位面積質量　　・60g/m2以上　　・　

　ジオテキスタイルの品質

・ジオテキスタイルの敷設位置

　　※図示　　・敷砂層と路盤の間　　・フィルター層と路床の間

仕上り面の平坦性　　※歩行に支障となる段差がないものとし、ブロック間の段差は3mm以内

舗装の割付　　・ヘリンボンボンド　（・45°　　・90°）

ｸｯｼｮﾝ材 20

30

・アスファルト舗装

※コンクリート舗装※うろこ張り※80～100　・　※小舗石（花こう岩）　　

基　層施工方法厚さ（mm）種　類

・舗石舗装

粉体状

液状

厚さ　※1.0　 

※白

・黄　　　・　

幅　　※150　

溶融

加熱

常温

※３種１号

・２種

・１種JIS K5665

色彩寸法（mm）適用施工時の条件種類規格番号

路面表示用塗料

・Ａ種　　・Ｂ種　

低揮発性有機溶剤型の路面表示用水性塗料

 9　砂利敷き

10　区画線

区　分

基層

種類 備考

※砂　　・空練りモルタル

・コンクリート版

・再生粗粒度アスファルト混合物（20）

厚さ㎜

30

70

50

コンクリート版は、コンクリート舗装による。

加熱アスファルト混合物は、アスファルト舗装による。

仕上り面の平坦性　　※歩行に支障となる段差がないものとし、舗石間の段差は3mm以内

ｸｯｼｮﾝ材

目地材　※モルタル　・　

・たたき出し
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種別 施工箇所 新規防水工法の種別 脱気装置 改修用ﾄﾞﾚﾝ3  1　アスファルト防水

防 ・Ｐ１Ｂ ・Ｂ－１　　※Ｂ－２

保水 ・Ｐ１ＢＩ ・ＢＩ－１　※ＢＩ－２

護改 ・Ｐ２ＡＩ ・ＡＩ－１　※ＡＩ－２

防修 ・ＡＩ－３

水工 ・Ｐ２Ａ ・Ａ－１　　※Ａ－２

事 ・Ａ－３

・Ｍ４Ｃ ・Ｃ－１　　※Ｃ－２
露

・Ｃ－３　　・Ｃ－４
出

・Ｐ０Ｄ　　・Ｍ３Ｄ ・Ｄ－１　　※Ｄ－２ ・設ける ・設ける
防

・ＤＩ－１　※ＤＩ－２・ＰＯＤＩ　・Ｍ３ＤＩ ・設けない・設けない
水

・Ｍ４ＤＩ

・Ｐ１Ｅ　　・Ｐ２Ｅ ・Ｅ－１　　※Ｅ－２

B-1、B-2、BI-1、BI-2、D-1、D-2の場合の工程２の種別

　　※部分粘着層付ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ　　・砂付あなあきﾙｰﾌｨﾝｸﾞ

・Ｅ－１の工程３を行う部位（※貯水槽、浴槽等常時水に接する部分　　・　　　　　）

改質アスファルトシート露出防水　熱工法

改修工法の種類 施工箇所 新規防水工法の種別

・密着・複層（改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄ×2層）

・絶縁

・密着・複層（改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄ×1層）
・絶縁

既存露出防水層表面の仕上げ塗装の除去（Ｍ４Ｃ工法、Ｍ４ＤＩ工法）　※行う　　・行わない

　　改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ　　　　　　厚さ（mm）　※3.0以上　　・　

　　粘着層付改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ　　厚さ（mm）　※1.5以上　　・　

断熱材（屋根保護又は露出防水断熱工法）

　　種類　（　　　　　　　　　　）

　　厚さ(mm)　・25mm　　・　

立上り部の保護

 　・乾式保護材

　　　・窯業系パネル：無石綿の繊維質原料等を主原料として、板状に押出成形しｵｰﾄｸﾚｰﾌﾟ養生したもの。

　　　・金属複合板：金属板と樹脂を積層一体化したもの。

　 ・れんが押え：JIS R 1250（普通れんが及び化粧れんが）による。

仕上げ塗料塗り

　　種類　　　※ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ製造所の仕様による　　・　　　

　　使用量　　※ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ製造所の仕様による　　・　　　

脱気装置の種類及び設置数量　　

　　種類　　　　　　・　　　　　　　※アスファルトルーフィング類製造所の指定による　　

　　設置数量　　　　・　　　　　　　※アスファルトルーフィング類製造所の指定による

屋
内

防
水

Ａ-03

一級建築士　登録第353551号

　　　扇谷　幸代
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※2.5以上　

※3.0以上　

・ＡＳＩ－Ｔ１

※2.0以上　上層用

・Ｐ０ＡＳ

・Ｍ３ＡＳ

・Ｍ４ＡＳ

※1.5以上　

※1.5以上　

※3.0以上　

下層用

上層用

下層用

下層用

上層用

・ＡＳ－Ｔ４

・ＡＳ－Ｔ２

※3.0以上　

※4.0以上　

※4.0以上　

・ＡＳ－Ｔ１

・ＡＳ－Ｔ３

シートの厚さ（mm）

・設ける

・設けない

脱気装置 改修用ﾄﾞﾚﾝ

・設ける

・設けない

種別 施工箇所

・ＡＳ－Ｊ２

・ＡＳ－Ｊ１

・Ｍ４ＡＳＩ

・Ｍ３ＡＳＩ

・Ｐ０ＡＳＩ

・設ける

・設けない

・ＡＳ－Ｊ３ ※3.0以上　

・設ける

・設けない

・設ける

・設けない

防湿層

新規防水層の種別

仕上塗料の種類、使用量

　　・　　　　　　　　　　　　※改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄ製造所の仕様による

既存露出防水層表面の仕上げ塗装の除去（Ｍ４ＡＳ工法及びＭ４ＡＳＩ工法）・行う　・行わない

断熱工法の断熱材の種類、厚さ

　　種類　（　　　　　　　　　　）

　　厚さ(mm)　・25mm　　・　

※2.0以上　

※1.5以上　

※3.0以上　

※1.5以上　

下層用

上層用

下層用

上層用

・ＡＳＩ－Ｊ１

　　設置数量　　　　・　　個/㎡　　 ※改質アスファルトシート製造所の指定による

　　種類　　　　　　・　　　　　　　※改質アスファルトシート製造所の指定による　　

脱気装置の種類及び設置数量

ASI-T1及びASI-J1の場合の防湿用シート　（・設置する　　・設置しない）

 2　改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄ防水

・Ｓ－Ｆ２（※2.0　・　　）

・Ｓ－Ｆ１（※1.2　・　　）

・Ｓ－Ｆ２（※2.0　・　　）

・Ｓ－Ｍ２（※1.5　・　　）

・Ｓ－Ｍ１（※1.5　・　　）

・Ｓ－Ｍ１（※1.5　・　　）

・Ｓ－Ｍ２（※1.5　・　　）

・Ｓ－Ｆ１（※1.2　・　　）

新規防水層の種別

厚さ（mm）

・設ける

・設けない

・Ｐ０Ｓ

・Ｓ４Ｓ

・Ｓ３Ｓ

・Ｍ４Ｓ

・設ける

・設けない

・設ける

・設けない

・設ける

・設けない

・設ける

・設けない

・設ける

・設けない

・Ｐ０ＳＩ

・Ｓ４ＳＩ

・Ｓ３ＳＩ

・Ｍ４ＳＩ

脱気装置 改修用ﾄﾞﾚﾝ
種別 施工箇所

※7㎜以下・Ｓ－Ｃ1

塗り厚さ

種別 施工箇所

保護層

平場のモルタル塗り 立上り部の保護

・下地モルタル塗り・床塗り工法 モルタル塗り厚さ

屋内防水

※標仕15.3.5 ※標仕15.2.5

(2)(ｲ)及び(ｳ)に 1(4)(ｱ)に準ずる

準ずる

SI-M1及びSI-M2の場合の防湿用フィルム　（・設置する　　・設置しない）

屋内防水で平場を保護コンクリート仕上げとする場合の厚さ　・　

固定金具の材質及び寸法形状

　　※厚さ0.4㎜以上の防錆処理した鋼板、ステンレス鋼板及びそれらの片面又は両面に樹脂を積層

　　　加工した鋼板

脱気装置の種類及び設置数量

　　種類　　　　・　　　　　　 ※ルーフィングシート製造所の指定による

　　設置数量　　・　　個/㎡　　※ルーフィングシート製造所の指定による

・ＳＩ－Ｍ１（※1.5　・　　）

・ＳＩ－Ｆ２（※1.5　・　　）

・ＳＩ－Ｍ２（※1.5　・　　）

・ＳＩ－Ｆ１（※1.2　・　　）

 3　合成高分子系

　　ルーフィングシート

　　防水

仕上塗料塗り（Ｓ－Ｆ１，ＳＩ－Ｆ１，Ｓ－Ｍ１，ＳＩ－Ｍ１の場合）

　　・シルバー　　・カラー　　　　使用量　　※ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ製造所の仕様による　　・　　　　

新規防水層の使用分類　　　※非歩行　　・軽歩行

機械式固定工法の場合の一般部のルーフィングシートの張付け

建築基準法に基づき定まる風圧力の（・1　・1.15　・1.3）倍の風圧力に対応した工法

断熱材の材料、厚さ

　　・接着工法　　※改修標仕3.5.2(3)(ｴ)(b)による

　　　　　　　　　・　　

　　　　　　　　　(厚さ)　・25mm　　　・　　　　

　　・機械的固定工法　　※改修標仕3.5.2(3)(ｴ)(a)による

　　　　　　　　　　　　・　

　　　　　　　　　　　　(厚さ)　・25mm　　　・　　　　

既存下地がＰＣコンクリート部材下地及びＡＬＣパネル下地で種別S-C1の場合の処理

　　目地処理（※接着工法　　・　　　　　　　）　　※図示

PC部材の入隅部の増張り（種別S-F1、SI-F1の場合）　・行う（幅　　mm程度）　・行わない

・製造所の仕様

防水改修工法の種類

・Ｐ０Ｘ

仕上げ塗料塗り

・Ｌ４Ｘ

・Ｐ１Ｙ 保護層

・有　・無・Ｐ２Ｙ
※Ｙ－２

※Ｘ－１　　・Ｘ－２

・Ｘ－１　　※Ｘ－２

　による

施工箇所 新規防水層の種別

・Ｘ－１Ｈ　・Ｘ－２Ｈ

・Ｘ－１Ｈ　・Ｘ－２Ｈ

 4　塗膜防水

改修用ドレン（Ｐ０Ｘ工法の場合）　　　　　　・設ける　　・設けない

既存塗膜防水層表面仕上げ塗装の除去（Ｌ４Ｘ工法の場合）　・行う　　・行わない

脱気装置の種類及び設置数量　

　　種類　　　　・　　　　　　 ※主材料製造所の指定による

　　設置数量　　・　　個/㎡　　※主材料製造所の指定による

・ブリッジ工法

・拡幅ｼｰﾘﾝｸﾞ再充填工法

・ｼｰﾘﾝｸﾞ再充填工法

施行箇所改修工法の種類

施工箇所 シーリング材の種類（記号）

ﾎﾞﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶｰ張り及びｴｯｼﾞﾝｸﾞ材張り（ﾌﾞﾘｯｼﾞ工法の場合）　　・適用する

シーリング材の種類及び施工箇所

　　※下表以外は、改修標仕　表3.7.1を標準とする

 5　シーリング

接着性試験

　　※簡易接着性試験　・引張接着性試験（対象施工部位　　　　　　　）

撤去既存シーリングの処理

　　事前調査等

　　　現場においてサンプルを採集し、専門分析機関で分析を行う。

　　　　　採取個所　　※外壁目地　　・建具周囲目地　　・図示

　　　　　採取個所数　・部材が異なる毎に１箇所　　　　・図示

　　　分析によりＰＣＢの含有が確認された場合は施工調査等を行い、適切に処理を行う。

　　施工調査等

　　　調査範囲　※今回改修工事範囲全て　　　・図示

　　　調査内容　　シーリング使用部位及び長さの確認

　　　　　　　　　施工範囲と工事管理区分の確認

　　　　　　　　　仮設計画

　　　　　　　　　廃棄物等の搬出方法

といその他の材種

　　・配管用鋼管　※硬質着色塩化ビニル管　（・VP　　・RF-VP　　）

ルーフドレンのその他の材種

とい受金物及び足金物　※改修標仕　表3.8.2による　　・　

種別 材種

・ろく屋根用（・ 縦型　・ 横型） 

・バルコニー用 

・バルコニー中継用 

 6　とい

・ｼｰﾘﾝｸﾞ充填工法

既存アルミサッシ周囲、既存サイディング周囲

パネル周囲、アルミパネル周囲、サイディング周囲　以上新設部

適用箇所改修工法

・かぶせ工法

・撤去工法 ※建具表による

※建具表による

5

建

具

改

修

工

事

 1　改修工法

品質　JIS A 5759による。

・ 衝撃破壊対応ガラス

　 飛散防止フィルム

　 飛散防止フィルム

・ 層間変位破壊対応ガラス

※ GI-1（内張り）

・ GI-2（外張り）

・ GD-1（内張り）

・ GD-2（外張り）

・ あり

・ なし

・A　　・B　　・C

・D　　・E

種類 記号 日射調整 その他性能等

・A　　・B　　・C・ 日射調整フィルム

・ 

※ SC-1（内張り）

・ SC-2（外張り） ・D　　・E

 2　ガラス用フィルム

Ａ-04

一級建築士　登録第353551号

　　　扇谷　幸代
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N

道
路

境
界

線

1/ 30 0　 （ A3： 1/ 60 0）

資材等の保管場所を示す

株 式会 社 中川 建築設計事務所
設計番号

図面番号図面名称

工事名 担　当照　査設　計　者年月日

縮尺
本社　住所　 〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　 ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　 一級建築士 登録第２５５９５０号　中川 　潔

北部中学校体育館空調設備設置工事

A1:1/300
A3:1/600

26003

体育館
ＳＲＣ-３Ｆ
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1
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道

路
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普通教室棟（Ｂ棟）

普通教室棟（Ｃ棟） （耐火建築物）

（耐火建築物）

一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代

2026.08.17

Ａ-05附近見取図　配置図　仮設計画図

AS舗装

グランド土
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5

1,
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0

仮設間仕切り

生徒出入口

生徒外部入口

本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当
株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事

A1：1/100
A3：1/200

設計番号

図面番号

26003

⇒

⇒

部室

屋外機基礎

バルク基礎

既存ＡＳ舗装撤去、復旧

⇒

⇒

⇒

⇒

屋外機基礎

一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代

2026.08.17

体育館１階平面図　仮設計画図 Ａ-06

Ａ型バリケード

生徒外部入口

作業員入口

作業員入口

N

仮
設

間
仕

切
り

Ａ型バリケード Ａ型バリケード

仮設間仕切り



はＲＣ壁を示す

はＣＢ壁を示す
ｔ120

は木製壁を示す
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空調機取付け（空調設備工事）

体育館

空調機取付け（空調設備工事）

ステージ
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本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当
株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17

一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代A1：1/100
A3：1/200

設計番号

図面番号

26003

Ａ-07

資材搬入口

N ⇒

体育館２階平面図　仮設計画図

W-1,200　3ｽﾊﾟﾝ　3段

W-1,200　3ｽﾊﾟﾝ　3段

W-1,200　3ｽﾊﾟﾝ　3段

W-
1,
20

0　
3ｽ

ﾊﾟ
ﾝ　

3段
W-
1,

20
0　

3ｽ
ﾊﾟ

ﾝ　
3段

・ギャラリー昇降用足場（枠組み足場Ｗ９００）必要

※　図示した外部足場の他に　室内側に　・空調機取付用足場（簡易移動足場）　２箇所　及び　ギャラリ下部に床養生（合板+テープ）必要

W-1,200　3ｽﾊﾟﾝ　3段
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0

ブドウ棚

5,400

吹抜け

は木製壁を示す

１Ａ
ＡＷ

ＡＷ
１Ｂ

本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当
株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17

一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代A1：1/100
A3：1/200

設計番号

図面番号

26003

符号・室名・個数

見込（建具、枠）

ガ　　ラ　　ス

金　　　　物

備　　　　考

形　　　　式

材質・仕上

姿　　　　図

内観図

1,590 1,590

70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70

1,730 1,730 1,730 1,730 1,730 1,730 1,730 1,730 1,730 1,730 1,730 1,730 1,730 1,730 1,730 1,730

引違い窓

1,730

75
0

90
0

9
00

10
0

体育室（ギャラリー）
ＡＷ
１Ｂ は姿図左右対称 各　１ヶ所

▽　ギャラリー　床

ＡＷ
１Ａ

ＡＷ
１Ａ

既存ガラスに日射調整フィルム貼り：　３Ｍジャパン　Ｎａｎｏ70Ｓ（内貼り）同等

体育館ギャラリー階平面図 Ａ-08

N

※　室内養生として　・ギャラリー床養生、窓台養生（合板+テープ）必要

1,590

70



５９ ８ ７ ６ ４ ３ ２ １

東側立面図

西側立面図

本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当
株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17

一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代A1：1/100
A3：1/200

設計番号

図面番号

26003

・サッシ斜線はギャラリー既存サッシに日射調整フィルム貼り

Ｃ棟 連絡廊下
Ｂ棟

９８７６５４３２１

・サッシ斜線はギャラリー既存サッシに日射調整フィルム貼り

体育館立面図１ Ａ-09



Ｃ棟

本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当
株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17

一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代A1：1/100
A3：1/200

設計番号

図面番号

26003

南側立面図

北側立面図

Ｆ Ｄ Ｃ Ｂ ＡＥ

ＦＡ ＥＢ ＤＣ

体育館立面図２ Ａ-10



本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当
株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17

一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代

設計番号

図面番号

26003

体育館矩計図１ A1：1/50
A3：1/100 Ａ-11
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・ギャラリー既存サッシに日射調整フィルム貼り



本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当 設計番号

図面番号

株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 260032026.08.17
一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代A1：1/100
A3：1/200

校舎棟天井伏図（Ｃ棟１階、Ｂ棟２階）

普通教室棟（Ｃ棟）１階天井伏図

普通教室棟（Ｂ棟）２階天井伏図
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普通教室Ｃ棟 体育館

記号

既設天井点検口　450×450

　　　　 既存天井仕上２：化粧石膏ボードｔ=9.5　LGS下地

〈備考〉 既存天井仕上１：有孔プラスターボードｔ=9.0　ＶＰ塗　木軸下地

※既存天井仕上材はアスベスト含有とみなすこと。

記号

既設天井点検口　450×450

　　　　 既存天井仕上２：化粧石膏ボードｔ=9.5　LGS下地

〈備考〉 既存天井仕上１：有孔プラスターボードｔ=9.0　ＶＰ塗　木軸下地

※既存天井仕上材はアスベスト含有とみなすこと。

仕様等

仕様等

新設天井点検口　アルミ製　450×450　　化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞｔ=9.5貼　　　２階：４ヶ所

新設天井点検口　アルミ製　450×450　　化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞｔ=9.5貼　　　１階：３ヶ所

既存天井仕上２

既存天井仕上２既存天井仕上１

既存天井仕上１

Ａ-12



北部中学校体育館空調設備設置工事

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当 設計番号

図面番号

株式会社 中川建築設計事務所
本社　住所　　〒933－0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　TEL　0766-21-1060　　FAX　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

2026.08.17

A1：1/30、20
A3：1/60、40

一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代

26003

A-13

５
０

メッシュフェンス
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既設ＡＳ舗装

周囲コンクリート詰め

既設ＡＳ舗装

再生砕石ｔ１２０

※既設ＡＳ舗装撤去
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バルク貯槽
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片開き扉　Ｗ９００　南京錠付

１００

周囲コンクリート詰め

バルク基礎詳細図 １／３０

１／３０屋外機基礎詳細図　　　　２箇所

40
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,
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0
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０

機械基礎図



５９ ８ ７ ６ ４ ３ ２ １

東側立面図

西側立面図

本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当
株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17

一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代A1：1/100
A3：1/200

設計番号

図面番号

26003

Ｃ棟 連絡廊下
Ｂ棟

９８７６５４３２１

仮設計画立面図１ Ａ-14



Ｃ棟

本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当
株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17

一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代A1：1/100
A3：1/200

設計番号

図面番号

26003

南側立面図

北側立面図

Ｆ Ｄ Ｃ Ｂ ＡＥ

ＦＡ ＥＢ ＤＣ

仮設計画立面図２

工事中　生徒外部入口

工事中　作業員入口

Ａ-15



　１　受注者が建設キャリアアップシステム（以下「ＣＣＵＳ」という。）を活用する場合、ＣＣＵＳ活用 　17 コンクリート工事27　建設キャリアアップシステム　　受注者は、工事施工において、施工条件等への対応や自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目、　18 工事特性・創意工夫Ⅰ．工 事 概 要
　　の活用 　　に必要な現場経費の一部を設計計上する。　　　　　　　 ・社会性等の実施  　(1) 普通コンクリート　または地域社会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工事完成までに「富山県請負工事

　２　設計計上にあたっては、『「建設キャリアアップシステムを活用する工事における現場経費の設計計　成績評定要領」第4第7項に定める様式により提出することができる。１　工 事 場 所

　　上について」のお知らせ』によるものとする。このお知らせは、富山県土木部建設技術企画課のホーム　　受注者は、本工事を施工するに当たり、暴力団関係者から不当な介入を受けた場合は、断固としてこれ　19 暴力団関係者から不当な２　建 物 概 要 

延 面 積 消防法施行令 　　ページから入手できる。　を拒否し、不当な介入があった時点で速やかにその旨を監督職員に報告するとともに、警察に届け出なけ　　　　 介入を受けた場合の措置
耐震安全性の分類 備　考建　物　名　称 構　造 階　数

　　（https://www.pref.toyama.jp/1510/kendodukuri/toshikeikaku/kenchiku/kj00040412.html）（㎡） 別 表 第 一 　ればならない。また、下請業者に対しては、暴力団関係者から不当な介入を受けた場合には、速やかにそ

※ 本工事において、建設業法第26条第３項ただし書きの適用を受ける監理技術者（以下、「特例監理技術　の旨を報告するよう指導し、下請業者から報告を受けた受注者は、速やかにその旨を監督職員に報告する  28　特例監理技術者及び監理技術

 　(2) 鉄　　　筋 　　者補佐の配置　とともに、警察に届け出なければならない。 　者」という。）の配置を行う場合は、以下の(1)から(9)の要件を全て満たさなければならない。

　20 低入札となった場合における  １ 工事に係る入札の結果、調査基準価格に満たない価格をもって入札をした者が受注者となった場合にお 　(1)　建設業法第26条第３項ただし書きによる監理技術者の職務を補佐する者（以下、「監理技術者補佐」

　　ける技術者の配置については、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めることによる。　　　　　　　　 技術者の増員等 　　 という。）を専任で配置すること。Ⅱ．工 事 仕 様
　(2)　監理技術者補佐は、１級建築施工管理技士補及び１級建築施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務　　(1) 建設業法の規定により技術者の専任配置が義務付けられる工事の場合

　　 経験により監理技術者の資格を有する者であること。なお、監理技術者補佐の建設業法第27条の規定に１  共　通　仕　様 　　　　　専任配置が義務付けられている技術者とは別に、同法の規定により監理技術者の配置が義務付け

　　 に基づく技術検定種目は、特例監理技術者に求める技術検定種目と同じであること。　　　　られる工事にあっては監理技術者の資格を有する者を、それ以外の工事にあっては主任技術者にな・電気設備工事

　　　　り得る資格を有する者を１人、専任にて配置するものとする。この場合において、これらの工事に 　(3)　監理技術者補佐は、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。(1)　図面及び特記仕様に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部の「公共建築工事標準仕様書(電気設備工事

　　　　配置する技術者は、受注者と３ヶ月以上の雇用関係がある者に限る。 　(4)　同一の特例監理技術者を配置できる工事は、同時に２件までとする。ただし、同一あるいは別々の発

　　(2) 建設業法の規定による技術者の専任配置が義務づけられていない工事の場合 　 　者が、同一の建設業者と締結する契約工期の重複する複数の請負契約に係る工事であって、かつ、それ

(2)　建築工事及び機械設備工事を本工事に含む場合は、それぞれの仕様書を適用する。 　　　　　同法の規定により配置が義務付けられている技術者を、専任にて配置するものとする。 　 　ぞれの工事の対象となる工作物等に一体性が認められるもの（当初の請負契約以外の請負契約が随意契

 ２ １の(1)により別に配置される技術者は、監理技術者等を補助し、監理技術者等と同様の職務を行うも・機械設備工事 　 　約により締結される場合に限る。）については、これら複数の工事を一つの工事とみなす。

(3)　図面及び特記仕様に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部の「公共建築工事標準仕様書(機械設備工事 　(5)　兼務する工事が特例監理技術者としての職務を適正に遂行できる範囲内にあること。なお、範囲につ　　のとする。

　　 いては、工事現場が同一の土木センター、事務所管内にあること。 ３ 工事の品質を確保するため、特記仕様書に示される施工に関する試験基準を２倍の頻度をもって実施し、

　(6)　特例監理技術者が兼務できる工事は、24時間体制での応急処理工や緊急巡回等が必要な工事以外の工　　品質管理を行うものとする。

　　 事でなければならない。(4)　建築工事及び電気設備工事を本工事に含む場合は、それぞれの仕様書を適用する。 　21 間接工事費等の調整について 　　本工事は、富山県が先行発注した下の工事（以下、「現工事」という。）と当該追加工事の設計金額の

　(7)　特例監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工程の立会等の職務を2.  特　記　仕　様 　合計額より定まる率によって算定した諸経費から、現工事にかかる諸経費等を控除した額で調整した金額

(1)　章及び項目は番号に○印の付いたものを適用する。 　 　適正に遂行しなければならない。　とする。

(2)　特記事項において選択する事項は、○印の付いたものを適用する。・印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。 　(8)　特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。　　　工事番号：　　　　 　工事名:

　(9)　監理技術者補佐が担う業務について、明らかにすること。
章 項　　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

※　本工事の監理技術者が特例監理技術者として兼務することとなる場合、上記(1)から(9)の事項について、 １ 受注者は、実際の施工に際しては、事前に提出し適正とされた技術資料（技術提案書又は簡易な施工計　22 総合評価方式
 
・
 
一
 
般
 
共
 
通
 
事
 
項
 
１

  一般共通事項の適用  ・ 本仕様書の一般共通事項１を適用する。 　確認できる書類を提出すること。　　画）の内容を履行すること。

 ・ 建築特記仕様書の一般共通事項１を適用する。 ※　本工事において、特例監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合又は配置を要さなくなった場合 ２ 受注者は、事前に提出した総合評価方式に係る技術資料に記載した配置予定技術者を配置しなければな

　は、適切にコリンズ(CORINS)への登録を行うこと。　　らない。

　１ 工事実績情報の登録 　・ 適用する。 　標準仕様書によるほか次による。 ３ なお、上記１、２を履行できない場合及び、受注者が事前に提出した総合評価方式に係る技術資料に記 　29 提 出 図 書 等

６　２ 下請関係の適正化 　本工事を下請けに付す場合は、「建設工事の下請関係の適正化に関する留意事項」を遵守すること。  　(1) 設計図の製本 　着工時　・ 原図版　　部　　・ 縮小版　　部１　　載した内容に虚偽の報告があった場合においては、富山県公共工事総合評価方式施行要領に基づき工事

　※受注者は、請負代金内訳書を作成し、工事請負締結後7日以内に発注者に提出すること。 備考　３ 請負代金内訳書の提出 構成提出規格 拡張子 　(2) 工事写真 写 真 種 別 撮影個所数　　成績の減点（標準型においては、工事成績の減点及び違約金の徴収）をすることがある。

　４ 個人情報の取扱いについて ※着工前と完成写真を対比したもの　「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-48個人情報取扱特記事項による。 L版程度 デジタルカメラは、130万～着工前写真 適正数 ・ 本工事は「登録基幹技能者の配置」を活用した試行工事であり、受注者は、下記工種において登録基幹
P D F

　　技能者を配置する場合は、あらかじめ施工計画書により、登録者情報や配置予定期間、作業内容等を発　５ 環境への配慮  １ 使用する機材等に「富山県グリーン購入調達方針」で定めるものがある場合には、それに適合するもの 完 成 写 真 適正数 (3枚/頁) 300万画素にて撮影・完成写真のみ（新築の場合）

 　 とする。 JPEG適正数施工中写真　　注者に報告することとし、配置予定期間及び完成検査時において、発注者による履行の確認を行うこと

　　とする。なお、履行が確認できない場合、富山県公共工事総合評価方式試行要領に基づき工事成績の減 　主要な機材については、発注前に納入仕様書等を提出し、監督職員の確認を受ける。 　(3) 機材の仕様 ２ 建物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、次の(1)から

　監督職員の指示する書類。 　(4) その他　　点をすることがある。　　(4)を満たすものとする。

 　(5) 完成時の図書　　　(1) 合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、MDF、パーティクルボード、そ １　　　対象工種　　　・○○工　・□□工　　　・△△工　 ２

　　　　　の他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗剤は、 ・　この工事は「下請負契約における県内企業の活用」を評価の対象とした試行工事である。施工時及び完

　　　　　アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、「ホルムアルデヒ 　　成検査時において、発注者による履行の確認を行うこととする。なお、受注者の責に帰すべき理由によ

　　り、入札時の申請に反して、施工時に県内企業の活用ができなかった場合には、工事成績評定点を３点　　　　　ドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。 　30 電　子　納　品

　　　・ 工事写真　　・ 施工計画書　　・ 完成図(CADデータ)　　・ 参考図(ラスターデータ)　　　(2) 接着剤及び塗料はトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。 　19 運転操作説明板　　減点する。

 23　快適な仮設トイレの　　　(3) 接着剤は、可塑性(フタル酸ジ-n-ブチル及びフタル酸ジ-2-エチルヘキシル等を含有しない難揮発 　　本工事は、建設現場をより働きやすい環境に改善するため、受注者が希望すれば、快適に使用できる

　20 総　合　調　整 　　設置工事 　仮設トイレ（洋式トイレ・快適トイレ）を設置することができる工事である。 　31 建設現場の遠隔臨場に関する 　　本工事は、受発注者の移動時間の削減のため、「建設現場の遠隔臨場に関する施行要領（令和６年４月　　　　　性可塑剤を除く)が添加されていない材料を使用する。

　　　(4) (1)の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルムアルデヒド、アセ 　富山県土木部）」の内容に従い、実施することができる。　　 試行工事　快適な仮設トイレの設置工事の実施にあたっては、「快適な仮設トイレの設置工事」についての

　お知らせによるものとする。このお知らせは、下記富山県のホームページから入手できる。　　　　　トアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。
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　・ 国土交通大臣官房官庁営繕部「営繕工事写真撮影要領による工事写真撮影ガイドブック １ 本工事に使用する材料・機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質及び性能を 　（https://www.pref.toyama.jp/1510/sangyou/nyuusatsu/koukyoukouji/kj00017588.html）　６ 材料・機材の品質等

　　週休２日工事の実施にあたっては、「週休２日工事（営繕工事）試行要領」（令和６年５月　富山県土　　有するものとする。 24　週休2日工事 　　 電気設備工事編　令和5年版」

 　木部）に基づくものとする。この試行要領は、富山県土木部営繕課のホームページから入手できる。 ２ 下記に示す材料・機材等の製造業者等は次の(1)から(6)すべての事項を満たすものとし、この証明とな 　・ 国土交通大臣官房官庁営繕部「営繕工事写真撮影要領による工事写真撮影ガイドブック

　　 機械設備工事編　令和5年版」　　る資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面を提出して監督職員の承諾 　　(https://www.pref.toyama.jp/1508/kendodukuri/toshikeikaku/kenchiku/kj00021742.html)

　　を受ける。ただし、製造業者等名が記載されているものは、証明となる資料等の提出を省略することが 　・ 富山県電子納品運用ガイドライン(案)〔建築工事編〕（令和５年４月）　※週休２日工事【発注者指定型】

　　できる。 　施工時間、工程、安全対策、工事用道路、仮設設備等は監督職員と協議する。　　本工事は、発注者が月単位の週休２日の実施を受注の条件とするものである。

　　　(1) 品質及び性能に関する試験データを整備していること。 　・ 配管技能士（ ・ １級　・ ２級 ）　　　 ・ 熱絶縁施工技能士（ ・ １級　・ ２級 ）　・週休２日工事【受注者希望型】

　　　(2) 生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。 　21 容量等の表示　・ 建築板金技能士（ ・ １級　・ ２級 ） 　・ 冷凍空気調和機器施工技能士（ ・ １級　・ ２級 ）　  本工事は、受注者が工事着手日前に、発注者に対して、工事打合せ簿にて月単位の週休２日に取り組

　　　(3) 安定的な供給が可能であること。 　　一般用電気工作物及び自家用電気工作物においては、法令で定める電気工事士とする。なお、需要設備　　む旨を協議したうえで取り組むものである。

　　　(4) 法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。 　500kW以上の自家用電気工作物においても、第一種電気工事士により施工を行うものとする。　・週休２日工事ではない 　22 保　　　　　温

　５ 仮　　設　　備 　仮設備期間（ ・ 図示　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　 ）　  ただし、受注者から希望があり、発注者と協議が整った場合は、週休２日工事【受注者希望型】と同様　　　(5) 製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

　仮設備項目（ ・ 受変電設備　　・ 発電設備　　・　　　　　　　　）　　の取扱いができる。　　　(6) 販売、保守等の営業体制を整えていること。

 25　余裕期間制度 　６ 認定リサイクル製品の使用 　・ 下記の品目については、「公共工事における富山県認定リサイクル製品利用方針」において優先利用グ　　対象機材等　（ ・ 　　　　　　　　　・ 　　　　　　　　　・ 　　　　　　　　　） 　・フレックス方式対象工事

　１　本工事は、円滑な工事施工体制の確保を図るため、全体工期の範囲内で受注者が工事の始期及び終期 ３ 使用する機材が、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「建築材料・設備機材等品質性能評価事業設備  　 ループに区分されている製品を使用する。

工　種 品　目 規　格　　機材等評価名簿」による場合は、標準仕様書第1編1.4.2の品質及び性能を有することを証明できる資料 　　を設定することができる工事であり、富山県土木部所管建設工事に係る余裕期間制度（ﾌﾚｯｸｽ方式）試行

　　要領に基づき実施するものとする。　　の提出を省略することができる。 　23 弁類の保護カバー

　７ 地場産品の優先使用等 　２　工事の始期は、契約締結日の翌日から〇年〇月〇日まで、工事の終期は、〇年〇月〇日まで １ 地場産品の優先使用 　　 　※ただし、その製品の入手が困難な場合は、監督職員と協議し、通常製品(新材で製造された製品)

　　　　受注者は、工事に使用する資材等について、品質が水準以上であり、かつ価格が適正である場合に 　　　 　へ変更できるものとする。　　とする。

　・ 「公共工事における富山県認定リサイクル製品利用方針」に基づき、パイロット工事として下記の製品 24 塗装及び防錆工事　　　は県内地場産品（建設資材又は製品等で、県内で最終製造工程が施されたもの又は県内に本社・本店 　３　受注者は、工事の始期後14日以内に施工計画書を発注者に提出するものとする。

　　　を置く取扱業者から調達したものをいう）を優先使用するものとする。  　 を使用する。　４　受注者は、受注時のｺﾘﾝｽﾞ(CORINS)への登録については、工事の始期後10日（休日を除く。）以内に

工　種 品　目 規　格 製品名 ２ 県内企業の優先選定等 　　登録するものとする。

　　　　受注者は、工事に係る下請契約又は資材等納入契約を締結する場合には、当該契約の相手方は富山 　５　受注者は、工事の始期後に速やかに、退職金制度届出書を発注者に提出するものとする。

　７ 建築工事との取合　　　県内に本社・本店を置くものの中から選定するよう努めなければならない。 　工事区分表によるほか、次による。　６　余裕期間内に行う資機材の準備及び、技能労働者の手配などの準備等に必要な現地への立入り（工事

　発生材は構外搬出処分とし、その費用も含め受注者自らの責任において適正に処理するものとする。  　(1) 開口部補強筋 　補強を要する鉄筋コンクリート駆体(梁、壁、床)の貫通スリーブ補強筋は (・別途  ・本工事)とする。　　着手以外の行為とする）については、発注者に了解を得るとともに関係法令等に基づく必要な手続きを

　※舗装切断作業に伴い、切断機械から発生する排水については、排水吸引機能を有する切断機械等により　８ 発生材の処理等 　壁、床貫通の仮枠(盤類、ダクト、吹出口、大便器、換気扇等)の補強筋は (・別途　・本工事)とする。　　行うものとする。

 　(2) 機器の基礎　　回収し、適正に処理する。 　７　その他この特記仕様書に記載のないことについては、富山県土木部所管建設工事に係る余裕期間制度 　屋上基礎（・別途　・本工事）　屋内基礎（・別途　・本工事）　屋外基礎（・別途　・本工事） 　25 は　　つ　　り

　８ 足場、さん橋類 　・ 関連工事の関係受注者が定置したものは、無償で使用できる。　・ 建設リサイクル法対象工事（ 契約額１億円以上(税込) ） 　　（ﾌﾚｯｸｽ方式）試行要領によるものとする。

　26 ス　リ　ー　ブ　・ 本工事で設置とする。（改修標準仕様書第1編2.2.1によるほか下記による。）　・ 再資源利用計画書等の作成及び提出 　・発注者指定方式対象工事

　27 試　　　　　験　　　・ 内部足場（脚立、足場板等）　・ 外部足場（・枠組足場　・くさび緊結式足場　・単管本足場）　※ 運搬、処分委託契約書及び許可証の提示 　１　本工事は、出水期や厳冬期などにより工事期間や工事の始期が限定されるという施工条件のもとで、

　　　※足場の設置においては、「手すり先行工法による足場の組立等に関する基準」における2の(1)手す　※ マニフェスト管理一覧表の提示 　　円滑な工事施工体制の確保し、発注業務の計画的な履行と平準化を図るため、全体工期内で発注者が余

　28 電　気　工　事　　　　り据置き方式又は(2)手すり先行専用足場方式により行うものとする。　９ 電気保安技術者 　電気保安技術者を工事現場に　・ おく　・ おかない 　　裕期間と実工期を指定する富山県土木部所管建設工事に係る余裕期間制度（発注者指定方式）試行要領

　９ 建築物又は工作物の　10 監督職員事務所 　　に基づき実施するものとする。 　　石綿等が使用されている場合、石綿障害予防規則に基づき、作業を行うこと。また、解体等の作業にお　・ 設けない　　・ 設ける

　29 吊り及び支持金物　　　　　　　解体等の作業 　ける保護具の装着・湿潤を保つ費用、石綿の使用の有無を分析によって調査した場合に要する費用等及び　２　工事の始期は、〇年〇月〇日とする。　11 工事用電力・水その他 　本工事に必要な工事用電力、水、燃料及び諸手続き等の費用は受注者の負担とする。

　それらに費やす工期については、監督職員と協議を行うこと。　３　受注者は、工事の始期後14日以内に施工計画書を発注者に提出するものとする。　12 工事用仮設物 　構内につくることが　　・ できる　　・ できない
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　13 施　工　機　械 　　「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-33環境対策に記載の排出ガス対策型建設機械及び低騒音型・低振 　10 土　　工　　事　４　受注者は、受注時のｺﾘﾝｽﾞ(CORINS)への登録については、工事の始期後10日（休日を除く。）以内に 　１ 撤　去　内　容

　動型建設機械を使用するものとする。  　(1) 残土処理　　登録するものとする。 　・ 構内敷きならし　　・ 構内の指定場所に堆積 　２ アスベスト含有調査等

　・ 構外搬出適切処理（受入れ場所：公共残土置き場　　　　　　）　14 現場代理人の工事現場に 　　次のいずれかに該当し、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合には、工事現場における 　５　受注者は、工事の始期後に速やかに、退職金制度届出書を発注者に提出するものとする。

　　　 ※構外搬出の場合は関係法令に従い適切に処理するとともに、建設発生土情報交換システム及び公　　 おける常駐を要しない期間 　常駐を要しない期間として取り扱う。 　６　余裕期間内に行う資機材の準備及び、技能労働者の手配などの準備等に必要な現地への立入り（工事

　　(1)契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間 　　着手以外の行為とする）については、発注者に了解を得るとともに関係法令等に基づく必要な手続きを 　　　　 共工事土量調査システムを活用し、建設発生土の需給調整に努めること。

　・ 根切り土の中の良質土　　・ 山砂　　(2)工事の全部の施工を一時中止している期間  　(2) 埋め戻し及び盛土　　行うものとする。

　　(3)上記に掲げる期間のほか、工事現場において作業等が行われていない期間  　(3) 地業工事　７　低入札価格調査等により、発注者が指定する工事の始期以降に契約を締結することとなった場合には、 　砂利事業（ ・ 切り込み砂利　　・ 切り込み砕石 　・ 再生クラッシャラン ）

  15 主任技術者又は監理技術者の 　次のいずれかに該当し、かつ、その期間が書面により明確となっている場合については、専任を要しない。 (電気設備)　原則として、管の上端より一般敷地では600mm以上、車両通路では800mm以上とする。　11 管の地中埋設深さ　　余裕期間を適用しないものとする。

 　　専任を要しない期間     (1)請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間 (機械設備)　埋設深さ（管の上端深さ）は原則として、車両通行部分は（ ・ 600mm　　・　　　　　）、　８　その他この特記仕様書に記載のないことについては、富山県土木部所管建設工事に係る余裕期間制度

　　　　　　その他の部分は（ ・ 450mm　　・　　　　　）以上とする。    (2)自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事を全面的に一時中止している期間 　　（発注者指定方式）試行要領によるものとする。

    (3)工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務手続、  １ 地中埋設標　　　　　・ 要（図示による）　　・ 不要　12 地中埋設標等１　建設関係企業の担い手確保や生産性向上のため、この工事は受発注者間の仕事の進め方として、下記 26　ウィークリースタンス

 ２ 埋設表示テープ　　　・ 要        　　      ・ 不要     　後片付け等のみが残っている期間 のとおり、ウィークリースタンスの取り組みに努めることとする。

　　(4)(1)又は(2)に類した理由で、工事が不稼働である期間 （１）月曜日を依頼の期限日としない（マンデー・ノーピリオド） 　標準仕様書の2編2.7.1、2.7.2及び2.7.3による。　13 埋設管の防食処理 　３ 冷媒（フロン類）の回収

　砕石100mm、山砂管上100mmとする。　　(5)橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作のみが行 （２）水曜日は定時に帰宅できるよう必要な対応を心がける（ウェンズデー・ホーム） 　14 ビニル管の布設

　MHA形、MHB形及びMHD形は富山県章入り（鋳出し）とする。　　　われている期間 　15 マンホール蓋（３）金曜日に依頼しない（フライデー・ノーリクエスト）

　　労働安全衛生法等に基づき行う日々の安全教育のほか、すべての作業員を対象に、工事現場に即した安　16 安全教育・訓練の実施  １ 建物導入部の変位吸収方法は標準図(建築物導入部の変位吸収配管要領)による。（４）昼休みや午後５時以降の打ち合わせをしない（ランチタイム・オーバーファイブ 　16 配　　　　　管

　全教育・訓練等を、月当たり4時間以上の頻度で実施するものとする。（「富山県土木工事共通仕様書」1- 　　　・ (a)　　　　・ (b)　　　　・ (c)　・ノーミーティング）

　1-1-29 工事中の安全確保）  ２ 溶接部の非破壊検査　　　　・ 要（抜取率　・標準仕様書による　　・　　　％）（５）定時間際、定時後の依頼をしない（イブニング・ノーリクエスト）

２　この取り組みは、受発注者間の業務を進める上での姿勢を示したものであり、現場条件や企業の方針　17 調査・試験に対する協力 　　公共工事労務費調査等の対象工事となった場合は、監督職員の指示により必要な協力をしなければなら

等により曜日の変更等を行うことができるものとする。　ない。（「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-13） 　４ 発生材の処理等

３　災害発生時などの緊急対応については、上記の限りではなく、受発注者が協力して臨機の対応を行う　・本工事は、工事費積算のより一層の適正化を図ることを目的とした「共通費実態調査」の対象工事

ものとする。　である。作成した調査票は監督職員へ提出すること。

 富山県 氷見市 加納 地内

第７項 乙類RC造 3階北部中学校

 　編)令和７年版」、「公共建築改修工事標準仕様書(電気設備工事編)令和７年版」及び「公共建築設備工事標準図(電気設備工事編)

 　令和７年版」による。

 　編)令和７年版」、「公共建築改修工事標準仕様書(機械設備工事編)令和７年版」及び「公共建築設備工事標準図(機械設備工事編)

 　令和７年版」による。

　・ 電子納品対象工事（以下に記す書類を電子納品する。）

　・ 保全に関する資料

　・ 完成図CADデータ（　CD-R　1枚×2部　） 

　・ 完成図（設計図及び施工図を黒表紙に製本したもの） ・ 原図版　　部　　・ 縮小版　　部

　１ 適 用 基 準 等

  ２ 施　工　条　件

　３ 技能士の適用

　４ 施 工 従 事 者

本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当 設計番号

図面番号

株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17 26003
一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代NO SCALE特記仕様書（１）

　18 耐震安全性の分類と

　　 耐震施工

 １ 既存コンクリート床及び壁の配管用貫通部の穴あけは、ダイヤモンドカッターによる。

　・ レディミクストコンクリート( ・ Ⅰ類　・ Ⅱ類)　　・ 現場練りコンクリート

　コンクリート設計基準強度( ・ 18N/mm2-15-25(捨てコン) ・ 21N/mm2-15-25 ・ 24N/mm2-15-25)

　　　　構造体コンクリートの強度補正値

打設日 3/10～7/6 7/7～9/5 9/6～11/19 11/20～3/9

補正値 3 N/mm2 6 N/mm2 3 N/mm2 6 N/mm2

　コンクリート強度試験( ・ 実施する　　・ 省略する )

　・ 異形鉄筋( ・ SD295A　・ SD345 )

　設備機器の固定は、施設の分類に並びに機器の種別、重要度及び設置階に応じて、次の設計用

　水平地震力及び設計用鉛直地震力に対し、移動、転倒、破損等が生じないようにする。

　　1) 設計用水平地震力

　　　機器の重量[kgf]に、設計用水平震度を乗じたものとする。なお特記なき場合、設計用

　　　水平震度は次による。水槽類は満水時の液体重量を含む総重量とする。

　　　設計用水平震度

特定の施設 一般の施設
設置場所 機器種別

重要機器 一般機器 重要機器 一般機器

機　　　　　器 2.0 1.5 1.5 1.0
上層階,屋上

防振支持の機器 2.0 2.0 2.0 1.5
及び塔屋

水　　槽　　類 2.0 1.5 1.5 1.0

機　　　　　器 1.5 1.0 1.0 0.6

中間階 防振支持の機器 1.5 1.5 1.5 1.0

水　　槽　　類 1.5 1.0 1.0 0.6

機　　　　　器 1.0 0.6 0.6 0.4

地下・１階 防振支持の機器 1.0 1.0 1.0 0.6

水　　槽　　類 1.5 1.0 1.0 0.6

　重要機器　 ・ 配電盤　　　　　　　・ 受変電設備　　　　　・ 発電設備

　(電気設備)　　　　　 　　・ 直流電源装置　　　　・ 交流無停電電源装置　・ 交換機

  　　　　　 ・ 火災報知受信機　　　・ 中央監視装置　　　　・ 

　(給排水衛生設備) 　・ 　　　　 　　・ 消火設備機器

　重要機器　 ・ ボイラー　　　　・ 冷凍機　　　　　・ 冷温水機　　　　・ 冷却塔

　(空調設備)　　　　 　　・ 中央監視装置　　・ 空気調和機（ ・ ﾕﾆｯﾄ形　・ ｺﾝﾊﾟｸﾄ形　・ ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形）

　　　　 　　・ 水槽類（ ・　　　　　　・　　　　　　・　　　　　　）　・ 排煙設備機器

　　注1) 上層階の定義は次による。

　　２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、10～12階建の場合は上層３階、

　13階建以上の場合は上層４層とする。

　　注2) 水槽類にはオイルタンク等を含むものとする。

　　2) 設計用鉛直地震力

　　設計用水平地震力の1/2とし、水平地震力と同時に働くものとする。

　　3) あと施工アンカー

　　施工後確認試験　　・ 要（引張試験機による引張試験）　・ 不要

　　　※機器据付にかかるものは事前に鉄筋探査を実施する。

　系統図、機器等の取り扱い方法及び重要な定期点検項目を書いたアクリル樹脂製の運転操作説

　明板を機械室に設ける。説明板の大きさは約　　㎡とする。

　・ 本工事　　　・ 別途

　　　調整項目（測定箇所等は監督職員の指示による。）

　　(給排水衛生設備)

　　　・ 水量調節　　　　・ 騒音の測定

　　　・ 飲料水の水質の測定

( ・ 水質基準に関する省令(平成15年厚生労働省令)に基づく50項目及び消毒の残留効果

・ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則第4条第3項ｲで定められた16項目 ）

(空調設備)

　　　・ 風量調節　　　・ 水量調節　　　・ 室内外空気の温湿度の測定

　　　・ 室内気流及びじんあいの測定　　 ・ 騒音の測定

 １ 機器類の能力、容量等(電動機出力を除く)は原則として表示された数値以上とする。

 ２ 電動機の出力は原則として表示された出力以下の容量とする。

 １ 材料・施工順序及び厚さは特記がなければ標準仕様書第2編第3章の表2.3.1～2.3.7による。

　　なお、保温材は原則としてグラスウール保温材を使用するものとし、温水・蒸気・給湯以外

　　の暗渠内（ピット内を含む）及び屋外多湿箇所はポリスチレンフォーム保温材を使用する

　　ものとする。また、排煙ダクト及び煙道はロックウール保温材を使用するものとする。

 ２ 合成樹脂製カバーは、（ ・ シートタイプ　・ ジャケットタイプ ）を使用するものとする。

 ３ 井水管の保温種別については冷水管の保温種別によるものとする。

　　給水、井水用の配管で呼び径65以上の弁、ストレーナ等は、ビス等により容易に着脱できる

　　金属製のカバーによる外装を施す。なお、屋内用は（・カラー亜鉛鉄板　・　　　　　）、

　　屋外及び多湿箇所は( ・ ステンレス鋼板　　・　　　　　　)とする。

 １ 適用の基準は以下の通りとする。

　　・機械設備：標準仕様書第２編第３章第２節による。

　　・電気設備：標準仕様書第１編第２章第７節による。

 ２ 屋外及び多湿箇所の支持架台等は溶融亜鉛めっき鋼材(HDZ35以上)またはステンレス鋼材

　　を使用する。

 ３ 次の箇所の保温しない配管及びダクトは塗装不要とする(ただし、SGP-黒管及びSTGP370

　　　-黒管は除く)。・ 機械室内　　・ (　　　　　)

 ２ 事前に走査式埋設物調査を行い、監督職員に報告を行う。

　（ ・ 地中、槽内、ピット内　・　　　）の吊り金物・支持金物類はステンレス鋼製(SUS304)

　　とする。

　図示による。

　施工調査

　※石綿含有建材の事前調査

　　工事着手に先立ち、目視及び貸与する設計図書等により石綿を含有している吹き付け材、

　　成形板及び建築材料等の使用の有無について調査する。

　　調査範囲（・　　　　　・図示　　　）貸与資料（　　　　　　　　　　　　）

　・分析による石綿含有建材の調査

　※ 分析方法：定性分析はJIS A1481-1又はJIS A1481-2、定量分析はJIS A1481-3又はJIS 

　　A1481-4による。分析結果については、監督職員に報告すること。

・施工は大気汚染防止法、廃棄物処理法、労働安全衛生法、石綿障害予防規則（H17年厚生労働

　省令第21号。以下「石綿則」という。）その他石綿処理に関する諸法令等に基づき、施工を

　行う。

 １ 冷凍機等の撤去に伴う冷媒の回収方法は、平成19年10月1日改正の「特定製品に係るフロン

　　類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律」による。

　　ただし、冷媒の回収等の費用は（　・ 本工事　　・ 別途　）とする。

 ２ 冷媒の回収にあたっては、監督職員に次の書類を提出する。

　　（ア）第一種フロン類回収業者登録通知書の写し

　　（イ）フロン類引取証明書

　　（ウ）特定家庭用機器廃棄物管理表（家電リサイクル券）の写し（家庭用エアコン等の場合）

　・ 引渡しを要するもの（ ・ 図示による　　・　PCB含有物　　　　　　　　　　　　　）

　・ 特別管理産業廃棄物（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　 同上の処理方法　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　・ 再資源化を図るもの（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・ 紙製（一般床、壁）・ 鋼製（梁、水密を要する地中等）・ 塩ビ製（水密を要しない地中等）

 ２ 制御盤及び操作盤に付属する機器の接地は( ・ 本工事　　 ・ 別途工事)とする。

 １ 機器付属の制御盤及び操作盤以降の電気配管、配線は( ・ 本工事　　・ 別途工事)とする。　

 ２ 新設配管は、既設配管との接続前に試験を行う。

 １ 各種配管の試験は、新設配管に適用する。
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・電 気 設備 　工 事種 目  (○印 をつ けた もの を適 用す る 。 )

・ 電 灯 設 備

・ 電力貯蔵設備

・ 映像音響設備

・ 監視カメラ設備

・ 動 力 設 備

・ 発 電 設 備

・ 拡 声 設 備

・ 防犯･入退室管理設備 ・ 火災報知設備

・ 誘導支援設備

・ 構内交換設備

・ 雷保護設備 ・ 受変電設備

・ 情報通信網設備

・ テレビ共同受信設備

・ 構内配電･通信線路

・給 排水 衛生 設備 　 工事 種目 (○ 印を つけ た もの を適 用す る。 ) ・ 空調 設備 　工 事種 目 (○印 を つけ たも のを 適用 する 。 )

・　自動制御設備

・　換 気 設 備

・　空気調和機設備 ・　冷熱機設備

・　排煙ダクト設備

・　ボイラー及び付属機器設備

・　排 煙 設 備・　換気ダクト設備

・　空調ダクト設備・ 給 湯 設 備

・ ガ ス 設 備

・ 排 水 設 備

・ 厨 房 設 備

・ 浄 化 槽 設 備・ 融 雪 設 備

・ 消 火 器 設 備

・ 給 水 設 備・ 衛 生 器 具 設 備

・ さ く 井 設 備

・ 消 火 設 備

 　　ケーブルの種類

　３ 金属管の塗装仕上げ

　１ 呼び線及び予備配管

　２ 電線本数、管路等

　　長さ1m以上の入線しない管路には、1.2mm以上のビニル被覆鉄線を入線する。埋込分電盤からの立上り

　予備配管は、予備の配線用遮断器4個以下の場合(25)を1本、5個の場合(25)を2本、天井まで立上げる。

　　分電盤、制御盤及び端子盤等の二次側以降の配管・配線は、経路、電線太さ、電線本数及び管径等は監督職員

　の承諾を受けて変更しても差し支えない。

　　また、機械室等の床配線は図面上PF管で記載している場合であっても、立上部分等の露出配管部分は金

　属管とし、その場合は全長にわたって接地線を設ける。

 
・
 
衛
生
器
具
設
備

 
・
 
給
 
水
 
設
 
備

 
・
 
排
 
水
 
設
 
備

 
・
 
給
 
湯
 
設
 
備

 
・
 
消
 
火
 
設
 
備

 
・
 
ガ
 
ス
 
設
 
備

 
・
 
融
 
雪
 
設
 
備

　　　　　℃ 　　　　　％ 　　　　　℃ 　　　　　％ 　　　　　℃ 　　　　　％

　　　　　％　　　　　℃　　　　　％　　　　　℃　　　　　％　　　　　℃夏　季

冬　季

湿度(RH)温度(DB) 温度(DB) 湿度(RH) 温度(DB) 湿度(RH)

一 般 系 統

室　　　　　　内
外　　　　　気

35.1 60.4

78.1-1.4

 
・
 
空
 
気
 
調
 
和
 
設
 
備
 

 
・
 
自
動
制
御
設
備

 
・
 
排
 
煙
 
設
 
備

 
・
 
換
 
気
 
設
 
備

 
・
 
消
 
火
 
器
 
設
 
備

　１ 衛生器具付属水栓

　２ 洗　　面　　器

　３ 衛生器具ユニット

　４ 浴室・シャワーユニット

　５ 和風大便器耐火カバー

　水抜栓を使用する場合、水栓は固定こま式とする。

　手洗器は止水栓付とする。

　別図による。（ユニット内配管材料共）

　別図による。

　・ 設ける（ピット内は除く）　　・ 設けない

　・ 上水（ ・ 水道直結　　・ 高置水槽　　・ 圧力水槽　　・ 加圧給水 ）　

　・ 井水（ ・ 高置水槽　　・ 圧力水槽　　・ 加圧給水 ）　

　給水引込管は水道事業者の指定によるものとし、材質は（ ・ 図示　　・　　　　　　　）とする。

　屋内配管　　　・ ポリ粉体鋼管（SGP-PB）　・ 塩ビライニング鋼管（SGP-VB）

　地中埋設配管　・ ポリ粉体鋼管（SGP-PD）　・ 塩ビライニング鋼管（SGP-VD）

　　　　　　　　・ 耐衝撃性硬質塩化ビニル管（HIVP）

　給水管の最小口径は20mmとする。

　井水管の吊りバンド等の支持部は、合成樹脂製の支持受けを使用する。

　・ 親メーター（ ・ 貸与品　　・　　　　　）　・ 子メーター（ ・ 買取り　・　　　　　）

　・ 水道業者指定品（ ・ 貸与品　　・ 買取り ）　・ 標準図ＭＣ型

　・ 逆止弁の衝撃吸収式はライニング不要とする。

　・ ステンレス配管を使用する場合の材質はステンレス製とする。

　図面に記載のない場合の耐圧は下記による。

　  水道直結部分　　JIS又はJV ( ・ 5K　　・ 10K ）

　  その他の部分　　JIS又はJV（ ・ 5K　　・ 10K ）

　・ 標準図による。

　図示の位置に取り付ける。

　・ 台所流し用の水栓は泡沫式とする。

　・ 水抜栓を使用する場合、水栓は固定こま式とする。（ ・ ただし屋外に設ける場合は耐寒水栓とする ）

　・ 合成樹脂製　　　　　・　

　・ 要（ ・ 別途　・ 本工事 ）　　・ 不要

　汚水放流先　（ ・ 公共下水　　・ 浄化槽　　　　　・ 　　　　　　）　１ 排　水　方　式

　１ 給　水　方　式

　２ 配　管　材　料

　３ 量　　水　　器

　４ 量　水　器　桝

　５ 弁　　　　　類

　６ 弁　　　　　桝

　７ 絶　縁　継　手

　８ 水　　　　　栓

　９ 水　　栓　　柱

　10 引込納付金等

　２ 配　管　材　料

　雑排水放流先（ ・ 公共下水　　・ 合併処理浄化槽　・ 側溝等　　　）

　化学排水　　（  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 ）

　雑排水　　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）

        　　・ 排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管（DVLP）

　　　　　　・ 硬質塩化ビニル管（VP）　　　　・ 耐火二層管（VP）

　汚　水　　・ 排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管（DVLP）

　　　　　　・ 硬質塩化ビニル管（VP）　　　　・ 耐火二層管（VP）

　通　気　　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）　　・ 硬質塩化ビニル管（VP）　　・ 耐火二層管（VP）

　屋外排水　・ 硬質塩化ビニル管（VU）　　　　・ 硬質塩化ビニル管（VP）

　　　　　　・ 遠心力鉄筋コンクリート管(B型)

　３ 洗面器等の排水管 　・ 洗面器及び洗面器に直結する排水管寸法は、器具トラップより1サイズアップとする。

　・ 流し台等の床上露出部の配管は、蛇腹管の使用は禁止とする。

　４ 満水試験継手

　５ 放流納付金等

　図示の位置に取り付ける。

　・ 要（ ・ 別途　・ 本工事 ）　　・ 不要

　１ 配　管　材　料 　・ 一般配管用ステンレス鋼鋼管（呼び径60Su以下は拡管式）　　・ 銅管（硬質(M)）

　取り付ける（鋼製ボイラ、熱交換器などに異種金属管を接続する場合）　２ 絶　縁　継　手

　３ 弁　　　　　類 　図面に記載のない場合の耐圧は、JIS又はJV 5Kとする。

　・ ステンレス鋼管に取り付ける弁類は、ステンレス製とする。

　使用するガス（ ・ 都市ガス　　・ 液化石油ガス ）　４ ガ ス 湯 沸 器

　給湯管及び給水管の接続は、ステンレス製フレキシブルチューブを使用してよい。

　　湯沸器の給排気筒（二重管）の隠ぺい箇所は保温を行う。なお、保温の種別は標準仕様書第2編3.1.5

　表2.3.5のh･(ｲ)･Ⅸとする。　６ 保　　　　　温

　５ ガス湯沸器の接続

　１ 消火設備の種類 　・ 屋内消火栓　　　　・ 連結送水管　　　　・ 屋外消火栓　　　　・ スプリンクラー　　

　・ 不活性ガス消火　　・ 泡消火　　　　　　・ 粉末消火　　　　　・ 連結散水

　・ フード等用簡易自動消火

　２ 配　管　材　料 　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）

　・ 圧力配管用炭素鋼鋼管（STPG 370 白管 Sch80）（不活性ガス消火）

　・ 消火用硬質塩化ビニル外面被覆鋼管（SGP-VS）（地中配管用）

　　原則として保温は行わない。ただし、屋外露出配管（弁類含む）は防凍保温を行うものとし、仕様は　３ 保    　　　温

　給水管の項による。

　４ 地中埋設標等  １ 地中埋設標　　　　　・　要（図示による）　　・不要

 ２ 埋設表示テープ　　　・　要         　　     ・不要
　
・
 
消
 
火
 
器
 
設
 
備

　１ 機　　械　　室 　・ ABC粉末消火器　　　　号　　　本

　・ 消火器収納箱　　　本入　　個　（ ・ 鋼板製　　・ SUS製 ）

　・ 表示板　（ ・ 鋼板製　　　・ SUS製　　　・ アルミ製 )

　２ 貯 油 槽 施 設 　・ ABC粉末消火器　　　　号　　　本

　・ 消火器収納箱　　　本入　　個　（ ・ 鋼板製　　・ SUS製 ）

　・ 表示板　（ ・ 鋼板製　　　・ SUS製　　　・ アルミ製 )

 
・
 
厨
房
設
備

　１ シ　ス　テ　ム 　・ ドライシステム　　　・ 

　概略寸法とする。

　図示による。

　２ 機 器 の 寸 法

　３ 機 器 機 能 等

　１ 使　用　ガ　ス 　・ 都市ガス（ 発熱量：　　　　MJ/Nm3 ）　　　・ 液化石油ガス

　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）　　　　・ 圧力配管用炭素鋼鋼管（STPG）　２ 配　管　材　料

　・ ポリエチレン被覆鋼管（PLS）（地中配管用）

　・ ガス用ポリエチレン管（PE）（地中配管用・ロケーティングワイヤー共）

　３ ガス集合装置 　・ 本工事（ 　　本組）　　・ 別途工事

　・ 標準図「液化石油ガス容器廻り配管要領」による　　・ 設計図による

　４ ガスメーター 　・ 本工事　　　　・ 貸与

　別途（ ・ 50kg　　・　　　　） ×　　　本

　標準図「液化石油ガス容器転倒防止施工要領」の（ ・ (a)　・ (b) ）による。

　設置する（埋設シート共）

　・ 要　　　・ 不要　

　・ 要　　　・ 不要　

　・ 要（ ・ 別途　・ 本工事 ）　　・ 不要

　５ 充 て ん 容 量

　６ 転 倒 防 止 等

　７ 地 中 埋 設 標

　８ 漏洩検知装置

　９ 電　気　防　食

　10 引 込 負 担 金

　送水管　・ 

　散水管　・　　

　材質は　　　　　　とし、形式は図示による。

　１ 配　管　材　料

　２ ノズル・ドレン

　３ 弁　　　　　類 　・ 図示による　　　・ 図面に特記のない場合の耐圧は、JIS又はJV 5Kとする。

 
・
浄
化
槽
設
備

　１ 対象人員及び型式等

　２ 消　　毒　　剤

　３ 試験運転調整

　図示による。

　１ヶ月相当分以上を納入する。

　浄化槽使用開始3ヶ月後、1回放流水質の測定結果を報告する。

　１ 設 計 温 湿 度

　２ 煙　　　　道

　伸縮継手、掃除口の取付位置は図示による。

 　(2) ばいじん濃度計

 　(1) 付属物

　ばいじん濃度計を( ・ 設ける　　・ 設けない )

　ばいじん量測定口は口径80mmとし、取付け位置は煙道の直線部分とする。

　３ ダ　　ク　　ト

　・ 高圧１ダクト（適用範囲は図示による）

　・ 低圧ダクト（ ・ ｱﾝｸﾞﾙﾌﾗﾝｼﾞ工法　・ ｺｰﾅｰﾎﾞﾙﾄ工法（ ・ 共板ﾌﾗﾝｼﾞ　・ ｽﾗｲﾄﾞｵﾝﾌﾗﾝｼﾞ ））

  ・ ステンレスダクト及び塩化ビニルダクトの仕様及び適用範囲は図示による。

　４ 風 量 測 定 口 　・ 取付位置は図示による。

　・ 次の位置に取付ける。（ ・外気ダクト　・還気ダクト ・空調機の吐出、吸込ダクト ・分岐ダクト ）

　５ チ ャ ン バ ー  １ 内貼を施すチャンバーの表示寸法は外寸法を示す。

　　バーには、点検口を設ける。点検口の大きさは図示による。

 ２ 空気調和機に取り付けるサプライチャンバー、レタンチャンバー及びダクト系で消音内貼りしたチャン

 ３ 外壁に面するガラリに直接取り付けるチャンバー及びホッパーには排水管(呼び径20)を取付け、屋外又

　　は間接排水口に導く。

　６ ダ　ン　パ　ー  １ 防煙ダンパー　　　 　復帰方式（ ・ 遠隔　　・　　　　）

　　　　　　　　　　 　　煙感知器、連動制御器及び配管配線は（ ・ 別途　　・ 本工事 ）とする。

 ２ ピストンダンパー　 　復帰方式（ ・ 遠隔　　・　　　　）

　冷温水管　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）　７ 配　管　材　料

　冷却水管　・ SGPｰVA　・ SGPｰPA　・ SGPｰ白　

　油　　管　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-黒　屋内配管）

　　　　　　・ 合成樹脂外面被覆配管用炭素鋼鋼管（PLP　地中埋設）

　蒸気往管　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-黒）

  蒸気還管　・ 圧力配管用炭素鋼鋼管（STGP370　黒管　Sch40）　・ ステンレス鋼管（SUS304）

　膨 張 管　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）

　冷 媒 管　・ 断熱材被覆銅管　　・ 銅管

　ドレン管　・ VP管　　・ 耐火二層管　　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）

　８ 弁　　　　　類 　・ 図示による　　　・ 図面に特記なき場合の耐圧は、JIS又はJV 5Kとする。

　・ 鋼管用伸縮管継手の種類は図示による。

　・ ステンレス鋼管に取り付ける弁類は、ステンレス製とする。

　次の位置に取り付ける。なお、温度計は円形指示計とする。　９ 温　　度　　計

　　・ 吸収冷温水機の冷温水管（送り、返り）及び冷却水管（送り、返り）

　　・ 冷凍機の冷水管（送り、返り）及び冷却水管（送り、返り）

　　・ ボイラーの温水管（返り）

　　・ 空気調和機の冷温水管（送り、返り）及び三方弁装置後の冷温水管（返り）

　　・ 熱交換器の温水管（送り、返り）

　　・ 冷温水ヘッダー(往)冷温水ヘッダーの各返り管

　　・ 空気調和機(パッケージ型を含む)のサプライチャンパー、レタンダクト、外気取り入れダクト及び

　　　 レタンチャンバー

　10 圧　　力　　計 　次の位置に取り付ける。

　　・ 冷凍機の冷水管（送り、返り）及び冷却水管（送り、返り）

　　・ 空気調和機の冷温水管（送り、返り）

　　・ 吸収冷温水機の冷温水管（送り、返り）及び冷却水管（送り、返り）

　　・ 熱交換器の温水管（送り、返り）

　11 瞬間流量計又は瞬間

 　　流量計取付用タッピング

　次の管に取り付ける。なお、瞬間流量計はピトー管方式によるもので止水コック付とする。

　　・ 冷凍機の冷水管及び冷却水管（送り又は返り）に（・流量計 ・タッピング）を設ける。

　　・ 吸収冷温水発生機の冷温水管及び冷却水管（送り又は返り）に（・流量計 ・タッピング）を設ける。

　　・ 空気調和機の冷温水管（送り又は返り）に（・流量計 ・タッピング）を設ける。

　　・ 冷温水ヘッダーの（・各送り管 ・各返り管）に（・流量計 ・タッピング）を設ける。

　図示の位置に取り付ける。

　図示の位置に取り付ける。

　12 遠隔油量指示計

　13 絶　縁　継　手

　14 保温及び遮音  １ 材料・施工順序及び厚さは特記がなければ標準仕様書第2編第3章の表2.3.1～2.3.7による。なお、保温

　　材は原則としてグラスウール保温材を使用するものとし、温水・蒸気・給湯以外の暗渠内（ピット内を

　　含む）及び屋外多湿箇所はポリスチレンフォーム保温材を使用するものとする。また、排煙ダクト及び

　　煙道はロックウール保温材を使用するものとする。

 ２ 合成樹脂製カバーは、（ ・ シートタイプ　・ ジャケットタイプ ）を使用するものとする。

　　・ 外気取入ダクトの保温要　( ・ 全て　　　・ 　　　 )

　　・ 排気ダクトの保温要　( ・ 外壁から1m　　　・ 　　　)

　　・ 返りダクトの保温要

　　・ 隠蔽ダクトのフランジ部(補強を含む)は厚さ25mmの保温を重ね巻きを行うか、保温厚さをフランジ高

　　　 さ+10mm以上とする。

　　・ チャンバー及びダクトの消音内貼り(図示個所)を施した部分は外部の保温を不要とする。

　　・ 暖房する室(天井内含む)の蒸気立管及び分岐管は保温を施す。

　　・ 建物内の空気抜き弁までの配管の保温は、(2.3.1.4)の温水管の項による。

　　・ 空気調和機及びファンコイルユニットの排水管の保温は、(2.3.1.5)の排水管の項による。

　　・ 露出部の冷媒管の外装は（ ・ 図示　　・ 保温化粧ケース　　・ SUSラッキング）とする。

　　　 屋外に保温化粧ケースを使用する場合は、ケース内に水が侵入しないよう必要に応じてシールする。

 　　　SUSラッキング内部はポリスチレンフォーム保温筒で保護する。

　　温水、蒸気、冷水、冷温水用の配管で呼び径65以上の弁、ストレーナ等は、ビス等により容易に着脱で　15 弁類の保護カバー

　きる金属製のカバーによる外装を施す。なお、屋内用は ( ・ カラー亜鉛鉄板　　・　　　　　　)、屋外

　及び多湿箇所は( ・ ステンレス鋼板　　・　　　　　　)とする。

 ３ 井水管の保温種別については冷水管の保温種別によるものとする。

 ４  標準仕様書第2編3.1.4によるほか、下記による。

・

電

気

設

備

　・塗装を行わない厚鋼電線管は、溶融亜鉛めっき仕上げ付着量300g/m2以上のものとする。

  次の箇所の露出配管は塗装を行う。

名　　称 測　　点 取付高[mm]

床上～中心

〃

鏡上端～中心

床上～中心

〃

〃

〃

台上～中心

床上～中心

床上～上端

床上～中心

〃

〃

地上,床上～中心

床上～下端

地上～中心

地上～給油口

床上～下端

床上～中心

2,100

2,500

1,200

1,200

1,500

1,500(上端1,900以下)

1,500

1,200

1,000

1,500

　　　　　〃　　　　　　　 （和室）

　　　　　〃　　　　　　　 （台上）

  150

  400

  150

  150

  500

  800

  600

  300

  800～1,300

〃

〃

〃

〃

1,500(上端1,900以下)

1,200

1,200

標準図による

1,100

2,000

800～1,500

1,500

800～1,500

800～1,500

(天井高)×0.9

(天井高)×0.8

1,500

(天井面)-200

〃

天井下～上端

床上～操作部

床上～中心

〃

〃

〃

〃

〃

〃

天井面～中心

  200

  300

1,300

1,300

〃

〃

天井下～上端 100

100天井下～上端

床上～中心

床上～中心

  900(400)

　４ フラッシュプレート

　５ 再 使 用 機 器

　６ 保温、結露防止

　７　高圧交流遮断器

　８　消　　火　　器

　10 火災報知設備用総合盤

　９　電話機への配線

　11 ガス漏火災警報装置

　12 ハンドホール

　13　地中埋設標等

　14 取　付　高　さ

　15 電　　線　　類

　16 二重床内器具

　取外し再使用機器は清掃、絶縁測定のうえ取付ける。

　・ 新金属製　　・ ステンレス製　　・ 樹脂製

　　外気に面する壁・天井で、内断熱施工される構造体のコンクリートに埋込むボックス等には、断熱材等

　を取り付ける。

　操作方式（ ・ 電気操作方式　・ 手動ばね操作方式　 ）

　適用範囲（ ・ 受変電設備　・ 発電設備　 ）

　・ 表示板　（ ・ 鋼板製　　　・ SUS製　　　・ アルミ製 )

　・ 内線電話機1台につき、EM-TIEF0.65-2Cを2mを見込む。

　・ ボタン電話機1台につき、電子ボタン電話用ケーブルEM-EBT0.4-4Cを2mを見込む。

　・ 消火栓箱(別途)に組込　　・ 専用

 　ガス種類　・ 都市ガス　　・ LPガス

 　監視方式　・ 個別式　　　・ 集中監視式

　 ・ 受信機( 　　型　　級　　　回線)　・ 火報盤と一体　・ 単独

　 (1)地中埋設標　　　　　・　要（図示による）　　・ 不要

   (2)埋設表示テープ　　　・　要              　　・ 不要

　壁付、壁掛形の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として下表による。

　　　（備考）　天井面を基準とする取付高は、天井高さが2,500mmから3,000mmの場合に適用する。

　　　       　 天井高が3,000mm以上の場合及び機器の使用に支障が生じる場合は、監督員と協議する。

　　　　　　　　二重床内に配線するEM-UTPケーブルは、用途に応じ色分けすること。

　　　　　　　　用途に応じ色分けすること。

　　　　　　　　二重床内に設置する器具の位置表示としてマーキングを、直上の天井面につけること。また、

　　　ブラケット（一般）

　　　　　〃　　（踊場）

　　　　　〃　　（鏡上）

　　　　　　〃　（多機能便所用）

　　　スイッチ（一般）

　　　ｺﾝｾﾝﾄ,電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ,ﾃﾚﾋﾞ端子（一般）

　　　ｺﾝｾﾝﾄ（土間）

　　　引込開閉器箱（定圧）

　　　分電盤,制御盤,実験盤

　　　開閉器箱

　　　電磁開閉器用押しボタン

　　　試験用接続端子箱

　　　接地用端子箱

　　　接地極埋設標

　　　給油ボックス

　　　室内端子盤（廊下・室内）

　　　中間端子盤（EPS・電気室）

　　　壁付電話機

　　　親時計

　　　子時計,スピーカ

　　　アッテネータ

　　　表示盤

　　　発信器（出退表示用）

　　　外部受付用インターホン（子機）

　　　壁付インターホン（上記以外）

　　　呼出ボタン（多機能便所用）

　　　復帰ボタン（　〃　）

　　　廊下表示灯（　〃　）

　　　テレビ機器収容箱

　　　火報受信機（複合盤）

　　　副受信機

　　　自動通報機器収容箱

　　　発信機

　　　警報ベル

　　　表示灯

　　　連動制御器（自動閉鎖）

　　　ガス漏れ検知器（重ガス）

　　　　　　〃　　　（軽ガス）

　　　　　　　　壁付呼出押ボタン（多機能トイレ）の取付高さ(400)は床に転倒した時を考慮した高さを示す。

　・ ABC粉末消火器　　　　10号　　1本

　・ 消火器収納箱　　　1本入　　1個　（ ・ 鋼板製　　・ SUS製 ）

 　・ 標準図による

 　　・ 屋外　　　　　・ 屋内（ ＺＧは非塗装　）

本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当 設計番号

図面番号

株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17 26003
一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代NO SCALE Ｅ-02

　１ ダ　　ク　　ト 　・ 低圧ダクト（ ・ ｱﾝｸﾞﾙﾌﾗﾝｼﾞ工法　・ ｺｰﾅｰﾎﾞﾙﾄ工法（ ・ 共板ﾌﾗﾝｼﾞ　・ ｽﾗｲﾄﾞｵﾝﾌﾗﾝｼﾞ ））

　図示した位置に取り付ける。　２ 風 量 測 定 口

　３ ダ　ン　パ　ー 　空気調和設備の当該項目による。

　４ シールする排気ダクトの系統 　・ 厨房系統　　　　・ 浴室（シャワー室、脱衣室を含む）系統　

　空気調和設備の当該項目による。　５ チ ャ ン バ ー

　次のダクトは保温を行う。　６ 保　　　　　温

　　・ 外気ダクト（図示なき場合は全て。全熱交換ユニットの二次側含む。）

　　・ 多湿箇所のダクト（範囲は図示による。）

　　・ 排気ダクトの保温要（範囲は( ・ 外壁から1m ・ 図示による。)）

　各居室において、換気量を測定し、必要換気回数以上であることを確認し、監督職員に報告すること。　７ 24 時 間 換 気

　１ ダ　　ク　　ト 　・ 亜鉛鉄板　　・ 普通鋼板(厚1.6m)

　図示による。　２ 排煙口の形式

　３ 排煙口開放及び復帰方式 　・ 電気式（遠隔操作　・ 要　　・ 不要）　　・ ワイヤー式

　４ 排煙風量測定

　１ システム構成その他 　図示による。

 １ 使用する電線類はEM電線とし、規格は標準仕様書第4編表4.1.11による。（機器、盤類を除く。）　２ 電気計装用機材

 ２ 屋外・屋内露出の電線は、図面に特記がなければ金属管配線とする。

 ３ 天井内隠ぺいの配線は、図面に特記がなければケーブル配線とする。

　１ 機　　械　　室 　・ ABC粉末消火器　　　　号　　　本

　・ 消火器収納箱　　　本入　　個　（ ・ 鋼板製　　・ SUS製 ）

　・ 表示板　（ ・ 鋼板製　　　・ SUS製　　　・ アルミ製 )

　・ ABC粉末消火器　　　　号　　　本　２ 貯 油 槽 施 設

　・ 消火器収納箱　　　本入　　個　（ ・ 鋼板製　　・ SUS製 ）

　・ 表示板　（ ・ 鋼板製　　　・ SUS製　　　・ アルミ製 )

　・ 厨房系統の排気用ダクトは、標準仕様書第3.2.2のダクトの板厚の項より1番手厚いものを使用する。

　建築設備定期検査業務基準書（2016年版）（(一財)日本建築設備・昇降機センター)の排煙風量の

　検査方法に準じる。

特記仕様書（２）



主

回

路ＡＴＡＦ極数種類
電圧

（Ｖ）

回路

番号

分岐回路

（ＶＡ）

電灯容量

（ＶＡ）

キャビネット型式

電 線 サ イ ズ

負 荷 容 量 計

幹 線 記 号

主 遮 断 器

分 電 盤 名 称

供 給 室 名 称
コンセント容量

負 荷 名 称 ・ 容 量分 岐 遮 断 器 制

御

回

路

回

路

構

式

備 考

番号

回路

動 力 盤 名 称

電 線 サ イ ズ

キャビネット型式

主 回 路

幹 線 記 号

備 考

警報故障停止運転停止運転

表 示操 作
 ﾛｯｸ

ｲﾝﾀｰ

連動操作

制御

ＳＷＳＣＥ警報故障停止運転切替押釦

操 作

電流計ＡＴＡＦ極数種類
制御

回路（ｋＷ）

分岐遮断器 附属機器表 示負 荷 表

負 荷 名 称
負荷容量

主回路

中 央 監 視 盤

又 は 遠 方 操 作 盤

負荷番号

注　記　　１

遮断機の種別は下記とする

Ｍ：　ＭＣＣＢ

Ｅ：　ＥＬＣＢ

Ｓ：　ＳＢ

注　記　　２

主幹の漏電・トリップ警報は盤表面扉にランプ・ブザーにて表示

動 力 制 御 回 路 図

主幹の漏電・トリップ警報は盤表面扉にランプ・ブザーにて表示(テストボタン押釦)

（注記１）

動力制御盤 結線図

５ 給水又は排水（液面継電器Ｇ　の場合を示す）試験－自動４－２試験－自動４－１

現場操作スイッチ

Ｘｎ
Ｐ３Ｐ３

ＯＧ ＯＧ

ＲＤＸｎ
５１Ｘ５２

Ｓｎ ５１Ｘ５２

Ｐ２Ｐ１Ｐ２Ｐ１

ＯＮ

５２３

Ｔ　～ 現場操作スイッチ
ＯＦＦＸｎＸ１

Ｘ１Ｆ ３

ＯＦＦＯＦＦ
ＭＴ ＡＲ ＲＤＸ１

４３４３ Ｓ１５２
Ｘ１

ｎＥｎＥ ５１

Ｌ制御回路
Ｙ制御回路

５１Ｘ

Ｏ

Ｌ制御回路
Ｙ制御回路

５１Ｘ

５１Ｘ

Ｅ３

Ｅ２Ｐ３Ｐ３Ｐ３
ＯＧ ＯＧＯＧ

Ｅ１

５１Ｘ５２５１Ｘ５２５１Ｘ５２

Ｐ２Ｐ１Ｐ２Ｐ１Ｐ２Ｐ１

ＯＧ
Ｘ Ｘ

ＯＦＦＯＦＦＯＦＦ
ＴＴＴ ＡＡＡ

４３４３４３

５１Ｘ５１Ｘ ｎＥｎＥｎＥ ５１Ｘ

Ｌ制御回路
Ｙ制御回路

５１Ｘ ５１Ｘ

Ｌ制御回路
Ｙ制御回路

Ｌ制御回路
Ｙ制御回路

５１Ｘ

便所排気ファン（遠方操作）２－３ ３ 手動－自動

Ｐ３Ｐ３
ＲＬＯＧ ＯＧ

５１Ｘ
ＴＸＸ

Ｘ ５２
５２ ５１

５１
Ｐ２Ｐ１Ｐ２Ｐ１

ＯＮ

５２ＣＸ３５２

ＯＦＦ ＣＸ
３ ＴＸ

ＯＦＦＯＦＦ
ＲＴＲＴ

４３４３

ＸＸ
ｎＥｎＥ ５１５１

Ｙ－ａ制御回路
Ｌ－ａ制御回路

Ｙ－ａ制御回路
Ｌ－ａ制御回路

５１Ｘ

試験－遠方２－２ａ試験－遠方２－２

ＭＭ２Ｍ１

ＣＣ ｎＥＭ Ｍ４００Ｖすべて ４００Ｖすべて
※制御用電源

（５．５ｋＷ以上）ｎＥｎＥ （５．５ｋＷ以上）

２００Ｖ，２０Ａ超 ２００Ｖ，２０Ａ超
４２

ｎＥ ｎＥ－２－２－１－１

６４２６４２ ＡＣＴＡ ＡＣＴＡ ＡＣＴ

　　　（５．５ＫＷ以上）－２－２
－２－１ Ｌ２ ２００Ｖ　２０Ａ超５２５２
５２５２

Ｌ２Ｌ２

ＩＮＶ ＡＡＩＮＶＩＮＶＡＣＴＡＣＴ

Ｌ１ Ｌ１Ｌ１
※

～～ 又は ～～～～ 又は又はＥＦ１０ＡＥＦ１０Ａ

－３－１－３－１
５２

５２５２５２５２電流１５Ａ超の場合
電流１５Ａ超の場合

ＥＦ１０ＡＥＦ１０ＡＥＦ１０Ａ

手動１ ２－１ 手動－遠方 手動－遠方２－１ａ

電源送りＬ１Ｂ電源送りＬ１Ａ過変速運転用過変速運転用過変速運転用Ｙ３ Ｙ１－ＫＫＬ１－ＫＫＬ１－Ｋ交互同時運転用（　－Δ）

Ｙ

Ｐ３Ｐ３ Ｐ３ＯＧＯＧ
ＯＧＲＤ５１Ｘ５１Ｘ

Ｙ制御回路 ５１Ｘ
５２ ＴＸＬ制御回路 Ｘ

５２５１Ｘ５２
５１

Ｐ２Ｐ１Ｐ２Ｐ１
Ｐ２Ｐ１

ＯＮＯＮ ＯＮ
３５２５２３ＯＮ ５２ＣＸ５２３

５２３

ＯＦＦ ＯＦＦ ＯＦＦ ＣＸ
３ ３ ３ＯＦＦ ＴＸ

ＯＦＦ３ ＯＦＦ
ＲＭＲＭ

４３４３

Ｘ
ｎＥ ５１

５１Ｘ５１Ｘ ｎＥｎＥ

５１ＸＬ制御回路
Ｙ制御回路

Ｙ－ａ制御回路
Ｌ－ａ制御回路

６

ＣＣＣＣＣＣＣＣ ※制御用電源

ｎＥｎＥｎＥ

４００Ｖすべて
ｎＥｎＥ－２－２－１－１ （５．５ｋＷ以上）

　載されたもの６４２
６４２６４２ ２００Ｖ，２０Ａ超４００ＶすべてｎＥｎＥ４００ＶすべてｎＥ 　に「Ｇ」が記 －２－１

（５．５ｋＷ以上）（５．５ｋＷ以上） 　イッチの記号 ５２５２
－２－１－２－１ ２００Ｖ，２０Ａ超２００Ｖ，２０Ａ超 　び制御操作ス５２５２
５２５２５２５２

ＡＣＴ　の警報回路及
ＡＡ

※液面制御装置
ＡＣＴ ＥＦ１０ＡＡＣＴＡＡＡＣＴＡ ※※

ＥＦ１０Ａ ＥＦ１０ＡＥＦ１０ＡＥＦ１０Ａ

Ｍ２Ｍ１Ｍ２Ｍ１Ｍ２Ｍ１ＭＭ

Ｌ１ Ｙ１ Ｌ２ Ｙ２ Ｌ３単独運転用（直入） 交互運転用（直入） 交互運転用（　－Δ）単独運転用（　－Δ）

Ｙ Ｙ

交互同時運転用（直入）

MCCB3P100A

MCCB3P225AＣＥＴ１５０

ＣＥＴ６０
Ｌ－２０１

体育館 水銀灯

３ＦＣＰ電灯盤
１φ３Ｗ

１φ３Ｗ

210-105V

210-105V

電 灯

MCCB3P100A

MCCB3P50A

MCCB3P50A

MCCB3P100A

MCCB3P100A

MCCB3P100A

MCCB3P125A

ＣＥＴ２２

ＣＥ２２

ＣＥＴ６０

ＣＥＴ６０

ＣＥＴ１００

ＣＥＴ６０

ＣＥＴ６０
L－４Ｂ・L－１Ｃ

Ｌ－４・Ｌ－３Ｂ

Ｌ－１Ｄ→不要

ＷＬ－１,２,３

Ｌ－１・Ｌ－２

Ｌ－３

体育館

武道場

MCCB3P50A

MCCB3P200A

MCCB3P125AＣＥ３８－３Ｃ

ＣＥＴ６０

ＣＥ８

エアコン分岐盤

１ＣＰ－１

ダムウェイター

MCCB3P225AＣＥＴ１００２ＣＰ－１

MCCB3P50AＦＰＴ１４

１φ３Ｗ

１φ３Ｗ

１φ３Ｗ

１φ３Ｗ

１φ３Ｗ

１φ３Ｗ

１φ３Ｗ

210-105V

210-105V

210-105V

210-105V

210-105V

210-105V

210-105V

３φ３Ｗ

３φ３Ｗ

３φ３Ｗ

210V

210V

210V

３φ３Ｗ

210V

３φ３Ｗ

210V

動 力

Ｌ－３Ｃ・Ｌ－３Ｄ

Ｌ－３Ｇ
Ｌ－３Ｅ・Ｌ－３Ｆ

接続

消火栓Ｐ

・今回工事接続)
(現在予備

50AF/50AT
MCCB3P

開閉器取付

電灯分電盤結線図

体育館LP-1Bへ

体育館LP-1Bへ

AC3φ3W200V 60HZ

３ＥＬ１Ａ 50

３ＥＬ１Ａ 50

３ＥＬ１Ａ 50 30

251

252

253

Ｌ１Ａ Ｅ ３ 50 30254

CET22□

ガスヒートポンプ型空調機

ガスヒートポンプ型空調機

ガスヒートポンプ型空調機

ガスヒートポンプ型空調機

WL

Ｓ
Ｐ

Ｄ

E･D

MCCB3P

ｸ
ﾗ
ｽⅡ

分
離

機
付

50AF/50AT

Ｗｈ

1.25

1.25

1.25

1.25

30

30

負荷合計 5.0

本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当 設計番号

図面番号

株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17 26003
一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代電灯盤結線図・動力制御盤結線図・動力制御回路図 NO SCALE

既 設 幹 線 分 岐 盤

(西側)
GHP560-1

(西側)
GHP560-2

GHP560-1

GHP560-2
(東側)

(東側)

ＬＰ－１Ｂ

屋外型ＳＵＳ製

既設幹線分岐盤より

負荷合計

AC1φ3W200/100V60HZ Ａ

WL

MCCB3P

E･D

Ｓ
Ｐ

Ｄ

ｸ
ﾗ
ｽⅡ

分
離

機
付

Ｍ 2 50

Ｍ 2 50

1

1

予備

予備12 50 20

1100 2 50 20

100

Ｍ

Ｍ

201

202

50AF/50AT

200

200

電源切替盤（西側）

電源切替盤（東側）

30

30

6.0kVA

3000

3000

計 6000

CET14□

既設幹線分岐盤より

屋外型ＳＵＳ製

ＬＰ－１Ｂ

5.0kW

負荷合計

Ｅ-03



はＲＣ壁を示す

は木製壁を示す

は対象外部分を示す

はＣＢｔ120壁を示す

本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当 設計番号

図面番号

株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17 26003

ポーチ

250

Ｉ

Ｊ

14’ 15’ 16’ 17’ 18’ 19’ 20

9,000 9,000 9,000 9,000 4,000 5,000 2,500 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

Ｅ
Ｆ

３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

12

13

CB

CB

CB

CB

ＳＳ

ＥＸＰ.Ｊ　空きＷ25

ＥＸＰ.Ｊ　空きＷ25

体育館普通教室Ａ棟

ＥＸＰ.Ｊ　空きＷ25

14 15 16 17 18 19

３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10

500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 5,000

45,500

2,400 2,600

11 12

ＥＸＰ.Ｊ　空きＷ25

スロープ

4,000

ＳＳ

ＳＤ

理室

特殊学級 特殊学級

玄関

生徒相談室１

生徒相談室２

雑庫

用務員室

宿直室

踏込み

湯沸室

縁側
縁側

コンテナ
保健室

売店

美術準備室

廊下

ＣＲ１ ＣＲ２ ＣＲ３ ＣＲ４

ＣＲ５ ＣＲ６ ＣＲ７ ＣＲ８

雑庫 雑庫

廊下

生徒会室

ＣＲ

CB

美術室NO.1

CB

CB

ＳＤ

ＳＤ

ＳＳ

ＰＳ

便所

ＳＳＳＤ

ＳＤ

ピロティ

昇降口

Ａ’

Ｂ''

CB

CB

CB 5
,
4
0
0

5
,
4
0
0

5
,
4
0
0

5
,
4
0
0

5
,
4
0
0

5
,
4
0
0

5
,
4
0
0

5
,
4
0
0

ＥＸＰ.Ｊ　空きＷ25

13

一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代A1：1/150
A3：1/300

9,000 9,000 9,000

14 15 16 17

4,000 5,950 800 1,900

18 19 20

6,000 6,000 6,000 6,000 6,0009,000

便所便所

廊下

スロープ

5
2
5

5
,
6
0
0

7
,
2
0
0

2
,
4
0
0

Ｇ

1
5
0

5
,
6
0
0

5
,
5
7
5

Ｈ

Ｉ

Ｊ Ｋ

ＳＤ

既設ＣＢより

既設幹線分岐盤

電灯：既設体育館開閉器二次側

　　　MCCB3P50AF/50AT開閉器盤内取付

動力：既設幹線分岐盤動力盤内幹線接続とする

動力 EM-CE5.5□-4C×2253 254

ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線

動力 EM-CET22□ E14□ 

電灯 EM-CET14□ E5.5□

天井内配線

１階　幹線・動力設備配線図

GHP560-2(西側)

GHP560-1(西側)

GHP560-2(東側)

GHP560-1(東側)

EM-CE5.5□-4C

EM-CE5.5□-4C

記 号

ZGP28

ZGP28EM-CE5.5□-4C

ZGP28EM-CE5.5□-4C

ZGP28

保護配管ケーブルサイズ

動力制御盤Ｐ－１Ｂ配線表

251

252

254

253

回路

LP-1B

(PB)3530 (PB)3530S

(PB)2520S

(PB)2520S

(消火栓隔壁撤去)動力制御盤図面E-04参照

PB(SS)350□×300

仕　様

PB(SS)350□×300 SUS WP

PB(SS)250□×200 SUS WP

防火区画貫通処理

(PB)3530

(PB)3530S

(PB)2520S

記号

凡例表

壁貫通補修

露出配線

252251
動力 EM-CE5.5□-4C×4(ZG54)

253 254

露出配線

動力 EM-CE5.5□-4C(ZG28)

動力 EM-CE5.5□-4C(ZG28)

253

254

(PB)3530

GHP

560-2

GHP

560-1

露出配線

動力 EM-CE5.5□-4C(ZG28)254

(PB)2520S

露出配線

251

露出配線

GHP

560-2

GHP

560-1

動力 EM-CE5.5□-4C(ZG28)252

(PB)2520S

252

動力 EM-CE5.5□-4C(ZG28)

動力 EM-CE5.5□-4C(ZG28)

ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸZA-300A-WP

防火区画貫通処理

(PB)3530

(PB)3530

Ｅ-04



本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当 設計番号

図面番号

株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17 26003
一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代A1：1/150
A3：1/300
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露出配線

ｺﾝｾﾝﾄ EM-EEF2.0-3C
(ZG22)

制御(内外操作) EM-CEES2□-2C×2

(ZG36)自立運転 EM-CEES1.25□-2C

警報・運転表示 EM-CEES1.25□-4C

自
立

始
動

電
源

PB22S

１．特記なき配線は下記による

注　　記

ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線

251
PB22S

PB2520

PB2520S

LP-1B

１・２階　自立運転システム配線図

251

露出配線

GHP

560-1

GHP

560-2

電源切替盤

(機械設備工事内)

MA

GHP

560-2

GHP

560-1

露出配線

自立室外機始動 EM-CET14□

制御(自立負荷ﾘﾚｰ) EM-CEES2□-2C

自立発電入力 EM-CE8□-2C

INV通信・同期 EM-CEES2□-2C×2

(ZG54)

(機械設備工事内)

電源切替盤

露出配線

自立室外機始動 EM-CET14□

制御(自立負荷ﾘﾚｰ) EM-CEES2□-2C

自立発電入力 EM-CE8□-2C

INV通信・同期 EM-CEES2□-2C×2

復電検知入力配線 EM-CEES2□-2C

(ZG54)

露出配線

INV通信 EM-CEES2□-2C

同期信号 EM-CEES2□-2C

自立始動電源 EM-CET14□(ZG54)

制御(内外操作) EM-CEES2□-2C

(ZG28)

PB2520Sｾ

PB43Sｾ

PB43Sｾ

PB43Sｾ
PB43Sｾ

PB43Sｾ

PB43Sｾ

PB2520Sｾ

GHP

80CR

GHP

80CR

GHP

160CR

GHP

160CR

壁貫通補修

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

壁貫通補修

E･
CE

E

E
･
CE

E

E
･C

EE
E･

C
EE

E･
CE

E
E
･
CE

E
E･

C
EE

E･
C
EE

E
･C

EE
E･

C
EE

E･
CE

E
E
･
CE

E

E
･
CE

E

E
･C

EE

露出配線

PB2520Sｾ PB2520Sｾ

PB2520ｾPB2520ｾ

室内機 EM-EEF2.0-3C×2

ｺﾝｾﾝﾄ EM-EEF2.0-3C
(ZG22)

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

80CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

80CR

制御(内外操作) EM-CEES2□-2C×2

(ZG36)

冷媒管用ダクト内配線

ｺﾝｾﾝﾄ EM-EEF2.0-3C

冷媒管用ダクト内配線

ｺﾝｾﾝﾄ EM-EEF2.0-3C

2E MA MBS

MBS

(機械設備工事内)

自立運転スイッチ盤

2EMAMBS

MBS

(機械設備工事内)

自立運転スイッチ盤

ｺﾝｾﾝﾄ EM-EEF2.0-3C

一種金属製線ぴ配線

一種金属製線ぴ配線

ｺﾝｾﾝﾄ EM-EEF2.0-3C

一種金属製線ぴ配線

一種金属製線ぴ配線

EM-EEF2.0-3C
E･CEE

Ａ型モール配線を示す

外部：電源切替盤(設備工事)

TR

CE8□-2C

IN
V
同

期
：

CE
ES

2
□
-2

C

自立運転制御システム系統図

系統１・３

系統２・４

(自立運転用)

IN
V通

信
：

CE
ES

2□
-2

C

リレー
自立負荷

CE
T1

4
□

親機電源
室外機 室外機

子機電源

復電出力

体育館アリーナ

EEF2.0-3C

EEF2.0-3C

系統2・4

系統１・３

自立負荷接続リレー出力：CEES2□-2C

復電検知入力配線：CEES2□-2C

室
内

外
操

作
線

：
CE

ES
2

□
-2

C

自立始動電源 CET14□

自立始動電源 CET14□

※室外機用商用電源E-05参照

室
内

外
操

作
線

：
CE

ES
2□

-
2C

室
内

外
操

作
線

：
CE

ES
2□

-2
C

自立発電入力

非常用コンセント

WP･E

(　　壁取付)
自立運転表示

ステージ裏:
自立運転スイッチ盤(設備工事)

ステージ裏:
自立運転スイッチ盤(設備工事)

CEES1.25□-4C

自立運転 EM-CEES1.25□-2C

警報・運転表示 EM-CEES1.25□-4C

警報・運転表示 EM-CEES1.25□-4C

自立運転 EM-CEES1.25□-2C

警報・運転表示 EM-CEES1.25□-4C

警報・運転表示 EM-CEES1.25□-4C

警報・運転表示 EM-CEES1.25□-4C

自立運転 EM-CEES1.25□-2C

自立運転 EM-CEES1.25□-2C

警報・運転表示 EM-CEES1.25□-4C 警報・運転表示 EM-CEES1.25□-4C

自立運転 EM-CEES1.25□-2C自立運転 EM-CEES1.25□-2C

CEES1.25□-2C

運転表示・警報

自立運転SW

異常・運転表示

外部

外部

自立運転スイッチ

自立運転表示

異常・運転表示

自立運転スイッチ

CEES1.25□-2C
自立運転SW

CEES1.25□-4C
運転表示・警報

LP-1Bより

CE8□-3C

EM-EEF2.0-3C・EM-CEES2□-2C

天井内配線

冷媒用ダクト内配線

自立運転 EM-CEES1.25□-2C

一種金属製線ぴA型コーナーボックス

(ZG28)

(ZG28)

復電検知入力配線 EM-CEES2□-2C

露出配線

INV通信 EM-CEES2□-2C

同期信号 EM-CEES2□-2C

制御(内外操作) EM-CEES2□-2C

(ZG28)

自立始動電源 EM-CET14□(ZG54)

露出配線

室内機 EM-EEF2.0-3C×2

ｺﾝｾﾝﾄ EM-EEF2.0-3C
(ZG22)

制御(内外操作) EM-CEES2□-2C×2

(ZG36)自立運転 EM-CEES1.25□-2C

警報・運転表示 EM-CEES1.25□-4C

露出配線

室内機 EM-EEF2.0-3C×2

ｺﾝｾﾝﾄ EM-EEF2.0-3C
(ZG22)

制御(内外操作) EM-CEES2□-2C×2

(ZG36)自立運転 EM-CEES1.25□-2C

警報・運転表示 EM-CEES1.25□-4C

室内機 EM-EEF2.0-3C×2

PB2520

(赤色)(赤色)

PB43Sｾ

凡例表

PB(SS)200□×200 SUS WP

記号 仕　様

PB2520

PB22S

PB2520S

PB(SS)250□×200

PB(SS)250□×200 SUS WP

PB2520S

PB(SS)400□×300 SUS WP ｾﾊﾟﾚｰﾀｰ付

PB(SS)250□×200 SUS WP ｾﾊﾟﾚｰﾀｰ付

壁貫通補修

251

露出配線

252 電灯 EM-CE8□-3C(ZG28)

電灯 EM-CE8□-3C(ZG28)

電灯 EM-CE8□-3C(ZG28)

電灯 EM-CE8□-3C

露出配線

252 電灯 EM-CE8□-3C(ZG28)

252

ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線

電灯 EM-CE8□-3C

MB MB
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はＲＣ壁を示す

は木製壁を示す

は対象外部分を示す

はＣＢｔ120壁を示す

本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当 設計番号

図面番号

株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17 26003
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玄関

生徒相談室１
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宿直室

踏込み
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ＳＳ

ＰＳ

便所

ＳＳＳＤ
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一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代A1：1/150
A3：1/300

9,000 9,000 9,000

14 15 16 17

4,000 5,950 800 1,900

18 19 20

6,000 6,000 6,000 6,000 6,0009,000

便所便所

廊下

スロープ
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Ｇ

1
5
0

5
,
6
0
0

5
,
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Ｈ

Ｉ

Ｊ Ｋ

ＳＤ

R

１階　集中制御配線図

EM-MEES0.75-2C×2

１．特記なき配線は下記による

注　　記

天井内配線EM-MEES0.75-2C

冷媒用ダクト内配線

冷媒用ダクト内配線EM-MEES0.75-2C

(PB)22S
(PB)22S

(PB)22S

(PB)22S

凡例表

PB(SS)200□×200

PB(SS)200□×200 SUS WP

記号

Ｒ

防火区画貫通処理

(PB)22

(PB)22S

MA

MB

一種金属製線ぴA型コーナーボックス

一種金属製線ぴB型コーナーボックス

仕　様

天井点検口(建築工事)

空調リモコン(設備工事支給品取付)

R

R

R

R(E)
EM-MEES0.75-2C(E19)

露出配線

EM-MEES0.75-2C(ZG16)
R(Z)

R(Z)

R(E)
EM-MEES0.75-2C×2(E25)

EM-MEES0.75-2C×2(ZG22)

露出配線

露出配線
R(Z)

EM-MEES0.75-2C×3(ZG22)

Ａ型モール配線を示す

ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ

化粧板内いんぺい配線

化粧板内いんぺい配線

壁貫通補修

R(Z)

GHP

560-1

GHP

560-2

露出配線

R(Z)(PB)22SR
(Z

)

R
(Z

)

R(Z)

GHP

560-2

GHP

560-1

露出配線

(PB)22S

R(
Z)

集中制御 EM-MEES0.75-2C×3(ZG22)
集中制御 EM-MEES0.75-2C×3(ZG22)
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本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

工事名

図面名称

年月日

縮尺

設　計　者 照　査 担　当 設計番号

図面番号

株式会社 中川建築設計事務所 北部中学校体育館空調設備設置工事 2026.08.17 26003
一級建築士　登録第353551号

扇谷　幸代A1：1/150
A3：1/300
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ベランダ ステージ
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放送室

準備室

調整室

通路
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更衣室

男子

更衣室 便所

校長室
会議室

ベランダ
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ＣＲ13 ＣＲ14
教材室

廊下

廊下

雑庫
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CB

CB
CB

ＳＤ
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ＳＳ

ＳＤ
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ＥＸＰ.Ｊ　空きＷ25

職員室

250
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40

0
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57
5

5,
60

0

普通教室Ａ棟 体育館

体育館普通教室Ｂ棟

ＥＸＰ.Ｊ　空きＷ25

ＥＸＰ.Ｊ　空きＷ25

ＥＸＰ.Ｊ　空きＷ25

ＥＸＰ.Ｊ　空きＷ25

管理棟

普通教室Ａ棟

被服室

図書室 13 14 15 16 17 18 19

500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 5,000 9,000 9,000 9,000 9,000 4,000 5,950 800 1,900 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

45,500

３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12
14 15 16 17 18 19 20

2,400 2,600

13

普通教室Ｂ棟管理棟

はＲＣ壁を示す

は木製壁を示す

はＣＢｔ120壁を示す

ＣＲ15

ＳＤ ＳＤ

ＰＳ

便所

5,
40

0
5
,4

00
5
,4

00
5,

40
0

5
,4

00
5,

40
0

5
,4

00
5,

40
0EXP.J 空きＷ25

R
(E

)

R

GHP

80CR

GHP

80CR

ＲＲＲＲ

R

R
R

R R
R

R
R

R

R R R R

R R

R

GHP

160CR

GHP

160CR

露出配線

PB22S
壁貫通補修

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

80CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

80CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

壁貫通補修
PB22S

PB22PB22

EM-EEF2.0-3C分岐し空調リモコン配線

天井内既設ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ

R

２階　集中制御配線図

MB

MB

MAMA

AC

R

R

露出配線
MB

MB

R
R

R

R
(E

)

R
(E

)
R

集中制御 システム系統図

RR R

R

R

R

集中制御配線

集中制御配線

R R
R R R

R

集中制御配線

RR R

R

R R

系統3

集中制御配線

R R R
R

系統4

エアコン用リモコン

エアコン用リモコン エアコン用リモコン

系統2 系統1

エアコン用リモコン

コントローラー

集中制御

R

R

R

R

R

R
(E

)

集中制御 EM-MEES0.75-2C×3(ZG22)

壁
貫
通
補
修

集中制御 EM-MEES0.75-2C×3(ZG22)

集中制御コントローラー

設備工事支給品取付
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　16 安全教育・訓練の実施

　17 調査・試験に対する協力

　　労働安全衛生法等に基づき行う日々の安全教育のほか、すべての作業員を対象に、工事現場に即した安

　全教育・訓練等を、月当たり4時間以上の頻度で実施するものとする。（「富山県土木工事共通仕様書」1-

　1-1-29 工事中の安全確保）

　　公共工事労務費調査等の対象工事となった場合は、監督職員の指示により必要な協力をしなければなら

　ない。（「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-13）

　27 提 出 図 書 等

 　(2) 工事写真

 　(1) 設計図の製本

 　(3) 機材の仕様

 　(4) その他

 　(5) 完成時の図書

 　　者補佐の配置 　者」という。）の配置を行う場合は、以下の(1)から(9)の要件を全て満たさなければならない。

　(1)　建設業法第26条第３項ただし書きによる監理技術者の職務を補佐する者（以下、「監理技術者補佐」

　　 という。）を専任で配置すること。

　(2)　監理技術者補佐は、１級建築施工管理技士補及び１級建築施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務

　　 経験により監理技術者の資格を有する者であること。なお、監理技術者補佐の建設業法第27条の規定に

　　 に基づく技術検定種目は、特例監理技術者に求める技術検定種目と同じであること。

　(3)　監理技術者補佐は、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。

　(4)　同一の特例監理技術者を配置できる工事は、同時に２件までとする。ただし、同一あるいは別々の発

　 　者が、同一の建設業者と締結する契約工期の重複する複数の請負契約に係る工事であって、かつ、それ

　 　約により締結される場合に限る。）については、これら複数の工事を一つの工事とみなす。

　 　ぞれの工事の対象となる工作物等に一体性が認められるもの（当初の請負契約以外の請負契約が随意契

　(5)　兼務する工事が特例監理技術者としての職務を適正に遂行できる範囲内にあること。なお、範囲につ

　　 いては、工事現場が同一の土木センター、事務所管内にあること。

　(6)　特例監理技術者が兼務できる工事は、24時間体制での応急処理工や緊急巡回等が必要な工事以外の工

　　 事でなければならない。

　(7)　特例監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工程の立会等の職務を

　 　適正に遂行しなければならない。

　(9)　監理技術者補佐が担う業務について、明らかにすること。

　(8)　特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。

※　本工事の監理技術者が特例監理技術者として兼務することとなる場合、上記(1)から(9)の事項について、

　確認できる書類を提出すること。

　標準仕様書によるほか次による。

※　本工事において、特例監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合又は配置を要さなくなった場合

　は、適切にコリンズ(CORINS)への登録を行うこと。

　着工時　・ 原図版　　部　　・ 縮小版　　部

　主要な機材については、発注前に納入仕様書等を提出し、監督職員の確認を受ける。

　監督職員の指示する書類。

　・ 完成図（設計図及び施工図を黒表紙に製本したもの） ・ 原図版　　部　　・ 縮小版　　部

１

２１

 26　特例監理技術者及び監理技術

デジタルカメラは、130万～

備考提出規格

L版程度

(3枚/頁)

撮影個所数 拡張子

P D F

構成

※着工前と完成写真を対比したもの

・完成写真のみ（新築の場合） 300万画素にて撮影

適正数

適正数

適正数施工中写真

完 成 写 真

着工前写真

写 真 種 別

※ 本工事において、建設業法第26条第３項ただし書きの適用を受ける監理技術者（以下、「特例監理技術

 　　設置工事

 23　快適な仮設トイレの

24　週休2日制モデル工事

 25　余裕期間制度

　22 総合評価方式

　20 低入札となった場合における

　　　　　　　　 技術者の増員等

　　　　　　　 ・社会性等の実施

　19 暴力団関係者から不当な

　　　　 介入を受けた場合の措置

　　受注者は、工事施工において、施工条件等への対応や自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目、　18 工事特性・創意工夫

　または地域社会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工事完成までに「富山県請負工事

　成績評定要領」第4第7項に定める様式により提出することができる。

　　受注者は、本工事を施工するに当たり、暴力団関係者から不当な介入を受けた場合は、断固としてこれ

　を拒否し、不当な介入があった時点で速やかにその旨を監督職員に報告するとともに、警察に届け出なけ

　ればならない。また、下請業者に対しては、暴力団関係者から不当な介入を受けた場合には、速やかにそ

　の旨を報告するよう指導し、下請業者から報告を受けた受注者は、速やかにその旨を監督職員に報告する

　とともに、警察に届け出なければならない。

 １ 工事に係る入札の結果、調査基準価格に満たない価格をもって入札をした者が受注者となった場合にお

　　ける技術者の配置については、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めることによる。

　　(1) 建設業法の規定により技術者の専任配置が義務付けられる工事の場合

　　　　　専任配置が義務付けられている技術者とは別に、同法の規定により監理技術者の配置が義務付け

　　　　られる工事にあっては監理技術者の資格を有する者を、それ以外の工事にあっては主任技術者にな

　　　　り得る資格を有する者を１人、専任にて配置するものとする。この場合において、これらの工事に

　　　　配置する技術者は、受注者と３ヶ月以上の雇用関係がある者に限る。

　　(2) 建設業法の規定による技術者の専任配置が義務づけられていない工事の場合

　　　　　同法の規定により配置が義務付けられている技術者を、専任にて配置するものとする。

 ２ １の(1)により別に配置される技術者は、監理技術者等を補助し、監理技術者等と同様の職務を行うも

　　のとする。

　　品質管理を行うものとする。

 ３ 工事の品質を確保するため、特記仕様書に示される施工に関する試験基準を２倍の頻度をもって実施し、

 １ 受注者は、実際の施工に際しては、事前に提出し適正とされた技術資料（技術提案書又は簡易な施工計

　　画）の内容を履行すること。

 ２ 受注者は、事前に提出した総合評価方式に係る技術資料に記載した配置予定技術者を配置しなければな

　　らない。

 ３ なお、上記１、２を履行できない場合及び、受注者が事前に提出した総合評価方式に係る技術資料に記

　　載した内容に虚偽の報告があった場合においては、富山県公共工事総合評価方式施行要領に基づき工事

　　成績の減点（標準型においては、工事成績の減点及び違約金の徴収）をすることがある。

 ・ 本工事は「登録基幹技能者の配置」を活用した試行工事であり、受注者は、下記工種において登録基幹

　　技能者を配置する場合は、あらかじめ施工計画書により、登録者情報や配置予定期間、作業内容等を発

　　注者に報告することとし、配置予定期間及び完成検査時において、発注者による履行の確認を行うこと

　　とする。なお、履行が確認できない場合、富山県公共工事総合評価方式試行要領に基づき工事成績の減

　　点をすることがある。

・　この工事は「下請負契約における県内企業の活用」を評価の対象とした試行工事である。施工時及び完

　　成検査時において、発注者による履行の確認を行うこととする。なお、受注者の責に帰すべき理由によ

　　り、入札時の申請に反して、施工時に県内企業の活用ができなかった場合には、工事成績評定点を３点

　　減点する。

　　本工事は、建設現場をより働きやすい環境に改善するため、受注者が希望すれば、快適に使用できる

　仮設トイレ（洋式トイレ・快適トイレ）を設置することができる工事である。

　快適な仮設トイレの設置工事の実施にあたっては、「快適な仮設トイレの設置工事」についての

　お知らせによるものとする。このお知らせは、下記富山県のホームページから入手できる。

　（https://www.pref.toyama.jp/1510/sangyou/nyuusatsu/koukyoukouji/kj00017588.html）

　　週休２日制モデル工事の実施にあたっては、「週休２日制モデル工事（営繕工事）試行要領」

 　（令和４年７月富山県土木部）に基づくものとする。この試行要領は、富山県土木部営繕課のホーム

　　ページから入手できる。

　　(https://www.pref.toyama.jp/1508/kendodukuri/toshikeikaku/kenchiku/kj00021742.html)

　　本工事は、発注者が週休２日の実施を受注の条件とするものである。

　・週休２日制モデル事業【受注者希望型】

　  本工事は、受注者が工事着手日前に、発注者に対して、工事打合せ簿にて週休２日に取り組む旨を協議

　　したうえで取り組むものである。

　・週休２日制モデル事業ではない

　  ただし、受注者から希望があり、発注者と協議が整った場合は、週休２日制モデル事業【受注者希望型】

　　と同様の取扱いができる。

　・フレックス方式対象工事

　１　本工事は、円滑な工事施工体制の確保を図るため、全体工期の範囲内で受注者が工事の始期及び終期

　　を設定することができる工事であり、富山県土木部所管建設工事に係る余裕期間制度（ﾌﾚｯｸｽ方式）試行

　　要領に基づき実施するものとする。

　２　工事の始期は、契約締結日の翌日から〇年〇月〇日まで、工事の終期は、〇年〇月〇日まで

　　とする。

　３　受注者は、工事の始期後14日以内に施工計画書を発注者に提出するものとする。

　４　受注者は、受注時のｺﾘﾝｽﾞ(COMRINS)への登録については、工事の始期後10日（休日を除く。）以内に

　　登録するものとする。

　５　受注者は、工事の始期後に速やかに、退職金制度届出書を発注者に提出するものとする。

　６　余裕期間内に行う資機材の準備及び、技能労働者の手配などの準備等に必要な現地への立入り（工事

　　着手以外の行為とする）については、発注者に了解を得るとともに関係法令等に基づく必要な手続きを

　　行うものとする。

　７　その他この特記仕様書に記載のないことについては、富山県土木部所管建設工事に係る余裕期間制度

　　（ﾌﾚｯｸｽ方式）実施要領によるものとする。

　・発注者指定方式対象工事

　１　本工事は、出水期や厳冬期などにより工事期間や工事の始期が限定されるという施工条件のもとで、

　　円滑な工事施工体制の確保し、発注業務の計画的な履行と平準化を図るため、全体工期内で発注者が余

　　裕期間と実工期を指定する富山県土木部所管建設工事に係る余裕期間制度（発注者指定方式）試行要領

　　に基づき実施するものとする。

　２　工事の始期は、〇年〇月〇日とする。

　３　受注者は、工事の始期後14日以内に施工計画書を発注者に提出するものとする。

　４　受注者は、受注時のｺﾘﾝｽﾞ(COMRINS)への登録については、工事の始期後10日（休日を除く。）以内に

　　登録するものとする。

　５　受注者は、工事の始期後に速やかに、退職金制度届出書を発注者に提出するものとする。

　６　余裕期間内に行う資機材の準備及び、技能労働者の手配などの準備等に必要な現地への立入り（工事

　　着手以外の行為とする）については、発注者に了解を得るとともに関係法令等に基づく必要な手続きを

　　行うものとする。

　７　低入札価格調査等により、発注者が指定する工事の始期以降に契約を締結することとなった場合には、

　　余裕期間を適用しないものとする。

　８　その他この特記仕様書に記載のないことについては、富山県土木部所管建設工事に係る余裕期間制度

　21 間接工事費等の調整について 　　本工事は、富山県が先行発注した下の工事（以下、「現工事」という。）と当該追加工事の設計金額の

　合計額より定まる率によって算定した諸経費から、現工事にかかる諸経費等を控除した額で調整した金額

　とする。

　　　工事番号：　　　　 　工事名:

　・本工事は、工事費積算のより一層の適正化を図ることを目的とした「共通費実態調査」の対象工事

　である。作成した調査票は監督職員へ提出すること。

　・週休２日制モデル工事【発注者指定型】

　　　対象工種　　　・電工 (空調設備)

　18 耐震安全性の分類と耐震施工 　設備機器の固定は、施設の分類に並びに機器の種別、重要度及び設置階に応じて、次の設計用

　水平地震力及び設計用鉛直地震力に対し、移動、転倒、破損等が生じないようにする。

24 塗装及び防錆工事

　20 総　合　調　整

　　1) 設計用水平地震力

　　　設計用水平震度

特定の施設 一般の施設

重要機器 一般機器 重要機器 一般機器

2.0

2.0

2.0

1.5

1.5

1.5

1.0

1.0

1.5

1.5

2.0

1.5

1.0

1.5

1.0

0.6

1.0

1.0

1.5

2.0

1.5

1.0

1.5

1.0

0.6

1.0

1.0

1.0

1.5

1.0

0.6

1.0

0.6

0.4

0.6

0.6

　(空調設備)

　・ 

　重要機器　 ・ 配電盤　　　　　　　・ 受変電設備　　　　　・ 発電設備

　(電気設備)

　重要機器　 ・ 水槽類（ ・　　　　　　・　　　　　　・　　　　　　）

　(給排水衛生設備)

　重要機器　 ・ ボイラー　　　　・ 冷凍機　　　　　・ 冷温水機　　　　・ 冷却塔

　　　　 　　・ 中央監視装置　　・ 空気調和機（ ・ ﾕﾆｯﾄ形　・ ｺﾝﾊﾟｸﾄ形　・ ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形）

　　　　 　　・ 水槽類（ ・　　　　　　・　　　　　　・　　　　　　）　・ 排煙設備機器

　　２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、10～12階建の場合は上層３階、

　13階建以上の場合は上層４層とする。

　　2) 設計用鉛直地震力

　　設計用水平地震力の1/2とし、水平地震力と同時に働くものとする。

　　3) あと施工アンカー

　　施工後確認試験　　・ 要（引張試験機による引張試験）　・ 不要

　　　※機器据付にかかるものは事前に鉄筋探査を実施する。

　19 運転操作説明板

　・ 本工事　　　・ 別途

　　　調整項目（測定箇所等は監督職員の指示による。）

　　(給排水衛生設備)

　　　・ 水量調節　　　　・ 騒音の測定

　　　・ 飲料水の水質の測定

・ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則第4条第3項ｲで定められた16項目 ）

( ・ 水質基準に関する省令(平成15年厚生労働省令)に基づく50項目及び消毒の残留効果

　系統図、機器等の取り扱い方法及び重要な定期点検項目を書いたアクリル樹脂製の運転操作説

　明板を機械室に設ける。説明板の大きさは約　　㎡とする。

　21 容量等の表示

　　　・ 風量調節　　　・ 水量調節　　　・ 室内外空気の温湿度の測定

　　　・ 室内気流及びじんあいの測定　　 ・ 騒音の測定

 １ 機器類の能力、容量等(電動機出力を除く)は原則として表示された数値以上とする。

 ２ 電動機の出力は原則として表示された出力以下の容量とする。

　22 保　　　　　温  １ 材料・施工順序及び厚さは特記がなければ標準仕様書第2編第3章の表2.3.1～2.3.7による。

　　なお、保温材は原則としてグラスウール保温材を使用するものとし、温水・蒸気・給湯以外

　　の暗渠内（ピット内を含む）及び屋外多湿箇所はポリスチレンフォーム保温材を使用する

　　ものとする。また、排煙ダクト及び煙道はロックウール保温材を使用するものとする。

 ２ 合成樹脂製カバーは、（ ・ シートタイプ　・ ジャケットタイプ ）を使用するものとする。

 ３ 井水管の保温種別については冷水管の保温種別によるものとする。

　23 弁類の保護カバー 　　給水、井水用の配管で呼び径65以上の弁、ストレーナ等は、ビス等により容易に着脱できる

　　金属製のカ給水、井水用の配管で呼び径65以上の弁、ストレーナ等は、ビス等により容易

　　に着脱できる( ・ ステンレス鋼板　　・　　　　　　)とする。

　　　機器の重量[kgf]に、設計用水平震度を乗じたものとする。なお特記なき場合、設計用

　　　水平震度は次による。水槽類は満水時の液体重量を含む総重量とする。

　　　　　 　　・ 直流電源装置　　　　・ 交流無停電電源装置　・ 交換機

  　　　　　 ・ 火災報知受信機　　　・ 中央監視装置　　　　・ 

　　　　 　　・ 消火設備機器

設置場所

地下・１階

中間階

上層階,屋上

及び塔屋

機器種別

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

　　注1) 上層階の定義は次による。

　　注2) 水槽類にはオイルタンク等を含むものとする。

　　を使用する。

 ２ 屋外及び多湿箇所の支持架台等は溶融亜鉛めっき鋼材(HDZ35以上)またはステンレス鋼材

 ３ 次の箇所の保温しない配管及びダクトは塗装不要とする(ただし、SGP-黒管及びSTGP370

　　　-黒管は除く)。・ 機械室内　　・ (　　　　　)

　25 は　　つ　　り  １ 既存コンクリート床及び壁の配管用貫通部の穴あけは、ダイヤモンドカッターによる。

 ２ 事前に走査式埋設物調査を行い、監督職員に報告を行う。

 １ 各種配管の試験は、新設配管に適用する。

 ２ 新設配管は、既設配管との接続前に試験を行う。

 １ 機器付属の制御盤及び操作盤以降の電気配管、配線は( ・ 本工事　　・ 別途工事)とする。　

 ２ 制御盤及び操作盤に付属する機器の接地は( ・ 本工事　　 ・ 別途工事)とする。

　（ ・ 地中、槽内、ピット内　・　　　）の吊り金物・支持金物類はステンレス鋼製(SUS304)

　　とする。

・ 紙製（一般床、壁）・ 鋼製（梁、水密を要する地中等）・ 塩ビ製（水密を要しない地中等）　26 ス　リ　ー　ブ

　27 試　　　　　験

　28 電　気　工　事

　29 吊り及び支持金物

 １ 適用の基準は以下の通りとする。

　　・機械設備：標準仕様書第２編第３章第２節による。

　　・電気設備：標準仕様書第１編第２章第７節による。

　・ 保全に関する資料

　28 電　子　納　品 　・ 電子納品対象工事（以下に記す書類を電子納品する。）

　　　・ 工事写真　　・ 施工計画書　　・ 完成図(CADデータ)　　・ 参考図(ラスターデータ)

　29 建設現場の遠隔臨場に関する

　　 試行工事

 
・
 
一
 
般
 
共
 
通
 
事
 
項
 
２

  ２ 施　工　条　件

　１ 適 用 基 準 等

　３ 技能士の適用

　４ 施 工 従 事 者

　５ 仮　　設　　備

　６ 認定リサイクル製品の使用

　７ 建築工事との取合

 　(1) 開口部補強筋

 　(2) 機器の基礎

　８ 足場、さん橋類

　９ 建築物又は工作物の

　　　　　　　解体等の作業

　10 土　　工　　事

 　(1) 残土処理

 　(2) 埋め戻し及び盛土

 　(3) 地業工事

　11 管の地中埋設深さ

　12 地中埋設標等

　13 埋設管の防食処理

　14 ビニル管の布設

　15 マンホール蓋

　16 配　　　　　管

　17 コンクリート工事

 　(1) 普通コンクリート

 　(2) 鉄　　　筋

　施工時間、工程、安全対策、工事用道路、仮設設備等は監督職員と協議する。

　・ 配管技能士（ ・ １級　・ ２級 ）　　　 ・ 熱絶縁施工技能士（ ・ １級　・ ２級 ）

　・ 建築板金技能士（ ・ １級　・ ２級 ） 　・ 冷凍空気調和機器施工技能士（ ・ １級　・ ２級 ）

　　一般用電気工作物及び自家用電気工作物においては、法令で定める電気工事士とする。なお、需要設備

　500kW以上の自家用電気工作物においても、第一種電気工事士により施工を行うものとする。

　仮設備期間（ ・ 図示　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　 ）

　仮設備項目（ ・ 受変電設備　　・ 発電設備　　・　　　　　　　　）

　・ 下記の品目については、「公共工事における富山県認定リサイクル製品利用方針」において優先利用グ

 　 ループに区分されている製品を使用する。

工　種 品　目 規　格

　　 　※ただし、その製品の入手が困難な場合は、監督職員と協議し、通常製品(新材で製造された製品)

　　　 　へ変更できるものとする。

　・ 「公共工事における富山県認定リサイクル製品利用方針」に基づき、パイロット工事として下記の製品

 　 を使用する。

工　種 品　目 規　格 製品名

　工事区分表によるほか、次による。

　補強を要する鉄筋コンクリート駆体(梁、壁、床)の貫通スリーブ補強筋は (・別途  ・本工事)とする。

　壁、床貫通の仮枠(盤類、ダクト、吹出口、大便器、換気扇等)の補強筋は (・別途　・本工事)とする。

　屋上基礎（・別途　・本工事）　屋内基礎（・別途　・本工事）　屋外基礎（・別途　・本工事）

　・ 本工事で設置とする。（改修標準仕様書第1編2.2.1によるほか下記による。）

　　　・ 内部足場（脚立、足場板等）　・ 外部足場（・枠組足場　・くさび緊結式足場　・単管本足場）

　　　※足場の設置においては、「手すり先行工法による足場の組立等に関する基準」における2の(2)手す

　　　　り据置き方式又は(3)手すり先行専用足場方式により行うものとする。

　　石綿等が使用されている場合、石綿障害予防規則に基づき、作業を行うこと。また、解体等の作業にお

　ける保護具の装着・湿潤を保つ費用、石綿の使用の有無を分析によって調査した場合に要する費用等及び

　それらに費やす工期については、監督職員と協議を行うこと。

　・ 構内敷きならし　　・ 構内の指定場所に堆積

　　　 ※構外搬出の場合は関係法令に従い適切に処理するとともに、建設発生土情報交換システム及び公

　　　　 共工事土量調査システムを活用し、建設発生土の需給調整に努めること。

　・ 根切り土の中の良質土　　・ 山砂

　砂利事業（ ・ 切り込み砂利　　・ 切り込み砕石 　・ 再生クラッシャラン ）

(電気設備)　原則として、管の上端より一般敷地では600mm以上、車両通路では800mm以上とする。

(機械設備)　埋設深さ（管の上端深さ）は原則として、車両通行部分は（ ・ 600mm　　・　　　　　）、

　　　　　　その他の部分は（ ・ 450mm　　・　　　　　）以上とする。

 １ 地中埋設標　　　　　・ 要（図示による）　　・ 不要

 ２ 埋設表示テープ　　　・ 要        　　      ・ 不要

　標準仕様書の2編2.7.1、2.7.2及び2.7.3による。

　砕石100mm、山砂管上100mmとする。

　MHA形、MHB形及びMHD形は富山県章入り（鋳出し）とする。

 １ 建物導入部の変位吸収方法は標準図(建築物導入部の変位吸収配管要領)による。

　　　・ (a)　　　　・ (b)　　　　・ (c)　

 ２ 溶接部の非破壊検査　　　　・ 要（抜取率　・標準仕様書による　　・　　　％）

　・ レディミクストコンクリート( ・ Ⅰ類　・ Ⅱ類)　　・ 現場練りコンクリート

　コンクリート設計基準強度( ・ 18N/mm2-15-25(捨てコン)　・ 21N/mm2-15-25　・ 24N/mm2-15-25 )

　　　　構造体コンクリートの強度補正値

打設日

補正値 6 N/mm2 6 N/mm23 N/mm23 N/mm2

7/14～9/2 11/20～3/99/3～11/193/10～7/13

　コンクリート強度試験( ・ 実施する　　・ 省略する )

　・ 異形鉄筋( ・ SD295A　・ SD345 )

　・ 関連工事の関係受注者が定置したものは、無償で使用できる。

　富山県土木部）」の内容に従い、実施することができる。

　　本工事は、受発注者の移動時間の削減のため、「建設現場の遠隔臨場に関する施行要領（令和５年４月

　・ 構外搬出適切処理（受入れ場所：公共残土置き場　砺波市栃上　）  
・
 
撤
 
去
 
工
 
事

　１ 撤　去　内　容 　図示による。

　２ アスベスト含有調査等 　施工調査

　※石綿含有建材の事前調査

　　成形板及び建築材料等の使用の有無について調査する。

　　工事着手に先立ち、目視及び貸与する設計図書等により石綿を含有している吹き付け材、

　　調査範囲（・　　　　　・図示　　　）貸与資料（　　　　　　　　　　　　）

　・分析による石綿含有建材の調査

　※ 分析方法：定性分析はJIS A1481-1又はJIS A1481-2、定量分析はJIS A1481-3又はJIS 

　　A1481-4による。分析結果については、監督職員に報告すること。

・施工は大気汚染防止法、廃棄物処理法、労働安全衛生法、石綿障害予防規則（H17年厚生労働

　行う。

　省令第21号。以下「石綿則」という。）その他石綿処理に関する諸法令等に基づき、施工を

　３ 冷媒（フロン類）の回収  １ 冷凍機等の撤去に伴う冷媒の回収方法は、平成19年10月1日改正の「特定製品に係るフロン

　　類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律」による。

　　ただし、冷媒の回収等の費用は（　・ 本工事　　・ 別途　）とする。

 ２ 冷媒の回収にあたっては、監督職員に次の書類を提出する。

　　（ア）第一種フロン類回収業者登録通知書の写し

　　（イ）フロン類引取証明書

　　（ウ）特定家庭用機器廃棄物管理表（家電リサイクル券）の写し（家庭用エアコン等の場合）

　４ 発生材の処理等 　・ 引渡しを要するもの（ ・ 図示による　　・　　　　　　　　　　　　　　）

　　 同上の処理方法　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　・ 再資源化を図るもの（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

４

ｻﾑﾈｰﾙ版 印刷して提出すること

　・ 完成図CADデータ（　CD-R　1枚×1部　） 

２　建 物 概 要 

１　工 事 場 所

2.  特　記　仕　様

１  共　通　仕　様

・電気設備工事

(1)　図面及び特記仕様に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部の「公共建築工事標準仕様書(電気設備工事

 　令和４年版」による。

(2)　建築工事及び機械設備工事を本工事に含む場合は、それぞれの仕様書を適用する。

・機械設備工事

(3)　図面及び特記仕様に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部の「公共建築工事標準仕様書(機械設備工事

(4)　建築工事及び電気設備工事を本工事に含む場合は、それぞれの仕様書を適用する。

(1)　章及び項目は番号に○印の付いたものを適用する。

(2)　特記事項において選択する事項は、○印の付いたものを適用する。・印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。

章 項　　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

  一般共通事項の適用  ・ 本仕様書の一般共通事項１を適用する。
 
・
 
一
 
般
 
共
 
通
 
事
 
項
 
１

　１ 工事実績情報の登録 　・ 適用する。

　本工事を下請けに付す場合は、「建設工事の下請関係の適正化に関する留意事項」を遵守すること。　２ 下請関係の適正化

　３ 請負代金内訳書の提出

　４ 個人情報の取扱いについて

　５ 環境への配慮

　「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-47個人情報の取扱い特記事項による。

　※受注者は、請負代金内訳書を作成し、工事請負締結後7日以内に発注者に提出すること。

 １ 使用する機材等に「富山県グリーン購入調達方針」で定めるものがある場合には、それに適合するもの

 　 とする。

 ２ 建物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、次の(1)から

　　(4)を満たすものとする。

　　　(1) 合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、MDF、パーティクルボード、そ

　　　　　の他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗剤は、

　　　　　アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、「ホルムアルデヒ

　　　　　ドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

　　　(2) 接着剤及び塗料はトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。

　　　(3) 接着剤は、可塑性(フタル酸ジ-n-ブチル及びフタル酸ジ-2-エチルヘキシル等を含有しない難揮発

　　　(4) (1)の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルムアルデヒド、アセ

　　　　　性可塑剤を除く)が添加されていない材料を使用する。

　　　　　トアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

　６ 材料・機材の品質等  １ 本工事に使用する材料・機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質及び性能を

　　有するものとする。

 ２ 下記に示す材料・機材等の製造業者等は次の(1)から(6)すべての事項を満たすものとし、この証明とな

　　る資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面を提出して監督職員の承諾

　　を受ける。ただし、製造業者等名が記載されているものは、証明となる資料等の提出を省略することが

　　できる。

　　　(1) 品質及び性能に関する試験データを整備していること。

　　　(2) 生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。

　　　(3) 安定的な供給が可能であること。

　　　(4) 法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

　　　(5) 製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

　　　(6) 販売、保守等の営業体制を整えていること。

　　対象機材等　（ ・ 　　　　　　　　　・ 　　　　　　　　　・ 　　　　　　　　　）

 ３ 使用する機材が、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「建築材料・設備機材等品質性能評価事業設備

　　機材等評価名簿」による場合は、標準仕様書第1編1.4.2の品質及び性能を有することを証明できる資料

　　の提出を省略することができる。

　７ 地場産品の優先使用等  １ 地場産品の優先使用

　　　　受注者は、工事に使用する資材等について、品質が水準以上であり、かつ価格が適正である場合に

　　　は県内地場産品（建設資材又は製品等で、県内で最終製造工程が施されたもの又は県内に本社・本店

　　　を置く取扱業者から調達したものをいう）を優先使用するものとする。

 ２ 県内企業の優先選定等

　　　　受注者は、工事に係る下請契約又は資材等納入契約を締結する場合には、当該契約の相手方は富山

　　　県内に本社・本店を置くものの中から選定するよう努めなければならない。

　発生材は構外搬出処分とし、その費用も含め受注者自らの責任において適正に処理するものとする。

　８ 発生材の処理等 　※舗装切断作業に伴い、切断機械から発生する排水については、排水吸引機能を有する切断機械等により

　　回収し、適正に処理する。

　・ 建設リサイクル法対象工事（ 契約額１億円以上(税込) ）

　・ 再資源利用計画書等の作成及び提出

　・ 運搬、処分委託契約書写し及び許可証写しの提出

　・ マニフェスト管理一覧表の提出

　電気保安技術者を工事現場に　・ おく　・ おかない　９ 電気保安技術者

　10 監督職員事務所

　11 工事用電力・水その他

　12 工事用仮設物

　13 施　工　機　械

　・ 設けない　　・ 設ける

　本工事に必要な工事用電力、水、燃料及び諸手続き等の費用は受注者の負担とする。

　構内につくることが　　・ できる　　・ できない

　　「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-33環境対策に記載の排出ガス対策型建設機械及び低騒音型・低振

　動型建設機械を使用するものとする。

　　次のいずれかに該当し、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合には、工事現場における

　常駐を要しない期間として取り扱う。

　　(1)契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間

　　(2)工事の全部の施工を一時中止している期間

　　(3)上記に掲げる期間のほか、工事現場において作業等が行われていない期間

　次のいずれかに該当し、かつ、その期間が書面により明確となっている場合については、専任を要しない。  15 主任技術者又は監理技術者の

　14 現場代理人の工事現場に

　　 おける常駐を要しない期間

 　　専任を要しない期間

    (2)自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事を全面的に一時中止している期間

    (1)請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間

    (3)工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務手続、

     　後片付け等のみが残っている期間

　　(4)(1)又は(2)に類した理由で、工事が不稼働である期間

　　(5)橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作のみが行

備　考耐震安全性の分類
消防法施行令

別 表 第 一
階　数

　　　われている期間

 ・ 建築特記仕様書の一般共通事項１を適用する。

建　物　名　称 構　造
延 面 積 

（㎡）

 　編)令和７年版」、「公共建築改修工事標準仕様書(電気設備工事編)令和７年版」及び「公共建築設備工事標準図(電気設備工事編)

 　編)令和７年版」、「公共建築改修工事標準仕様書(機械設備工事編)令和４年版」及び「公共建築設備工事標準図(機械設備工事編)

 　令和７年版」による。

　・ 特別管理産業廃棄物（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　 電気設備工事編　令和5年版」

　・ 国土交通大臣官房官庁営繕部「営繕工事写真撮影要領による工事写真撮影ガイドブック

　　 機械設備工事編　令和5年版」

　・ 国土交通大臣官房官庁営繕部「営繕工事写真撮影要領による工事写真撮影ガイドブック

　・ 富山県電子納品運用ガイドライン（案）［建築工事編］（令和７年４月）

Ⅰ．工 事 概 要

Ⅱ．工 事 仕 様

項

氷見市 加納 地内

氷見市立北部中学校体育館

設計番号

図面番号

担　当照　査設　計　者年月日

縮尺

工事名

図面名称

株式会社 中川建築設計事務所
本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

氷見市北部中学校体育館空調設備設置工事

Ａ３：N/S
Ａ１：N/S

Ｍ－01特記仕様書(共通事項)

一級建築士　登録第353551号

　　　　　　　　扇谷　幸代

26003
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・空 調設 備　 工事 種 目 (○印 をつ けた も のを 適用 する 。 )・ 給排 水衛 生設 備　 工事 種 目 (○印 をつ けた も のを 適用 する 。 )・電 気 設備 　工 事種 目  (○印 をつ けた もの を 適用 する 。 )

　　　 屋外に保温化粧ケースを使用する場合は、ケース内に水が侵入しないよう必要に応じてシールする。

 　　・ 屋外　　　　　・ 屋内（ 　　　　　　）

　検査方法に準じる。

　建築設備定期検査業務基準書（2016年版）（(一財)日本建築設備・昇降機センター)の排煙風量の

　・ 表示板　（ ・ 鋼板製　　　・ SUS製　　　・ アルミ製 )

　・ 消火器収納箱　　　本入　　個　（ ・ 鋼板製　　・ SUS製 ）

　・ ABC粉末消火器　　　　号　　　本

　・ 表示板　（ ・ 鋼板製　　　・ SUS製　　　・ アルミ製 )

　・ 消火器収納箱　　　本入　　個　（ ・ 鋼板製　　・ SUS製 ）

　・ ABC粉末消火器　　　　号　　　本

 ３ 天井内隠ぺいの配線は、図面に特記がなければケーブル配線とする。

 ２ 屋外・屋内露出の電線は、図面に特記がなければ金属管配線とする。

 １ 使用する電線類はEM電線とし、規格は標準仕様書第4編表4.1.11による。（機器、盤類を除く。）

　図示による。

　・ 電気式（遠隔操作　・ 要　　・ 不要）　　・ ワイヤー式

　図示による。

　・ 亜鉛鉄板　　・ 普通鋼板(厚1.6m)

　各居室において、換気量を測定し、必要換気回数以上であることを確認し、監督職員に報告すること。

　　・ 排気ダクトの保温要（範囲は( ・ 外壁から1m ・ 図示による。)）

　　・ 多湿箇所のダクト（範囲は図示による。）

　　・ 外気ダクト（図示なき場合は全て。全熱交換ユニットの二次側含む。）

　次のダクトは保温を行う。

　空気調和設備の当該項目による。

　・ 厨房系統　　　　・ 浴室（シャワー室、脱衣室を含む）系統　

　空気調和設備の当該項目による。

　図示した位置に取り付ける。

　・ 厨房系統の排気用ダクトは、標準仕様書第3.2.2のダクトの板厚の項より1番手厚いものを使用する。

　・ 低圧ダクト（ ・ ｱﾝｸﾞﾙﾌﾗﾝｼﾞ工法　・ ｺｰﾅｰﾎﾞﾙﾄ工法（ ・ 共板ﾌﾗﾝｼﾞ　・ ｽﾗｲﾄﾞｵﾝﾌﾗﾝｼﾞ ））

　浄化槽使用開始3ヶ月後、1回放流水質の測定結果を報告する。

　１ヶ月相当分以上を納入する。

　図示による。

　３ 試験運転調整

　２ 消　　毒　　剤

　１ 対象人員及び型式等

　・ 図示による　　　・ 図面に特記のない場合の耐圧は、JIS又はJV 5Kとする。　３ 弁　　　　　類

　２ ノズル・ドレン

　１ 配　管　材　料

　材質は　　　　　　とし、形式は図示による。

　散水管　・　　

　送水管　・ 

　10 引 込 負 担 金

　９ 電　気　防　食

　８ 漏洩検知装置

　７ 地 中 埋 設 標

　６ 転 倒 防 止 等

　５ 充 て ん 容 量

　・ 要（ ・ 別途　・ 本工事 ）　　・ 不要

　・ 要　　　・ 不要　

　・ 要　　　・ 不要　

　設置する（埋設シート共）

　標準図「液化石油ガス容器転倒防止施工要領」の（ ・ (a)　・ (b) ）による。

　・ 本工事　　　　・ 貸与　４ ガスメーター

　・ 標準図「液化石油ガス容器廻り配管要領」による　　・ 設計図による

　・ 本工事（ 　　本組）　　・ 別途工事　３ ガス集合装置

　・ ガス用ポリエチレン管（PE）（地中配管用・ロケーティングワイヤー共）

　・ ポリエチレン被覆鋼管（PLS）（地中配管用）

　２ 配　管　材　料 　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）　　　　・ 圧力配管用炭素鋼鋼管（STPG）

　・ 都市ガス（ 発熱量：　　　　MJ/Nm3 ）　　　・ 液化石油ガス　１ 使　用　ガ　ス

　３ 機 器 機 能 等

　２ 機 器 の 寸 法

　図示による。

　概略寸法とする。

　・ ドライシステム　　　・ 　１ シ　ス　テ　ム

　・ 表示板　（ ・ 鋼板製　　　・ SUS製　　　・ アルミ製 )

　・ 消火器収納箱　　　本入　　個　（ ・ 鋼板製　　・ SUS製 ）

　・ 表示板　（ ・ 鋼板製　　　・ SUS製　　　・ アルミ製 )

　・ 消火器収納箱　　　本入　　個　（ ・ 鋼板製　　・ SUS製 ）

　・ ABC粉末消火器　　　　号　　　本　１ 機　　械　　室

 ２ 埋設表示テープ　　　・　要         　　     ・不要

 １ 地中埋設標　　　　　・　要（図示による）　　・不要　４ 地中埋設標等

　給水管の項による。

　３ 保    　　　温 　　原則として保温は行わない。ただし、屋外露出配管（弁類含む）は防凍保温を行うものとし、仕様は

　・ 消火用硬質塩化ビニル外面被覆鋼管（SGP-VS）（地中配管用）

　・ 圧力配管用炭素鋼鋼管（STPG 370 白管 Sch80）（不活性ガス消火）

　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）　２ 配　管　材　料

　・ フード等用簡易自動消火

　・ 不活性ガス消火　　・ 泡消火　　　　　　・ 粉末消火　　　　　・ 連結散水

　・ 屋内消火栓　　　　・ 連結送水管　　　　・ 屋外消火栓　　　　・ スプリンクラー　　　１ 消火設備の種類

　５ ガス湯沸器の接続

　６ 保　　　　　温 　表2.3.5のh･(ｲ)･Ⅸとする。

　　湯沸器の給排気筒（二重管）の隠ぺい箇所は保温を行う。なお、保温の種別は標準仕様書第2編3.1.5

　給湯管及び給水管の接続は、ステンレス製フレキシブルチューブを使用してよい。

　４ ガ ス 湯 沸 器 　使用するガス（ ・ 都市ガス　　・ 液化石油ガス ）

　・ ステンレス鋼管に取り付ける弁類は、ステンレス製とする。

　図面に記載のない場合の耐圧は、JIS又はJV 5Kとする。　３ 弁　　　　　類

　２ 絶　縁　継　手 　取り付ける（鋼製ボイラ、熱交換器などに異種金属管を接続する場合）

　・ 一般配管用ステンレス鋼鋼管（呼び径60Su以下は拡管式）　　・ 銅管（硬質(M)）　１ 配　管　材　料

　　　　　　　　壁付呼出押ボタン（多機能トイレ）の取付高さ(400)は床に転倒した時を考慮した高さを示す。

　　　　　　〃　　　（軽ガス）

　　　ガス漏れ検知器（重ガス）

　　　連動制御器（自動閉鎖）

　　　表示灯

　　　警報ベル

　　　発信機

　　　自動通報機器収容箱

　　　副受信機

　　　火報受信機（複合盤）

　　　テレビ機器収容箱

　　　廊下表示灯（　〃　）

　　　復帰ボタン（　〃　）

　　　呼出ボタン（多機能便所用）

　　　壁付インターホン（上記以外）

　　　外部受付用インターホン（子機）

　　　発信器（出退表示用）

　　　表示盤

　　　アッテネータ

　　　子時計,スピーカ

　　　親時計

　　　壁付電話機

　　　中間端子盤（EPS・電気室）

　　　室内端子盤（廊下・室内）

　　　給油ボックス

　　　接地極埋設標

　　　接地用端子箱

　　　試験用接続端子箱

　　　電磁開閉器用押しボタン

　　　開閉器箱

　　　分電盤,制御盤,実験盤

　　　引込開閉器箱（定圧）

　　　ｺﾝｾﾝﾄ（土間）

　　　ｺﾝｾﾝﾄ,電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ,ﾃﾚﾋﾞ端子（一般）

　　　スイッチ（一般）

　　　　　　〃　（多機能便所用）

　　　　　〃　　（鏡上）

　　　　　〃　　（踊場）

　　　ブラケット（一般）

　　　　　　　　二重床内に設置する器具の位置表示としてマーキングを、直上の天井面につけること。また、

　　　　　　　　用途に応じ色分けすること。

　　　　　　　　二重床内に配線するEM-UTPケーブルは、用途に応じ色分けすること。

　　　       　 天井高が3,000mm以上の場合及び機器の使用に支障が生じる場合は、監督員と協議する。

　　　（備考）　天井面を基準とする取付高は、天井高さが2,500mmから3,000mmの場合に適用する。

　壁付、壁掛形の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として下表による。

   (2)埋設表示テープ　　　・　要              　　・ 不要

　 (1)地中埋設標　　　　　・　要（図示による）　　・ 不要

 　・ 標準図による(蓋は富山県章入りとする)

　 ・ 受信機( 　　型　　級　　　回線)　・ 火報盤と一体　・ 単独

 　監視方式　・ 個別式　　　・ 集中監視式

 　ガス種類　・ 都市ガス　　・ LPガス

　・ 消火栓箱(別途)に組込　　・ 専用

　・ ボタン電話機1台につき、電子ボタン電話用ケーブルEM-EBT0.4-4Cを2mを見込む。

　・ 内線電話機1台につき、EM-TIEF0.65-2Cを2mを見込む。

　・ 表示板　（ ・ 鋼板製　　　・ SUS製　　　・ アルミ製 )

　・ 消火器収納箱　　　本入　　個　（ ・ 鋼板製　　・ SUS製 ）

　・ ABC粉末消火器　　　　号　　　本

　適用範囲（ ・ 受変電設備　・ 発電設備　 ）

　操作方式（ ・ 電気操作方式　・ 手動ばね操作方式　 ）

　を取り付ける。

　　外気に面する壁・天井で、内断熱施工される構造体のコンクリートに埋込むボックス等には、断熱材等

　・ 新金属製　　・ ステンレス製　　・ 樹脂製

　取外し再使用機器は清掃、絶縁測定のうえ取付ける。

　16 二重床内器具

　15 電　　線　　類

　14 取　付　高　さ

　13　地中埋設標等

　12 ハンドホール

　11 ガス漏火災警報装置

　９　電話機への配線

　10 火災報知設備用総合盤

　８　消　　火　　器

　７　高圧交流遮断器

　６ 保温、結露防止

　５ 再 使 用 機 器

　４ フラッシュプレート

  900(400)

床上～中心

床上～中心

天井下～上端 100

100天井下～上端

〃

〃

1,300

1,300

  300

  200

天井面～中心

〃

〃

〃

〃

〃

〃

床上～中心

床上～操作部

天井下～上端

〃

(天井面)-200

1,500

(天井高)×0.8

(天井高)×0.9

800～1,500

800～1,500

1,500

800～1,500

2,000

1,100

標準図による

1,200

1,200

1,500(上端1,900以下)

〃

〃

〃

〃

  800～1,300

  300

  600

  800

  500

  150

  150

  400

  150

　　　　　〃　　　　　　　 （台上）

　　　　　〃　　　　　　　 （和室）

1,500

1,000

1,200

1,500

1,500(上端1,900以下)

1,500

1,200

1,200

2,500

2,100

床上～中心

床上～下端

地上～給油口

地上～中心

床上～下端

地上,床上～中心

〃

〃

床上～中心

床上～上端

床上～中心

台上～中心

〃

〃

〃

床上～中心

鏡上端～中心

〃

床上～中心

取付高[mm]測　　点名　　称

  次の箇所の露出配管は塗装を行う。

　・塗装を行わない厚鋼電線管は、溶融亜鉛めっき仕上げ付着量300g/m2以上のものとする。

　２ 貯 油 槽 施 設

　１ 機　　械　　室

　２ 電気計装用機材

　１ システム構成その他

　４ 排煙風量測定

　３ 排煙口開放及び復帰方式

　２ 排煙口の形式

　１ ダ　　ク　　ト

　７ 24 時 間 換 気

　６ 保　　　　　温

　５ チ ャ ン バ ー

　４ シールする排気ダクトの系統

　３ ダ　ン　パ　ー

　２ 風 量 測 定 口

　１ ダ　　ク　　ト

 ４  標準仕様書第2編3.1.4によるほか、下記による。

 ３ 井水管の保温種別については冷水管の保温種別によるものとする。

　及び多湿箇所は( ・ ステンレス鋼板　　・　　　　　　)とする。

　きる金属製のカバーによる外装を施す。なお、屋内用は ( ・ カラー亜鉛鉄板　　・　　　　　　)、屋外

　15 弁類の保護カバー 　　温水、蒸気、冷水、冷温水用の配管で呼び径65以上の弁、ストレーナ等は、ビス等により容易に着脱で

 　　　SUSラッキング内部はポリスチレンフォーム保温筒で保護する。

　　・ 露出部の冷媒管の外装は（ ・ 図示　　・ 保温化粧ケース　　・ SUSラッキング）とする。

　　・ 空気調和機及びファンコイルユニットの排水管の保温は、(2.3.1.5)の排水管の項による。

　　・ 建物内の空気抜き弁までの配管の保温は、(2.3.1.4)の温水管の項による。

　　・ 暖房する室(天井内含む)の蒸気立管及び分岐管は保温を施す。

　　・ チャンバー及びダクトの消音内貼り(図示個所)を施した部分は外部の保温を不要とする。

　　　 さ+10mm以上とする。

　　・ 隠蔽ダクトのフランジ部(補強を含む)は厚さ25mmの保温を重ね巻きを行うか、保温厚さをフランジ高

　　・ 返りダクトの保温要

　　・ 排気ダクトの保温要　( ・ 外壁から1m　　　・ 　　　)

　　・ 外気取入ダクトの保温要　( ・ 全て　　　・ 　　　 )

 ２ 合成樹脂製カバーは、（ ・ シートタイプ　・ ジャケットタイプ ）を使用するものとする。

　　煙道はロックウール保温材を使用するものとする。

　　含む）及び屋外多湿箇所はポリスチレンフォーム保温材を使用するものとする。また、排煙ダクト及び

　　材は原則としてグラスウール保温材を使用するものとし、温水・蒸気・給湯以外の暗渠内（ピット内を

 １ 材料・施工順序及び厚さは特記がなければ標準仕様書第2編第3章の表2.3.1～2.3.7による。なお、保温　14 保温及び遮音

　13 絶　縁　継　手

　12 遠隔油量指示計

　図示の位置に取り付ける。

　図示の位置に取り付ける。

　　・ 冷温水ヘッダーの（・各送り管 ・各返り管）に（・流量計 ・タッピング）を設ける。

　　・ 空気調和機の冷温水管（送り又は返り）に（・流量計 ・タッピング）を設ける。

　　・ 吸収冷温水発生機の冷温水管及び冷却水管（送り又は返り）に（・流量計 ・タッピング）を設ける。

　　・ 冷凍機の冷水管及び冷却水管（送り又は返り）に（・流量計 ・タッピング）を設ける。

　次の管に取り付ける。なお、瞬間流量計はピトー管方式によるもので止水コック付とする。

 　　流量計取付用タッピング

　11 瞬間流量計又は瞬間

　　・ 熱交換器の温水管（送り、返り）

　　・ 吸収冷温水機の冷温水管（送り、返り）及び冷却水管（送り、返り）

　　・ 空気調和機の冷温水管（送り、返り）

　　・ 冷凍機の冷水管（送り、返り）及び冷却水管（送り、返り）

　次の位置に取り付ける。　10 圧　　力　　計

　　　 レタンチャンバー

　　・ 空気調和機(パッケージ型を含む)のサプライチャンパー、レタンダクト、外気取り入れダクト及び

　　・ 冷温水ヘッダー(往)冷温水ヘッダーの各返り管

　　・ 熱交換器の温水管（送り、返り）

　　・ 空気調和機の冷温水管（送り、返り）及び三方弁装置後の冷温水管（返り）

　　・ ボイラーの温水管（返り）

　　・ 冷凍機の冷水管（送り、返り）及び冷却水管（送り、返り）

　　・ 吸収冷温水機の冷温水管（送り、返り）及び冷却水管（送り、返り）

　９ 温　　度　　計 　次の位置に取り付ける。なお、温度計は円形指示計とする。

　・ ステンレス鋼管に取り付ける弁類は、ステンレス製とする。

　・ 鋼管用伸縮管継手の種類は図示による。

　・ 図示による　　　・ 図面に特記なき場合の耐圧は、JIS又はJV 5Kとする。　８ 弁　　　　　類

　冷 媒 管　・ 断熱材被覆銅管　　・ 銅管

　膨 張 管　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）

  蒸気還管　・ 圧力配管用炭素鋼鋼管（STGP370　黒管　Sch40）　・ ステンレス鋼管（SUS304）

　蒸気往管　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-黒）

　　　　　　・ 合成樹脂外面被覆配管用炭素鋼鋼管（PLP　地中埋設）

　油　　管　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-黒　屋内配管）

　冷却水管　・ SGPｰVA　・ SGPｰPA　・ SGPｰ白　

　７ 配　管　材　料 　冷温水管　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）

 ２ ピストンダンパー　 　復帰方式（ ・ 遠隔　　・　　　　）

　　　　　　　　　　 　　煙感知器、連動制御器及び配管配線は（ ・ 別途　　・ 本工事 ）とする。

 １ 防煙ダンパー　　　 　復帰方式（ ・ 遠隔　　・　　　　）　６ ダ　ン　パ　ー

　　は間接排水口に導く。

 ３ 外壁に面するガラリに直接取り付けるチャンバー及びホッパーには排水管(呼び径20)を取付け、屋外又

 ２ 空気調和機に取り付けるサプライチャンバー、レタンチャンバー及びダクト系で消音内貼りしたチャン

　　バーには、点検口を設ける。点検口の大きさは図示による。

 １ 内貼を施すチャンバーの表示寸法は外寸法を示す。　５ チ ャ ン バ ー

　・ 次の位置に取付ける。（ ・外気ダクト　・還気ダクト ・空調機の吐出、吸込ダクト ・分岐ダクト ）

　・ 取付位置は図示による。　４ 風 量 測 定 口

  ・ ステンレスダクト及び塩化ビニルダクトの仕様及び適用範囲は図示による。

　・ 低圧ダクト（ ・ ｱﾝｸﾞﾙﾌﾗﾝｼﾞ工法　・ ｺｰﾅｰﾎﾞﾙﾄ工法（ ・ 共板ﾌﾗﾝｼﾞ　・ ｽﾗｲﾄﾞｵﾝﾌﾗﾝｼﾞ ））

　・ 高圧１ダクト（適用範囲は図示による）

　３ ダ　　ク　　ト

　ばいじん量測定口は口径80mmとし、取付け位置は煙道の直線部分とする。

　ばいじん濃度計を( ・ 設ける　　・ 設けない )

 　(1) 付属物

 　(2) ばいじん濃度計

　伸縮継手、掃除口の取付位置は図示による。

　２ 煙　　　　道

　１ 設 計 温 湿 度

　・ 要（ ・ 別途　・ 本工事 ）　　・ 不要

　図示の位置に取り付ける。

　５ 放流納付金等

　４ 満水試験継手

　・ 流し台等の床上露出部の配管は、蛇腹管の使用は禁止とする。

　・ 洗面器及び洗面器に直結する排水管寸法は、器具トラップより1サイズアップとする。　３ 洗面器等の排水管

　　　　　　・ 遠心力鉄筋コンクリート管(B型)

　屋外排水　・ 硬質塩化ビニル管（VU）　　　　・ 硬質塩化ビニル管（VP）

　通　気　　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）　　・ 硬質塩化ビニル管（VP）　　・ 耐火二層管（VP）

　　　　　　・ 硬質塩化ビニル管（VP）　　　　・ 耐火二層管（VP）

　汚　水　　・ 排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管（DVLP）

　　　　　　・ 硬質塩化ビニル管（VP）　　　　・ 耐火二層管（VP）

        　　・ 排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管（DVLP）

　雑排水　　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）

　化学排水　　（  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 ）

　雑排水放流先（ ・ 公共下水　　・ 合併処理浄化槽　・ 側溝等　　　）

　２ 配　管　材　料

　10 引込納付金等

　９ 水　　栓　　柱

　８ 水　　　　　栓

　７ 絶　縁　継　手

　６ 弁　　　　　桝

　５ 弁　　　　　類

　４ 量　水　器　桝

　３ 量　　水　　器

　２ 配　管　材　料

　１ 給　水　方　式

　１ 排　水　方　式 　汚水放流先　（ ・ 公共下水　　・ 浄化槽　　　　　・ 　　　　　　）

　・ 要（ ・ 別途　・ 本工事 ）　　・ 不要

　・ 合成樹脂製　　　　　・　

　・ 水抜栓を使用する場合、水栓は固定こま式とする。（ ・ ただし屋外に設ける場合は耐寒水栓とする ）

　・ 台所流し用の水栓は泡沫式とする。

　図示の位置に取り付ける。

　・ 標準図による。

　  その他の部分　　JIS又はJV（ ・ 5K　　・ 10K ）

　  水道直結部分　　JIS又はJV ( ・ 5K　　・ 10K ）

　図面に記載のない場合の耐圧は下記による。

　・ ステンレス配管を使用する場合の材質はステンレス製とする。

　・ 逆止弁の衝撃吸収式はライニング不要とする。

　・ 水道業者指定品（ ・ 貸与品　　・ 買取り ）　・ 標準図ＭＣ型

　・ 親メーター（ ・ 貸与品　　・　　　　　）　・ 子メーター（ ・ 買取り　・　　　　　）

　井水管の吊りバンド等の支持部は、合成樹脂製の支持受けを使用する。

　給水管の最小口径は20mmとする。

　　　　　　　　・ 耐衝撃性硬質塩化ビニル管（HIVP）

　地中埋設配管　・ ポリ粉体鋼管（SGP-PD）　・ 塩ビライニング鋼管（SGP-VD）

　屋内配管　　　・ ポリ粉体鋼管（SGP-PB）　・ 塩ビライニング鋼管（SGP-VB）

　給水引込管は水道事業者の指定によるものとし、材質は（ ・ 図示　　・　　　　　　　）とする。

　・ 井水（ ・ 高置水槽　　・ 圧力水槽　　・ 加圧給水 ）　

　・ 上水（ ・ 水道直結　　・ 高置水槽　　・ 圧力水槽　　・ 加圧給水 ）　

　・ 設ける（ピット内は除く）　　・ 設けない

　別図による。

　別図による。（ユニット内配管材料共）

　手洗器は止水栓付とする。

　水抜栓を使用する場合、水栓は固定こま式とする。

　５ 和風大便器耐火カバー

　４ 浴室・シャワーユニット

　３ 衛生器具ユニット

　２ 洗　　面　　器

　１ 衛生器具付属水栓

-1.4 78.1

60.435.1

外　　　　　気

室　　　　　　内

一 般 系 統

湿度(RH)温度(DB)湿度(RH)温度(DB)温度(DB) 湿度(RH)

冬　季

夏　季 　　　　　℃ 　　　　　％ 　　　　　℃ 　　　　　％ 　　　　　℃ 　　　　　％

　　　　　％　　　　　℃　　　　　％　　　　　℃　　　　　％　　　　　℃
　属管とし、その場合は全長にわたって接地線を設ける。

　　また、機械室等の床配線は図面上PF管で記載している場合であっても、立上部分等の露出配管部分は金

　の承諾を受けて変更しても差し支えない。

　　分電盤、制御盤及び端子盤等の二次側以降の配管・配線は、経路、電線太さ、電線本数及び管径等は監督職員

　予備配管は、予備の配線用遮断器4個以下の場合(25)を1本、5個の場合(25)を2本、天井まで立上げる。

　　長さ1m以上の入線しない管路には、1.2mm以上のビニル被覆鉄線を入線する。埋込分電盤からの立上り

　２ 電線本数、管路等

　１ 呼び線及び予備配管

　３ 金属管の塗装仕上げ

 　　ケーブルの種類

・ 消 火 設 備

・ さ く 井 設 備

・ 衛 生 器 具 設 備 ・ 給 水 設 備

・ 消 火 器 設 備

・ 融 雪 設 備 ・ 浄 化 槽 設 備

・ 厨 房 設 備

・ 排 水 設 備

・ ガ ス 設 備

・ 給 湯 設 備 ・　空調ダクト設備

・　換気ダクト設備 ・　排 煙 設 備

・　ボイラー及び付属機器設備

・　排煙ダクト設備

・　冷熱機設備・　空気調和機設備

・　換 気 設 備

・　自動制御設備

・ 構内配電･通信線路

・ テレビ共同受信設備

・ 情報通信網設備

・ 受変電設備・ 雷保護設備

・ 構内交換設備

・ 誘導支援設備

・ 火災報知設備・ 防犯･入退室管理設備

・ 拡 声 設 備

・ 発 電 設 備

・ 動 力 設 備

・ 監視カメラ設備

・ 映像音響設備

・ 電力貯蔵設備

・ 電 灯 設 備

　２ バ ル ク 貯 槽 　・ ABC粉末消火器　　　　号　　　本

　別途（ ・   kg　　・　　　　） ×　　　本

　ドレン管　・ 空調ドレン用結露防止層付硬質塩化ビニル管　・ 配管用炭素鋼鋼管（SGP-白）

設計番号

図面番号

担　当照　査設　計　者年月日

縮尺

工事名

図面名称

株式会社 中川建築設計事務所
本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

1

10 1

1

28

(20)

成行

成行

屋外配管

(屋内配管部) (屋外配管部)

特記仕様書(電気・機械設備)

氷見市北部中学校体育館空調設備設置工事

Ａ３：N/S
Ａ１：N/S

Ｍ－02

一級建築士　登録第353551号

　　　　　　　　扇谷　幸代

26003



空調機器設備

記 号

記 号

GHP-560-1

GHP-560-2

GHP-80-CR

GHP-160-CR

　共通特記事項

　屋外機

　屋内機

　その他

BT-980

機 器 名 称

機 器 名 称

ガスヒートポンプマルチエアコン

屋内機

屋内機

ステンレス製防雪フード(吐出)　付属とする。

屋外機基礎は建築工事

GHP屋外機置場には粉末消火器ABC10号(SUS製格納箱)を設置すること

屋内機は手元リモコン・ドレンアップ・防球ガード付

職員室にて集中管理を行う（液晶タッチパネル型（参考：CZ-10ESM5）運転/停止　運転モード　温度設定　風量・風向調整　個別制御等）　AC100V

個別リモコン及び集中コントローラー、自立運転スイッチは電気工事へ支給とし個別リモコン、自立運転スイッチには鍵付きリモコンボックス付とする

屋内外渡り配線は冷媒管と共巻とし設備工事とする。

１次側屋内外機電源供給は電気工事とする。

特記無き屋外露出部の冷媒配管はステンレス鋼板ラッキング（内部はポリスチレンフォーム保温筒で保護）仕上する（アリーナ内露出部は図示による）

高調波抑制対策…換算係数Ki＝1.8を超過する機器については高調波抑制対策を講じること

GHPの能力及び消費電力はJIS B 8627の規定された定格条件による。

ドレン配管は冷媒配管と同様に配管化粧カバー内に収める。屋外露出部のドレン管は、配管用炭素鋼鋼管（白）とする

LPG供給設備

機 器 仕 様

機 器 仕 様

冷房能力56.0kW　暖房能力63.0kW

使用燃料　プロパンガス　燃料消費量　46.1/42.7kW

電源切替盤　自立運転スイッチ

発電出力 停電時最大接続参考容量 (3.0kVA) 1φ200V

冷房能力56.0kW　暖房能力63.0kW

使用燃料　プロパンガス　燃料消費量　46.1/42.7kW

発電出力 停電時最大接続容量 3.0kVA 1φ200V

天吊露出形

天吊露出形

縦バルク貯槽　容量９８０ｋｇ

圧力調整器、過充填防止装置、均圧弁、液面計、安全弁、ガス放出防止器又は緊急遮断弁、ガス漏れ検知器

停電対応型

冷房能力 8.0kW　暖房能力 9.0kW

冷房能力 16.0kW　暖房能力 18.0kW

消費電力1.33/1.19kW　3φ200V　冷媒ガスR410A

消費電力1.33/1.19kW　3φ200V　冷媒ガスR410A

ABC10型消火器　消火器用SUS製BOX

ABC10型消火器　消火器用SUS製BOX

消費電力 0.06/0.06kW　1φ200V

消費電力 0.16/0.16kW　1φ200V

台数

2

2

2

12

台数

ガス栓収納ボックス（二口ヒューズコック×３、ＯＮＯＦＦヒューズ＋可とう管コック１５Ａ×２）、

注記；コンクリート基礎及びフェンス は建築工事、ガス計量器は別途ガス納入業者からの貸与品とする。

アルミ製蓄圧式粉末消火器　１０型×１本　ＳＵＳ製格納函×１個、警戒標識 その他付属品一式

1

屋外機(親機)　塩害仕様

屋外機(子機)　塩害仕様

(U-GB560U1DE)

(U-GX560U1DE)
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設計番号

図面番号

担　当照　査設　計　者年月日

縮尺

工事名

図面名称

株式会社 中川建築設計事務所
本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

氷見市北部中学校体育館空調設備設置工事

機器表・系統図
Ａ３：N/S
Ａ１：N/S

Ｍ－03
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　　　　　　　　扇谷　幸代
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GL+150Hまで立下げ GL+150Hまで立下げ

側溝へ放流 側溝へ放流

G

G
G

屋外機 親機

屋外機 子機

屋外機 親機

屋外機 子機
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（2700×2700×200H）

GHP

GHP

560-1

560-2

GHP

560-1

GHP

560-2

BT

980

R-8,R-8

電源切替盤（本工事）

基礎（1400×5400×200H）建築工事

基礎及びﾒｯｼｭﾌｪﾝｽは建築工事

基礎（1400×5400×200H）建築工事

電源切替盤（本工事）

R
-8

R
-8

R-8
R-8

ドレン管SGP-白50A

ドレン管SGP-白50A

PE32　

PE32　

32

ドレンは側溝で開放

ドレンは側溝で開放

ドレン管SGP-白50A

ガス用フレキ20A,SC20

ガス用フレキ20A,SC20

ハッチング部アスファルトの解体・復旧（建築工事）

SGP-白 32A

露出ガス管SGP-白32A

外部足場(建築工事) 外部足場(建築工事)

外部足場(建築工事) 外部足場(建築工事)

外部足場(建築工事)

外部足場(建築工事)

設計番号

図面番号

担　当照　査設　計　者年月日

縮尺

工事名

図面名称

株式会社 中川建築設計事務所
本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

Ａ１：1/100
Ａ３：1/200

体育館１階平面図（空調設備図）

氷見市北部中学校体育館空調設備設置工事

Ｍ－04

一級建築士　登録第353551号

　　　　　　　　扇谷　幸代

26003
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GHP-560-1系統 GHP-560-2系統

GHP-560-1系統 GHP-560-2系統

1700×500×1.0t×12ヶ所
1400×500×1.0t×2ヶ所
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8

R-
8

R-
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R-
8

記号

9.5φ

12.7φ

ガス管 液　管

6.4φ

6.4φ

　冷媒配管サイズ表（参考）

屋内機

22～56

屋内機計

ACR-22

耐火キャップ（区画貫通処理）

R-7

R-3

R-4

R-5

R-6

R-8

15.9φ

19.1φ

22.2φ

25.4φ

28.6φ

28.6φ

31.8φ

38.1φ

9.5φ

9.5φ

9.5φ

12.7φ

12.7φ

15.9φ

19.1φ

71～160

-

-

-

-

-

～160

R-10

R-9

22.2φ

22.4

28.0 161～280

-

281～355

356～450

451～710

731～1100

-

R-2

R-1

R-0

12.7φ 9.5φ 22～56

EHP

GHP

D

D

D

D

40

40

SUSﾗｯｷﾝｸﾞ

SUSﾗｯｷﾝｸﾞ

253225 32253225

32

32

GHP

80CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

80CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

GHP

160CR

屋内機160×12台

R-3,R-8R-8,R-8

R-3,R-8R-6,R-8R-8,R-8

コア抜き

R-8,R-8
コア抜き×2ヶ所

R-8,R-8

R-6,R-8

コア抜き

φ100

φ100

コア抜き
φ100

コア抜き×2ヶ所 コア抜き
φ100 冷媒管及びドレン管は配管化粧カバー内に納める（スリムダクト）

カラー鉄板

φ150

φ150

防球ガード付室内機（天吊露出形）

R-3 VP25

配管化粧カバー 歩路タイプ 

(450×134：RDW450-D-ZA）

管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号

中川建築設計事務所株式会社

図面名称

工事名

縮尺

年月日 設　計　者 照　査 担　当

図面番号

設計番号

氷見市北部中学校体育館空調設備設置工事

Ａ３：1/200
Ａ１：1/100体育館２階平面図（空調設備図） Ｍ－05

一級建築士　登録第353551号

　　　　　　　　扇谷　幸代

26003
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2,100

ガス栓ボックス

災害時対応型バルク貯槽　 縦型

ガス栓ボッ クス

警戒標識

ABC10型消火器

980kg

ガスメーター（貸与品）

引火性・発火性物質

火気制限距離

第ニ種保安距離

第一種保安距離

本体基礎　　：　2,900×2,500×H250　　機器類総重量　約2,500㎏

鉄　　筋　　：　D13@200(上下端タテヨコ共)

捨てコン　　：　50H

砕石敷転圧　：　150H

仕上げ面　　：　仕上げG.L.+200

備考

１､第一種保安物件　　　学校、病院、不特定多数の出入りする施設等

２､第ニ種保安物件　　　一般民家

　　　　　　　　　　 　非防爆型の電気設備、自動車駐車場

４､第二種保安距離は、自社敷地内及び公道、河川

３､火気取扱施設　　　　ストーブ、ボイラー及び

　 にて確保する必要有り。

２．０ｍ

２．０ｍ

１．０ｍ

１．５ｍ

２．０ｍ

２．０ｍ

１．０ｍ

１．５ｍ

ﾀﾝｸﾛｰﾘｰLPガス設備

基礎工事（建築工事）

フェンス等　：　BULZAMフェンス　H=2,210　4面　　（本工事）

設計番号

図面番号

担　当照　査設　計　者年月日

縮尺

工事名

図面名称

株式会社 中川建築設計事務所
本社　住所　　〒933-0041　富山県高岡市城東２丁目１番２７号
　　　　　　　ＴＥＬ　0766-21-1060　　ＦＡＸ　0766-21-1371
管理建築士　　一級建築士　　登録第255950号　　中川　潔

Ａ１：1/100
Ａ３：1/200

氷見市北部中学校体育館空調設備設置工事

LPGバルクタンク参考図 Ｍ－06

一級建築士　登録第353551号

　　　　　　　　扇谷　幸代

26003


